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と して と りま とめ た もの で あ り ます 。
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　最 近 のマ イ ク ロ コン ピ ュー タ を 中心 とした マイ ク ロ エ レ ク トロニ クスの進 展 は,

80年 代 に新 た な産 業革 命 を 引 き 起 こす 勢 い を見 せ て お り,産 業構 造 審 議会 の情

報 産 業 部 会 に お いて は,　 「情報 化 の 社 会 全般 に及 ぼ す 影響 は,18世 紀 の 産業 革

命 に も匹 敵 す る広 が り と深 さを もち,点 か ら面へ の広 が りを も った第 二 次情 報 革

命の 段 階 に来 て い る」 と指摘 して い る。

　 マ イ ク ロ コン ピュ ー タ市 場 も年 々拡大 の 一 途 を た ど り,省 エ ネ ル ギ ー,知 識 琴

約 型 産 業 で あ るマ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ産 業 は,80年 代 の 我 が 国 の 中核 産 業 と し

て期 待 され て い る。

　 当 協 会 で は,昭 和53年 度に マ イ ク ロ コン ピ ュー タ振 興 セ ン ター を設 置 し,我

が 国 の マ イ クロ コ ン ピュー タ産 業 の振 興 を 目的 と して 各種 の調 査 研 究 を行 って お

ります が,本 年 度 は,マ イ ク ロ コン ピ ュー タ産業 育 成 のた め の 具 体 的 な視点 を策

定 す る こと を 中心 に,マ イ ク ロ コン ピュー タ産 業 の現 状 を 多 くの 断 面 で 把握 す る

と と もに 課題 の分 析 と将 来 の展 望 を 行 い本 報告書 と して と り まとめ ま した。

　 こ こに本 調 査 研 究 の 実 施 に 際 し,業 務 ご多忙 中に もか か わ らず 有 益 な ご意 見 と

ご協 力 を い ただ き ま した 関 係 各 位 に対 し厚 くお礼 申 し上げ ます。

　 最 後 に,本 書 が マ イ ク ロ コン ピュ ー タに関 係 す る方 々 に 利用 され,マ イ クロ コ

ン ピ ュー タ産 業 の発 展 に寄 与 す る こ とを念 願 とす る次第 で あ ります 。

昭和56年3月
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　 1980年 代 におけるわが国の通商産 業政策の基 本的方向は,特 に技術立国の見地か ら,「 自主的,

創造的 な技術 革新に よって産 業構 造の知識集約化 」の推進に向け られる ことになろ う。すでに1970

年 代 に,わ が国 におい ても,コ ン ピュータのハー ドおよび ソフ トウェア技術やデー タ通信技術などに

著 しい躍進がみ られ た。 なかで も,い わ ゆる 「マイクロ ・エレク トロニ クス」領域においては,特 に

半 導体技術 の技術革新に目覚 しい発展 があり,ICか らLSIへ,さ らにLSIか らVLSIへ と集

積度の高度化が着 々と進行 し,ま た これ に伴ないその主たる応用範囲も,小 型,高 能率,低 価格のパ

ーソナル ・コンピュー タの普及か ら国内および国際的デ ータ通信網の整備,あ るい はオフィス ・オー

トメーシ ・ン構想の実現化 など多岐多様 にわた って拡大 しつつある。 また,こ れ と並行 して,1970

年 後 半にはい わゆ る 「マイ ・コン」ブームで象徴 され るようにマイクロ・エレク トロニ クス関連技術

が爆発的に特 に若年層 に滲透 し,創 造的知識集約型技術に対する国民 の関心や興味が一挙 に増大 した

こ とも記憶に新 しい。 この ような国 内における 「マイクロ ・エレク トロニ クス」の 目覚 しい発展 は,

も とよ り,日 本 におけ る半導体産業の世界的優位を表わすものであり,事 実,日 本の半導体産業 は,

世 界第一のアメ リカの半 導体産業 に対す る競争力を次第に強 めて きているといえるであろう。

　 さて,こ のよ うなマイ クロ・エ レク トロニ クスの躍進の中にあって,本 委 員会 は,第 一年次の 『我

が国のマイクロコンピュー タ産 業における現状 および問題点 』,第 二年次の 『システムハ ウスの業界

形成に関与す る諸要因 』に引 き続 き,第 三年 次の総合的調査研究として 『マイ クロコンピュータ産業

の現状 と将来 』に関す る包括的な分析 を実施 した。今年度の調査研究においては,特 に(1)マイ クロ ・

コンピュータ産業全般 におけるシステムハウスの位置づけ,② マイクロ ・コンピュー タ産 業全般の振

興 に対 す るシステムハ ウスの貢献,そ して(3)シス テムハ ウスの健全な成長 を援 ける各種施策,と い う

三 点に焦点をしぼ って精力的 に検討が行 なわれた。本報告の骨子を章 ごとに略記 すると、お おむね次

の通 りである。

　 第1章 「マイクロ ・コンピュー タ革命の社会へのインパク ト」は,マ イクロ・コンピュータを含む

半導体技術 革新の社会学的考察 および予見であり,い わゆる 「sglid-state　 industry」 と総称 され

るマイ クロ ・エ レク トロニクス産業 の経済環境,② マイクロ ・コンピュータの実力の評価,{3)コ ン ピ

ュー タ制御 と人間疎外の二律背反 を解 消する戦略 シナ リオを扱い 、第2章 「マイクロ・コンピュー タ

応用市場の現状 と将来」は,先 ず第1節 において国際的視野から(1)マイク.o・ エ レク トロニ クスの世

界市場,② 新技術革新の動向,な らび にr3吟 後 の発展のための施 策を講 じ,次 に第2節 において今後

は視点を 日本の国 内の マイ クロ・コンピュー タ市場に向け,(1)全 般的市場動 向,(2)マ イ ク ロ・コンピ

ュータの応用の概況 を概観 し,内 外のマイクロ ・エ レク トロニ クス産業の実状を分析,今 後の展望を

試 みた。

　 第3章 「マイクロ ・コンピュータ産業参入企業の現状」では,先 ず第1節 においてわが国 と欧米諸

国 との差異 に注 目しなが ら情報処理 ならびに機械工業の諸領域からマイ クロ ・コンピュー タ産業への

参 入企業の現状 を明 らか にし,続 いて第2節 においてはシステムハウスを中心に・わが国におけ るマ



イクロ ・コンピ ュー タ産業への参入企業の現状を分析 した。第4章 「マイクロ ・コンピュータ産業の

課題」は,先 ず第1節 においてソフ トウ ェア部 門における 日米格 差の問題をあげ,ソ フ トウェアの生

産性向上 の努 力の必要 を論 じ,次 に第2節 においてはマイ クロコン ピュータ産業全般 におけるシステ

ムハウスの役割および貢献を分析 しなが ら,シ ステ ムハ ウスの脆 弱な体質改善のための積極的施 策の

必要を検討 した。

　最後 に,第5章 「マイクロ ・コンピ ュータ産業育成 の視点 」は,特 にシステムハ ウス育成を中心 と

して,マ イ クロ ・コン ピュータ産業の今後 の振興のための具体的 な政策を,経 済学 と法律学の見地か

らそれぞれ論 じた ものである。

　本研究の課題 「マイ クロ・コン ピュータ産業 の現状 と将来」 に関 しては,こ の報告 では取 り上げ ら

れなか った重大 な問題 がい くつ も取 り残されている。 これ ら取 り残された問題 は,い つか十 分な分析

と検討がなされねばならない。 しか し,そ れはそれ として,本 調査研究が明 らかにしえた,わ が国の

マイクロ ・コンピュー タ産業 の実態 と将来への展望が
,マ イ クロコンピュータ産業および関連産業,

そ して さらに,こ れらの振興 に関与す る行政に対 していささかな りとも資するところがあれば ,本 委

員会 としては それにまさる喜びはない。

●
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第1章 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 革 命 の 社 会 的 イ ンパ ク/

は じめ に

　 1980年10月20日 の 『日経産業新聞 』は,西 歴2,000年 の マイコン社会に対す る10人 の

専門家の 見解 を伝えている。 この調査によると,今 後20年 に マイ コンが社会に与え る衝撃度は,19

世 紀 の蒸気機 関がもた らしたそれ と劣 らず.あ らゆる機械に"知 能"を 持たせ る画 期的 出来事であ り,

いわば18世 紀 に始 まった産業革命が 「筋 肉」をつ くったのに対 して,今 日進行中のマイ コン革命は

「頭脳」 を形成す るとい う点で10人 の専門家はおおむね 「その通 り」 であ るこ とを認めている。

　 同じ く1980年 に は,日 本経済 新聞社か ら『これがマイコン革命だ 』と題す る一冊 の本が出版 さ

れた。　「どこまで変わ る企業 と社会」 という副題が示す ように,こ の本は,オ フ ィスの秘書や ファイ

ルを無用化 し,工 場からブルーカラーを消 し,在 宅勤務や在宅シ ョッピングを実現 し,盲 人 に普通の

活字本を読め るようにし,押 ボタンによる直接民主制の実現を可能にす るような 「魔法の ツネ」 マイ

コンが社会や人 間に与える影響について語 って いる。

　 また,未 来学者アルビン・トフラーの 『第三の波 』が 日本語に反訳 され,ベ ス トセラーとなった。

　 この ような新聞の記事や啓蒙書が社会的に果す役割の大きい ことについては,今 更疑 問の余地はな

い。 日常生活で コンピュータや マイクロコンピュー タにほとんど接す る機会のない人 びとが,コ ンピ

ュータや マイクロコンピュータについて知 り.そ の広範にわた る応用について正 しい知識 を獲得する

ことは大いに歓迎すべき ことで ある。しか し,最 近 の風潮 ともい うべきか,い わゆ る 「マイ コン ・ブ

ーム」 に流され て,コ ンピュータ技術 における進化を文明史の 中で位置づけて みようという関心が,

残 念なが らわが国で はアメ リカや ヨーロ ッパと比べ るとやや低 いようで ある。 トフ ラーが 「第 三 の

波」の一環 として 「オ フィス ・オー トメーション」の概念 を扱い,在 宅勤務を論 ずるときには,ア メ

リカのかか えている都市問題,労 働構造,余 暇などに関するアメ リカ固有の文化や価 値の体系の前提

がある。 こうした文化 や価値の体系の背景な しに技術の 問題だけ を取 り出 し,そ の効用を論 ずるのは,

単に予測 を誤 るということだけでな く,各 所で伝統 的 日本文化 と摩擦や衝 突を起 こす危険がある。 こ

の ような 「文化的未来 ショック」は コンピュー タ技術革新の普及には,か え ってネガ チブな効果を及

ぼ しかね ない。 ヨーロッパで特に強いマイクロ ・コンピュータの導入による雇用不安増 大な どがその

好例であ ろう。

　 この ような 問題の視点を考慮 して本項では特 に,マ イクロ ・コン ピュータを含む半導体技術の社会

的,文 化的側面を,{1〕 「固体産業」(ソ リッド・ステー ト・インダ スbリ ー)の 経 済環境,② マイク

ロ ・コン ピュー タの実力,お よび{3)コ ン ピュー タ制御 と入間疎外とい う3視 点から論 じてい きたいと

思 う。

1.1 「固 体 産 業 」(ソ リ ッ ド ・ス テ ー ト ・.イ ン ダ ス トリー)の 経 済 環 境

1.1.1　 エ レ ク トロ ニ ク ス 産 業 と マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ革 命
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　 1969年 にInte1社 のM.E.ホ フが コン ピュータのCPU全 体 を小さなシ リコン ・チ ップ

の上teま とめ,そ の後,メ モ リーとか,1/0機 能 をはたす別のチ ップ と結合 させたモジュール

の開発に成功 した時,こ の一見簡単かつ単純な技術 革新がその後の産業社会`こ与えた革命的影響

を予想す る者 はほ とん どいなか った。ホフの小 さなチ ップは大量生産が可能であり,し かも用途

に応じて適当にプ ログラムが可能であ った。 それ までの大型の 汎用 コンピュータで代表 されてい

た"人 工頭脳"は,ホ フの マイクロ ・プロセ ッサーに よって超小型化 され,低 コス トで,事 実上

いかなる機械に も応用が可能となった。他の プ ログラム可能な情報処理 装置一 す なわち大型汎

用 コンピュータや ミニ コンピューター と異 り,マ イク ロ ・プ ロセ ッサーは,大 きさの点で も,

消 費電力 の点で も.ま たそれが達成で きる複雑な機 能の点でも,何 にでも応用できるとい う利点

を持 って いた。マ イク ロ ・プ ロセ ッサーの出現に よ って,"知 能"を 持 った機 械の生産が可能 と

な ったのである。MIT・ 政策選択セン ター副所長R.T.ラ ン ドがマイクロ ・プ ロセ ッサーを指

し 「わだち,発 動機,電 球に匹敵す る革命的発明」 と呼 んでいるのは決 して誇張ではない。1978

年現 在,ア メ リカでは約40社 が150種 類以 上のマイクロ ・プロセ ッサーを生産 している。

　 世界全 体で 見ると,現 在,エ レク1・ロニクス産業 は1000兆 ドル産業で ある。 自動車産業や

石油産業 にはまだ及ばないが,エ レク トロニクス産 業が今 日の世界経済において指導的地位を占

めてい ることは疑 いない。しか も,こ の産業 は1990年 に は4000兆 ドル産業へ と成長す る

ことが予想 され る。 そうなれば,エ レク トロニクスはお そ らく自動車 と主位 を争 う巨大産業 とな

る。

　 トランジ スター,IC,LSIな ど,い わゆ る半 導体 技術の開発 と市場開拓において,ア メ リ

カはほ とん ど常 に主導権 をもってきた。世界のIC生 産 のほぼ70%は 依 然 としてアメ リカ企業

に よって なされてお り,こ の分 野におけ るアメ リカの覇 権にゆ るぎはない。

　 アメ リカのエ レク トロニクス産業,そ して さらに範囲をせばめれば半導体産業`こ新 しい動 きが

出た。 これが1960年 代 の後半,Jnte1社 の ホフを鳴矢 とするマイク ロ ・コンピュータ企業

群 の台頭で ある。 これ らの新企業 はもともと,せ いぜ い数100万 ドルのベンチャー ・キャピタ

ルか ら出発 した企業であ ったが,斬 新な技術的突破孔 を次 々に商業化す ることに成 功し,RCA

や ウ エス チングハウスな どエ レク トロニクス産業の"し にせ"を 少 くともマイクロ ・コンピュー

タ領域では影 の薄いものに して しまった。今 日で も,い わゆ る 「ソリ ッド・ステー ト産業」 と呼

ばれ る一 群の半 導体 メーカーがアメ リカの半導体生産の大半 を掌握 してお り,RCAや ウ エス チ

ングハ ウスの ように 巨大な電子機器 メーカーとい えども半導体部品は中小規模の半導体メーカー

か ら仕 入れて いる所が多い。IBM,　 AT&T,　 GMな ど ごく少数の大企業が 自社 の製品に組み

込むた めに半導体を自己生産しているに過ぎない。

1.1.2　 ア メ リカ と異な る日本 とヨーロ ッパ

　　アメリカにお いて半 導体 メーカーと電子機器 メー カーとの間に暗黙の分業 と相互依存の 関係 が

定 着して きた のに対 して,日 本 とヨーロッパでは,ア メ リカのそれ と全 く違 った構造が育つに至
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った。す なわち,日 本でも ヨー ロ ッパで も,最 も強力 な半導体 メーカー,そ して新しいマイクロ

・コンピ
ュータ領域で いえば 「チ ップ ・メーカー」は,い ずれ もエレク トロニクス産業の"し に'

せ",す なわち 日立,NEC,ジ ー メ ンズ,フ ィ リップ スの ような大企 業で ある。 日本 とヨーロ

ッパにおいて は,エ レ ク トロニ ク ス の巨大企業が とりも直 さず半導体 技術の主要 な消費者でも

あ り,か つ半導体部品の生産者 でもあったので ある。

1.1.5　 日本 とヨー ロッパに押されぎみのア メリカの半 導体産 業

　 他方,こ の数 年来,ア メ リカにおいても半導体企業に合併もしくは吸収の兆 しが見え始 めてい

る。 弱小の半導体企業の 中には大 企業に吸収 され るものが 出てきているし.ア メ リカの半導体産

業 の約15%が 外 国資本に よって買収 されるに至ってい る。 た とえば,ア メ リカの半導体企業の

名門フェアチ ャイル ド社は仏米 石油複合企業 シュランパーが一社に,ま た シグネティック社はオ

ランダの フィ,リ ップ ス社に,そ れぞれ 買収 された。他方,日 本の半 導体 メーカー もアメリカに進

出 し,ア メ リカの企業と"提 携"し て半導体の生産を始めている。

　　アメリカの半導体企業 の弱体 化の原 因の一端は,新 規の生産施設 建設 コス トの急上昇 にある と

いわれてい る。現在,最 近のLSIあ るいはVLSI生 産 施設 の建 設コス トはほ ぼ4000万 ド

ルを下 らな いとされるが,こ れ は1960年 代 後半か ら1970年 代初頭 の建設 コス トの10倍

以 上`こな る。それだけ半 導体技 術が成熟 し,ま たそれだ け半 導体生産お よび利用が本格化 したわ

けで,い まや弱小の ベンチャー ・キャピタルがこれら半導体産業 内部 におけ る急速な進化にっい

ていけな くな った というのが真 実で あろう。 いいかえれ ば,ア メ リカの半導体 産業 の"し にせ"

が よ り強力な内外の企業に吸収あ るいは合併 され るに至 った のは,こ れ らの メーカーの進歩が遅

か ったか らではなく,技 術 の進歩の方が さらに速 く,こ れが より強大な資本 と,よ り強力な組織

　を持つ大企 業に有利に働 いたた めにほかならない。

　　わが国 と違って,ア メリカで は政府が半導体 産業に"て こ入れ"を し,こ れを積極的に援助す る

　とい うことはないが,初 期における半導体産業の急速な成長が,国 防省やNASAの 研 究開発助

成 と市場確保 に よるところが多 か ったこともまた事実である。 またごく最近では,国 防省がスポ

　ンサーにな って 「超 高速集積回路」(Very　 high　 spee,d　 integrated　 circuits

　VHSICS)の 開発計画が進め られている。 この開発費 はざつと2億 ドル と見積 られ る。

4 1.1.　4　 日本 の半導体産業の躍進と限界

　 確かに半導体産業におけ る先発国アメ リカの主導権 と覇権はゆ るぎのない ものであるが,後 発

国なが ら日本 もかなり良い線をいつている。 これはひ とっには1970年 代(cお け る政府の情 報

産業振興政策が効を奏しつつ あることと,労 働条件の違 いか ら日本で はオー トメーシ ョンの採用

に対する労働組合 の抵抗 が比較的 弱いため オー トメーションの分野で半導 体の需要が急速にのび

っっ あることに もよる。た とえ ば,日 本の鉄鋼 　自動車.テ レビの各生産 施設におけ るオー トメ

ーションは世界の最先端をいくものであ り,オ ー トメーシ ョンの諸過程にお いて半導体 の使用1こ
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よる作業の能率化 と厳格な品質管理が 可能 とな るのみな らず,さ らにその製品 にも半導体 が組 み

入れ られ,世 界的競争に十分堪え うる ような優 秀なパ フォーマンスを生む整品が次 々に国内およ

び海外 の市場に進出している。 また現在,日 本 は生産ラインで用い られ るロボ ッ トの数では世界

最高の50%の シ ェアを占めてお り,ア メ リカを含む 外国の追随 を許 さない。 これ らロボットの

"知 能"は もちろん半導体か ら成
ってい る。 日本の テレビは自動車 と並んで アメリカの産業に対

す る脅威 とみな され ているが,こ れはかつての ように安 い労働力によ るものではな く,完 全なオ

ー トメーシ
ョンを生産 ラインに導入す るこ とに よって一方では生産性が高 まり,他 方では品質の

向上が可能`こな ったため にほかな らな い。 統計的にみれば,オ トメーシ ョンによって生産ライン

のA員 が ほぼ50%も 減少しているに もかかわ らず,生 産 は逆に25%も 増加 しているのである。

　 日本のエ レク トロニクス産業の今 後の発展に とって最大 の問題は,こ れか らの研究開発の資金

と人材 の問題に集約で きるだ ろう。 ことにマイクロ ・コンピュータの分野では技術開発のテンポ

が比較的早 いために,研 究 開発のための資金の不足や ソフ トウ ェア専門家の不足 を嘆 く声があち

こちか ら聞かれ る。 もし アメ リカが本腰 を入れ始めたな らば,日 本には次の出し物がな いという

不安 の声 も聞かれ る。 これ はエレク トロニクスだけで はな く,鉄 鋼 にお いても然りである。 もち

ろん,研 究開発費の多少だけで技 術革新の成否が決 まるわ けではないだろうが,着 実`こ基礎か ら

積み上げてい くために は,資 本 と人材 と時間が三拍子そろわね ばな らないの は当然であ る。 アメ

リカではIBM－ 社 だけで約10億 ドルを研究開発のために使 っている。 これは イギリス,フ ラ

ンス,西 ドイソ,イ タ リーの4ケ 国政府が 半導体産 業育成のために費 してい る経費の総額にほぼ

匹敵 する。

　半導体産業におけ る リー ドを経読す るためには,政 府もエ レク トロニクス産業 も共にこの 日本

を取 り巻 く経済環境のす う勢 を十分に認識 し,　 "次 の出し物"を 周 到に準備す る必要があ る。器

用な 日本人は後発なが ら先発国アメ リカに よく追 いつ き,あ る分野 では確かに アメリカを追越 し

た。 しか し,競 争は追いつ 追われつの連続が常 なのであつ て,一 発 こつき りの勝負というわけで

はない。 トランジス ター,IC,　 LSI,VLSIと い う半導体 技術の進化過程の現時点にマイ

クロ ・コンピュータが ある。 ポス ト・マイクロ ・コンピュータの構 想に最初に到達した 者が,次

の世代のM.E.ホ フの後継者 とレて 「コロンブスの卵 」をテーブルの 上に立て ることにな るだ ろ

う。

s

●

1.2　 マ イ ク ロ ・ コ ン ピ ュー タ の 実 力

　　マイクロ ・コンピュー タには何が 可能 なの か。 また,マ イク ロ ・コンピュータは既存の経済,産

業,社 会,文 化に,い か なる影 響 を及ぼす のか。

1.2.1　 マ イ クロ ・コンピ ューー夕は失業の元凶か

　　コンピュータが人 間か ら仕 事を奪 うので はないか という不安 は,昔 からあ った。こ うした不安

は,特 に コンピュー タにと ってかわ られ る公算が最 も大きいブルーカラー階層に最 も根強か った。
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■

●

しか し,　 "知覚"が 可能な 「セ ンサー」を"命 令 の実行"が 可能な 「アク チュエイ ター」を持つ

マ イク ロ ・コンピュータの出現は,た とえばオフィス 。オー トメーシ ョンに見 られるように
,ホ

ワイ トカ ラー階層にまで不安 の根 をおろし始めた。 こうした不安 に最も敏感に反 応したのはOE

CD諸 国で ある。イギ リスでは 「Chips　 Are　 Down」 と題す るテ レビ番組で マイクロ ・コ

ンピュータの新時代が大量失業 と経済的混乱の時期に描 かれ,他 方,議 会`こはマイクロ ・コンピ

ュー タの使用や輸入 を政府 の管理下におけ とい うような提案まで出され るに至った。

　 これ らの騒ぎを馬 鹿馬鹿 しい と一蹴する ことももち ろんできるが,情 報産業 立国を目差すわが

国 としては,こ うした現存 す る不安 を全く無視す るわけに はいかない。本来な らば ,ア メリカに

ついでマ イクロ ・コンピュー タの生産国であ るわが国において こそ
,こ うした不安 や疑惑に答え

られ る実証研究が実施 されてよい ところであ るが,残 念なが らこの種の研究 はまだないo逆 に
、・

マイ クロ ・コン ピュー タを失業の元兇とみなす傾向の強 いイギ リスにおいてマイ クロ ・コンピュ

ー タの社会的影響に関す る真面 目な学問的関心 も同 じよ うに強 く
,産 業省がわ ざわざアメ リカの

MIT政 策 選択 セン ターに調査 を委託,ア メリカにおけ るマイクロ ・コン ピュー タの社会的影響

を詳細 に分析 させ てい る。以 下,こ のMIT調 査研究の主要部分 を簡単に紹 介し,マ イクロ ・コ

ンピュー タの実力を検討 してみることにする。

■

■

1.2.2　 マ イクロ ・コンピュー タの"知 能"程 度

　 〔1}マ イ クロ ・コンピュータは,非 常に広範にわたる製品のパフ ォーマンスを拡大で きる。す

なわち,マ イクロ ・コン ピュー タは,機 械に,計 算する,情 報を記憶 する,オ ペ レーターとコミ

　ュニクー トす る,さ まざまな出来事を管理し,時 間に合わせて実行す る,物 理的変 数を感覚す る

な どの能 力を与えることがで きる。

　 ②　 マイクロ ・コンピュータが機械に与えるこうした能力は,既 存 の製品の融通性,便 利さ,

速 さ,安 全性,信 頼 性などを増 し,か つコス トを低'減す る。

　 {3}文 字 による コミュニクーシ ョンの場合,マ イクロ ・コンピュー タを"内 蔵"し た タイプラ

イターは特に 「ワー ド・プ ロセ ッサー」 と呼ばれ る。 ワー ド・プ ロセッサーを使 うタイ ピス トは

マ イクロ ・コンピュー タに文字 を打ち込み,記 憶 させ,そ れを操作す ることがで きる。 たとえ ば,

一 度記憶 させ てしまえば
,同 文の手紙を何通でも自動 的に紙の上に打 ち出すことがで きる。逆に

語句の訂正や割 りつ けの変更 などはすべてキイをたた くだけで,す べて マイクロ ・コンピュータ

の記憶 の中 で行われる。普通,大 切な手紙や論 文を書く時(今 秋はそれ をしてい るのだが) ,ペ

ー ジの途中で何 かの訂正(追 加や省略)の 必要が生 じた場合にはそのページの初めか ら書 き直 さ

ねばならないが,マ イク ロ・コン ピュータを内蔵 した ワー ド・プ ロセ ッサーにはそ うした ことは

一切不要である。

　 {4}自 動 車に 応用 された マイクロ・コンピュータは,エ ンジンのパーフ ォーマンスを制御 し,

燃 焼 の効率を良くし,燃 焼の節約に貢献す るほか,ブ レー キのき き具合や半 ドァの警報 など安全

性 を高め るのに役立つ。

　 {5}マ イクロ ・コンピュー タは,も ともとはハ ー ドウェアがや る仕事(ロ ジ ック回路の デザイ
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ン)を ソフ トウ ェアで代替できるとい う利点 を持つ。 また一たび製品が出来 上 って しまえぱ,そ
'
の 後 の修正や 改良には記憶 され たプログラムを変更するだけで よい。したが って,マ イクロ ・コ

ンピュータの本体(ハ ー ドウ ェア)の 生産 工程 にはほ とんど触れず して,カ ス トマーの特別な要

求 や仕様 に合わせて マイクロ ・コンピュー タのシステムを設計することがで きる。 このようなシ

ス テムが設備 されたあ とで修正の必要が生 じた よ うな場合,ソ フ トウェアの設 計者 は電話でソフ

トウ ェアの変更 をカス トマーに伝える こともで きるし,あ るいは新 しい チップをカス トマーに郵

送 しても よい。

1.2,3　 イー トン社の起重機荷積み コンピ ュー タ

　 通常型 の起重機の操作には非常に高度の熟 訓が 必要で ある。起重機 の運転者 は機械 の安全なオ

ペ レーシ ョンを保つため,経 験 と勘に頼 る以 外にはない。

　　イー トン社が開発 した新しいシステ ムは,マ イク ロ・コンピ ュータをベースにした高 度な柔軟

性 を持っ た監視 システムである。 この監視 システムは事前のプ ログラ ミングを現場の運転者が キ

　イで打ち込む データの双方に よって,い かなる起重機で も応用することができ る。特定 の起重機

の性能な どは"常 数"と して事前にマイク ロ ・コンピュー タの メモ リーに貯え られ,現 場に固有

なパ ラメータは運転者 がデ ィス プ レイにうつ る質問に対す る答 として,キ イボー ドか らコンピュ

　一夕に 入力 され る。 入力 デー タを用 いてマイク ロ ・コンピュー タは安全運転パラメータ(た とえ

　ば起 重機 の回転速度)を 計算 する。 この監視 シス テムには,そ の他,運 転者の指示で起重機炉壁

　や電柱をよけ る,実 際に釣 にかか った積荷 を 目視 しないで安全に運転がで きるなど,独 特な特色

　を特 って いる。

　　イー トン ・システムの特色は安全性 の重視`こある。た とえば,シ ステム全体の信 頼性 をテス ト

　す るプ ログラムが このシステムには内蔵 されてお り,運 転者が キー ・ボー ドに打ち込む数字が正

　 しいか どうかをチ ェックするプ ログラムや,マ イク ロ・コン ピュータによる計画の結 果が正 しい

　かどうかを再チ ェックす る"自 己測定"(self-calibration)ル ー チンが,シ ステムCc

組 み 込まれている。

　　 このよ うな電子器機の弱点は,元 来,起 重機の運搬や使 用の際の手荒な取 り扱いや振動に弱い

　 (狂 いやす い)と いうことにあ ったが,マ イク ロ ・コンピュータをベース とす るコンソールの軽

　量小型化 が可 能となったため,コ ンソールだけ は運搬の際,取 り外 しがきく ようになり,別 途運

　搬 される よっになって いる。

　　 この システムの導入に対す る起 重機 の運転者 の反 応は どうか。 当初,起 重機 の熟練運転者たち

　は,コ ンソールのキイ ・ボー ドを通 じてのインプ ットや 表示器に うつる各種の指示が複雑である

　 ことに対 してかなり懐疑的であつたが,彼 らが システムの扱 いに馴れるに従 って,こ めシステム

　の安全性や信頼性が次第に明 らかになった。また クースを重ね るにつれ,各 種の修正が必要 とな

　 ったが,こ れ らの修正 はマ イクロ ・コンピュータの特徴を活か し,ハ ー ドウ ェア設計の修正 とい

　 うよりはむ しろ ソフ トウェアの変 更によって行なわれた。
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　イー トン社.の起重機荷積み コン ピュータ ・システムは,無 数の マイクロ ・コンピュータ利用の

ほんの一例にすぎ ないが,従 来 は人間の熟練 と勘にのみ頼 っていた作業過程をいかにマイクロ ・

コンピュータが人間 を補完 し,作 業の効率,信 頼性,安 全性を高 めるかを示す一つ の好 例をわれ　 '

わ れに提供 して くれ る。

1.2.4　 成功の秘密

　 マイクロ ・コンピュータの応 用範囲は極 めて広いが,マ イク ロ ・コ ンピ ュー タを既存 の製品に

組 み込み,新 製 品として市場に 出すに は,そ れな りの戦略上の配慮が必 要で あ る。 この ような戦

略は,マ イクロ ・コンピュータの応用を拡大してい く場合には常に必要であ る。各種の成功例に

おけるMITの 政 策選択セ ンターの分析に よると,マ イクロ ・コンピュー タの応用に成功す る秘 ・

密 は,次 のよ うな戦略に よるところが多い。

　　(1)工 学的 開発 チームは小さいほ どよい。普通は2名 か ら3名,20名 を 越え ることはない。

　支援 グループの規模も小 さくて よい。

　　シンガー社 のAfhena　 2000型 ミシンへ のマイク ロコンピュー タ ・アブUケ ーシ ョンにお

　いては,特 命によって ご く小人 数の工学的開発 チームが編成 され,ミ シンに対す るマイクロ ・コ

　ンピュ一夕 ・アプ リケーシ ョンの研究開発に専心 した。 このチームは予算的にも他の セクション

　か ら独立してお り,同 社の他の セクシ ョンか らの干渉や介 入から騰れ,こ とに社内`こおけ る在来

　型 の ミシンの強力な支持者の反対に よって足を引かれ ることなく,作 業 を進めることが できた。

　この戦略 は,シ ステム ・ハウスの存在理 由に対して積 極的な支持を与えるのみな らず,大 企業に

　おいて新たにマイクロ ・コンピュータ ・アプ リケーションを計画す る場合 の戦略選択に関 し・極

　めて示唆に富んでいる。

　　{2}マ イ クロ ・コンピュータをペースとす る製品の開発に要す る り一 ド・タイムは,他 の機械

　製品の場合よ りもはるかに短い。 これはチップその他の部品のほ とん どが既成品だ からである。

　プ リン ト配線板などの製作機器 を製作す る時間 も,他 の機械の場合に比べ て.は る加 こ短かくてす

　む。いいかえれ ば,マ イク ロ ・コ ンピュータ ・アプ リケーシ ョンの成 功は,　 "小 廻 りのきく"計

　 画 設計,資 本,人 材,生 産 工程などに依存す るところが 多い。

　　 {3}マ イク ロ ・コンピュー タ ・アプ リケーシ ョンtC要 す る投資は小 さい。 これは,マ イク ロ ・

　 コンピュータの利用が既存の製 品に応用され ることが多いためで ある。 マイクロ ・コンピュー タ

　 の アプ リケーシ ョンにょ って製品 の.パフ ォー マ ンス は革命 的に変 わ るが,生 産工程の変化 は僅

　 かですむ。

　　 (4)マ イ クロ ・コンピ ュータ ・アプ リケー シ ョンに は,2種 類 の人間が必要で ある。ひ とつ は

　 「設計統合者 」である。設計統 合者 は,製 品そのもの,お よびマイク ロ ・.コンピュータを何のた

　 めに使 うかを熟知 してお り,技 術者 として優秀な技働 と見識 を持ち.エ レク トロニ クスや マイク

　 ロ ・コンピュー タの ことも若干 は分か るとい うよ うな人物でなければな らない。第二は 「創造的

　 プ ログラマー 」であ る。創造的プ ログラマーは,マ イ クロ ・コン ピュー タ ・プ ログラムの能率,

　 融通性,信 頼性 を高 める責任者で ある。 これら2種 類の人間の協 力が あって初 めて,マ イ クロ ・
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コンピュータ ・アプ リケー シ ョンの成功 がある。

　優れた デザインは,製 品のパーフ ォーマンスに関す る十分な知識に依存す るところが多い。「設

計統合者」が必 要と され る由縁 で あ る。 また実 際,ア メ リカの多 くの企 業では,新 たにマイク

ロ ・コンピュー タの専門 家を導入し,彼 らに製品の ことや ユーザ のニ ーズ につ いて教育す るより

も,既 存 の技術 スタ ッフにエレク トロニクス,こ とにマイクロ ・コンピュー タの教育を受けさせ

ることを好む傾 向が あ る。 いずれにせ よ,「 設計統合者」 と 「創造的 プ ログラマー」の協力に よ

って初めて,マ イク ロ ・コ ンピ ュー タ ・アプ リケーシ ョンにおけ る最 も困難 な問題,す なわち,

マイクロ ・コンピュー タを機械部分のインターフ ェイス の解決が可能 となるのであ る。

　⑤　最後に マイ クロ ・コン ピュータをベースとす る各種製 品`こ対す る市場戦略について触れて

おく。

　 マイクロ ・コンピ ュー タを応用 した各種製品は,パ ー フ ォー マンスの拡大お よびユーザーに 対

す る価値 の増大という点か ら当然,tttop-of-the-line"製 品 とな る。 したがって,価 格

は一般 に高くなり,需 要を押 える ことになるが,長 期的 には大量普及に よる大量生産が始 まり,

また競争が始 まれば,価 格は自然 に低 くなる。

　 一般 に,マ イクロ ・コンピュー タをベースとする製品の藩命は短いとい う予想が強い。 これは

製品 としての耐久寿 命が短いという ことではなく,技 術革新の テンポが早 く.同 じ種 目あるいは

ラインの製品が次 々に市場 に出され,旧 式化のテンポが それだけ早い ことが予想 され るか らであ

る。 この ことは,開 発費や製作 器機コス トをか なり早 く回収す る必要のあることを示唆 している。

また今後の問題 としては,同 じ製品の高級品と普及品の区 別をどうやつ てつけていくか,と い う

ような ことを市場 戦略の一端 として考 えてい く必要が あろう。た とえば,シ ンガー社の ミシンの

ように,25の パ ターンを選 択で きる900ド ルの高級品 と,選 択範 囲が狭 く価格 も低い普及品

との間には,実 質的 な機能上の差がなくなる。一台 の ミシ ンで モジ ュールを交換す るだけで選択

の幅 を広 くした り狭 くしたりす ることがで きるのであるか ら,同 じチ ップが高級品にも普及品に

も使われる以 上,製 品間 の差が 次第に消滅す る傾向が ある。 ということは,マ イクロ ・コンピュ

ータ製 品の場合 には,高 級 品の魅力がそれだけ減ってしま うわけで,高 級品の セールス ・ポイン

トがほ とんどなくな って しま うこ とを意味する。

　 このように,マ イク ロ ・コン ピュータの アプ リケ ーシ ョンが新 し く提起す る市場戦略 上の問題

は,ア プ リクーシ ョンの範 囲が 広が るにつれて,ま す ます多様化す るもの と予想され る。今後は

業種ごとに,よ り体系 的な考察が 必要 とな るであ ろう。

◆

●

1.5　 コ ン ピ ュー タ 制 御 と 人 間 疎 外

　 か って,コ ンピュー タの数が ごく少なか った頃,コ ンピュータは限 られた数 のセンターに収納 さ

れて いた。 この頃 コンピュータに接 近できた人たちは,ほ とんどが コンピ ュータの専門家で,製 作

者 として,あ るいは利 用者 として,コ ンピュータの"主 人"で あった。

　 その後=〕ンピ ュ一 夕が生 産工程に 進出し,工 場の オー トメーシ ョンが各所 で導入され るようにな
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る頃か ら,そ ろそろ人間 とコン ピュータとの間で主客転倒 が起 り始めた。人間の側の"職 人芸"が

不要 とな り,"ボ タ ン押し"や"計 器監視人"に 格下げされ るような事態が あち こちに生ず るよ う

にな った。 この段階で最、も影響を受けたの は大 工場の ブルーカラー階層の人たちであった。

　 マイクロ ・コンビ,,一 夕の出現は,こ うした人間一コ ンピュータの"古 典的"関 係を一挙に社会

全 体に拡 める役割 りを果しつつ ある。一見堂々としたジャンボ ・ジェッ トのパ イロ ッ トも今 日では

オー トメ化 した工場 の制 御室における技術者 と全く同 じよ うに,コ ック ピ ゥトにおける"ボ タン押

し"で ある。 オフィス ・オ ー トメーションは ホワイ トカラー階層の90%以 上 を"ボ タン押 し"に

転換す るとい う予想もある。 また.家 庭の 主婦 も・目に見え ない所に内蔵 されたマイクロ・コンピュ

ータを各所で関係を持つよ うにな
った。 ミシン,自 動車,電 子 レンジ,銀 行の キ ャッシ ュ ・デイ'ス

ペンサー,切 符や旅館 の予約 などを通 じて,主 婦 の生 活や 仕事 もコン ピ
ュー タの影 響下におかれ る

ようになって きた。

　 多 くの場合,コ ンピュー タは便利な存在である。われわれが コンピュー タを信頼す るかぎり,コ

ンピュータはわれわれの味方である。 しか し,ひ とたび,何 かのきっかけでわれわれの 自尊心が コ

ンピュータに よつ て傷け られ ると,と たんに コンピュータに対す る不信や敵意が生ずるようになる。

ロボ ッ トがその好例 である。 ロボッ トの"知 能"は マイクo・ コンピュー タで あり,"筋 肉"は 機

械的 に動 く部分である。 こ うした ロボッ トは疲労 も知 らず,労 働条件のよしあしで苦情を云 うこと

もない。仕事 はプ ログラムされた通 り,常 に正確で,た るみやむ らが ない。 そしてわが国は世界最

大の ロボッ ト王国であ る。

　人 間が ロボッ トを含む コンピュータ"知 能"の 主人 であ り続け るためには,次 の チェック リス ト

において,人 間があ くまで コンピュータの よき監督者 であ り,よ き忠言者であ ることを自ら確認す

る ことが重要である。今後の先進産業社会は,遅 かれ早かれ,人 間 とコ ンピュータ,生 物と機械の

2つ の異種族が 共存す る社会とな るで あろ う。 この共存が,円 滑に,し か も早 く達成されるほど,

そ の社会は発展 を約束 され ることに なろう。他 方,入 間が倣慢で機械 との共存 をあくまで拒否す る

な らば,そ の ような社会は,共 存 のもとに成長する社会 との競争に とうてい勝つ ことができな くな

るで あろう。

　 それでは,最 後にチ ェック リス トを掲げ よう。 この チェ ック リス トは,ル ー チン的な作業 と哲学

的な思考の両者 か らな ってい る。

　{11コ ン ピュータのために仕事を作 ってや る。

　② 　人間が考え る正しい目的のために コンピュータを教育(プ ログラム)し,仕 事を遂行させる。

　(3}コ ンピュータに よる自動的 な仕事の遂行 を監視 し,仕 事の向上の ために,し ば しば新 しい調

　　整 を行な う。

　④ 　緊急事態が発生した場合に は・す ぐに入間が引きつぐ。異常状況の診断や,異 常状況に対す

　　る対応の意思決定 は,最 終的に は入間の経験 と勘に基づ いてなされねばな らない。

　(5)コ ンピュー タをよく理解し・信頼してやることが重要である。 信頼が傷け られ るよ うな事態

　　が発生 した場合には,コ ンピ ュー タのハー ドウ ェアあるいはソフ トウ ェア,あ るいはその双方

　　の再設計が必要 である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -9一



⑥　正義,美,生 きがいといった最も人間的 な感情が,人 間によ るコンピュータの利用を支配しなけ

　 れば ならない。

(7)ブ ル ーカ ラー労働者 の仕事場における疎外を防ぐために,ブ イー ドパ ックを制度的に強化 し,

　 組織 における意思決定へ の創造的参加 の機会を増す必要があ る。

{8}コ ン ピュータのオペ レー ターなどの職業的専 門家に対しては,単 なる押 しボタン的ル ーチン ・

　 ワークを超越す る,よ り責任の ある,よ り意思 決定に 関連 の深 い仕事を与え るよ うに 努めなけれ

　 ばな らない。

{9}教 育 の分野において,未 来の世代を コンピュータ社会 の積極的参加者 として育てるような準備

　 が なされ な くてはならない。いかな る時 代,あ るいはいかなる場所 にお いても,最 終的には コン

　 ビュータの助けを借 りた人 間が主 観的に決定 と管理 の任務を果す ということが,改 めて確認 され

　 ねばならない。
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第2章 　 マ イク ロ コ ン ピ ュ ー タ応 用市場 の現状 と将来

2.1　 世 界 市 場 の現 状 と将 来

■

●

2.1.1　 世 界市場の動向

　　マイクロコンピュータ産業は,こ れ らを構成す る素子の機能 が高度化す るにしたがい,こ れ ま

で のコンピュータ産業 に近い産業構造を形成せざるを得ない状況にな りつつあ る。その上,マ イ

　ク ロコンピュー タは一つの コン ポー ネ ン トと して利用する場合が多 く,内 部の構造 までエン ド

　ユ ーザが熟知 していないと利用 しきれ ないとい うコンピュータ と違 った特徴 を持っている。その

ため,こ の産業構造は図2-1の よ うな形態 となっている。 この項では このような構 造の産業 の

なかで,そ の源で あるマイクロコンピュー タ関連素子 そのものと,最 終の 応用市場について分析

　し,LSIの 代 表選 手であるマイクロコン ピュー タが,マ イク ロエ レク トロニクスの社会への イ

　ンパ ク トにどのような影響 をもた らしつつ あるか考察す る上の一助としたい。

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l　　　 半導体企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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　 (1}マ イ クロコ ンピュータ関連 素子の動向

　　LSIの 汎用化 を目的 として開発 されたマイクロプロセ ッサ(以 下MPUと い う)は,半 導体

製作技術の発達 とともに　語長で は4ピ ッ トか ら8ピ ットを経て16ビ ッ ト型へ と発展し昨今で

　は32ビ ッ ト型につ いて先駆メーカか ら種 々の情 報が発表 されっっ ある。

　　また,こ れ らの アーキテ クチ ャも高度 となり,当 初 のMPUの 利 用の主目的であ ったLSIの

　汎用化か ら,コ ンピュー タのメイ ンフ レームのLSI化 へ とその性 格は大きな転換が図 られ よう

　とし ている。MPUを 取 り巻 く関連周辺素子も記憶 素子 の分野で は大容量化が進み,　RAMで は

　 64Kビ ッ トを有す る素子が市場に 出始め,　ROMで は マスク型 は128K乃 至256Kビ ッ ト

　まで大型化し,EP-ROMは64Kピ ッ ト(8Kバ イ ト)の ものが発表され る段階 に到 ってい

　る。 その上,こ れ らの周辺素子 としてコンピュー タシステムを構成す るために必要な マンマシ

　ンインタフ ェース用の各種 周辺機器の コン トローラや汎用的な入出力用 インタフ ェース回路のL

　 SIが 各種商品化 され,高 度 な機 能 を持 った電子 回路がMPUを 中 心と して殆 んどLSIで 構 成

　できるようになった。(表2-1)

　 　一方1チ ップ マイクロコ ンピュー タ(以 下MCUと い う)は その素子の性格 上(低 機能低 価格)

　 4ビ ッ ト型が主流 を占め,耐 久消費財に大量に使用 され ていたが,8ピ ッ ト型も4ピ ット型の機

　能では不満足 な分野で除 々にその利用度に増加 の傾向が 見られつつある。これらは応 用対象を意

　識 して開発され る機種が多 く,市 場に はそれぞれ特徴 を持 った ものが出廻り,利 用者がそれ ぞれ

　の分野で抵抗 なくこれらを利用で ざるほどまでにな って きた。

　　表2-2に1978年 の ク リエイ ティブ ・ス トラテジーズ ・イン タナ ショナルのMPU・MC

　 Uの 市場予測を示す。 この予測 と表2-3の 日本の これ らの生産高 とを比較すると1980年 で

　すでに 日本の生産実績が同社の予測 を個数では上廻 り,金 額で はほぼ同 レベルにあ ることがわか

　 る。(図2-2参 照)世 界市場 は この 日本の数 字に主に米国の生産高 を加えたものとみれば,同

　社 の予測 は大巾に狂 った とみなされ る。 これは表2-4の 同 社の機種別予測表のなかで4ビ ソ ト

　 型`こ対する考察に大巾な狂 いが あ ったのではないか と推察で きる。すなわち,日 本国内の生産量

　の1980年 の4ビ ット型 の生 産個数 はMPU・MCU全 体 の80%以 上 を占めてい るといわれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　表　 2-1

(a)各 種 記憶素子の容量(1981年3月 現在)　 　　　　　　　 　　 (b)CPU周 辺LSIの 例

種　　　　　　　 類 実用の中心のもの 先 端的 な もの

N≡MO　 S 4Kビ ッ ト 32Kビ ッ ト

ス タティ ックRAM

　 　 　　　　　　　　C-MOS 4Kビ ッ ト 16Kビ ッ ト

ダイナ ミックRAM 16Kビ ッ ト

　 　 　 !

64～k28Kビ ッ ト

EP-ROM 16Kピ ッ ト 64Kビ ッ ト

マス クROM 128Kピ ッ ト 256Kピ ッ ト

メモ リ管理用

パス　 インタフェース

1/Oイ ンタフェース

周辺機 器コン トローラ

通信制御

その他
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表2-2　 世 界 のMPU・MCUの 需 要 予 測(ク リエーテ ィブ ・ス トラテジース ・インタナシ ョナル よ り)

1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 L983年

金額(百 万 ドル)
　 (前年比)%

97 123

(127)

153
(124)

181
(118)

224
(124)

293

(131)

個数(百 万 個)
　 (前 年比)%

22.5 29.3
(130)

40.7
(139)

56.7
(139)

76.8
(135)

104.2
(13q)

平 均単価(ド ル)

　 (前 年比)%

4.3 4.2
(98)

3.8

(90)

3.2
(84)

2.9
(91)

2.8
(97)

表2-3　 日本のMPU・MCUの 生産推移

1977年 1978年 1979年 1980年

金　 額(百 万円)
　 (前 年比)%

4,642 8,140
(175)

14,464
(178)

32,914
(228)

個　数(百 万個)
　 (前 年比)%

2.4 68
(286)

18.6

(274)

43.3
(231)

平 均単 価(円)
　 (前年比)%

1,953 1,199
(61)

778
(65)

760
(98)

表2-4　 世 界 の 語 長 別MPU・MCUの 需 要 予 測(ク リエーテ ィブ ・ス トラテジーズ ・インタナシ ョナル よ り)

1978年 1979年 1980年 1981年 ・ 1982年 1983年

4ビ ッ ト
　　 　11.9

(53)

　　　12.8

(44)(108)

　　　14.9

(37)(ll6)

　　　 15.5

(27)(104)

　　　16.8

(22)(108)

　　　 195

(19)(116)

8ビ ッ ト
　　　　99

(44)

　　　14.8

(51)(149)

　　　22.2

(55)(150)

　　　34.8

(61)(157)

　　　47.5

(62)(136)

　　　64.6

(62)(136)

16ビ ッ ト
　　　 0.4

(2)

　　　 1.1

(4)(275)

　　　2.6

(6)(236)

　　　5.0

(9)(192)

　　　10.0

(13)(200)

　　　16.3

(16)(163)

そ の 他
　　　 0.3

(1)

　　　0.6

(2)(200)

　　　 1.0

(2)(L67)

　　　 L4

(2)(140)

　　　 2.5

(3)(179)

　　　 4.0

(4)(160)

合　　計
22.5 293

(130)

40.7

(139)

56.7

(139)

76.8
(135)

104.2

　 (136)

単位;百 万 個,()内 左 は同年度 のシェア,右 は伸び率
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てお り,少 くとも3500万 個 は4ピ ット型が生 産されたものと推測できる。 これに対 してこの

表 の1490万 個 はあま りに も小 さな評価数字で あった といえよう。 同社はMCUが これほどま

で に耐久消費財に利用 されると予測できなか ったのであろう。

　 LSIの コス トパフ ォーマ ンスは大量生産に よって高め られるとい う論理を この事実か ら認識

し,今 後の マイクロコンピュータ関連 素子の動向 を見まもる必要があろう。LSIの 発展が大量

市場で ある電卓と時計が基盤 とな って推進されてきた ことは表2-3で も明 らかで,耐 久消費財

への応用価値 を最優先に考慮 しながら,機 能の高度化 の追求に努めることが本来の姿であること

が,こ の予測の手違 いを通 じて再認識す ることがで きよう。

　　　　(百 万個)

100

80

60

40

20

一 一が 一一 日 本 の 生 産 推 移

　　　 ,77　　　　'78　　　　,79　　　　　'80　　　　'81　　　　　,82　　　　,83

図　 2-2　 世 界のMPU・MCU需 要 予測 と 日本の生産推移

　②　応 用市場の動向

　 クリエ=テイブ・ストラテジーズ・インタナショナルの分野別マイクロコンピュータ関連応用市場についての1978

年の 実績 と1983年 の予測を図2-3に 示す。 この図によれば1983年 の 最大の応用市場は コンピュータシ

ステムの周辺機器 と端末機器 で全体の20%強 を 占め,通 信関連分野が1978年 からの最高の伸びが

期待され約4.5倍 とな ってい る。た しか に,コ ンピュータシステムの端末 ・周辺機器は一台 当り

の マイクロコン ピュー タ関連素 子の使用個数 は多 く,市 場 としての需要金額は多額に なることは

予想され るが,台 数規模は民生機 器と比較に ならない程小 さい。民生機器は一機種当りの生産台

数が極めて大 きく,応 用設 計の効率が良 く,寧 ろ結果的 には市場規模 は最大にな るとみたい。L

SIの 特 性 を生かす最高の市場であることに疑 う余地はあるまい。最 近,よ うやく本格化 し始め

たパーソナルコンピュータもその底辺が この市場とすればなお さらの ことである。

　 まず,応 用市場別 の予測 を中心にマイクロコンピュータの動向を観察 してみたが,マ イクロコ

ンピ ュータの本質か らみて,応 用市場 を区切 って,そ の動 向を考察することはあまり意 味がない

ことを知 る必要があ ろう。 目下の ところマイクロコンピュータはLSIの 代表選 手で あ り,LSI

－16一
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図　 2-3　 応 用分野別MPU・MCU関 連 素子の需要予測(メ モリ　 1/0周 辺素子を含む)
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はマイク ロエ レク トロニクスの代表選 手である。 マイク ロエ レク トロニクスの技術は今 後あらゆ

る産業界に滲透し,こ れか らの全ての産業界の様変 りの立役者 とみな され るからである。過去,

メ カニ ックスがその立役者で あったの は,エ レク トロニクスより約100年 早 い歴史を持 ってい

たことに由来する。エ レク トロニクスの技 術が メカニ ックスの技術に匹敵できない時代は,本 来

な らばエ レク トロニクスの技術で処理 しなけれ ばな らない分野 のものでもメカニ ックスに頼 らざ

るを得なかった ものが,LSIの 実用化により,よ うや くエ レク トロニクスとメカニ ックスとは

その レベルが肩 を並べるまでに到った と見られよう。 メカニ ソクスを構成す る中心要素 として,

動力源であるモー タやエ ンジン,動 力を伝達する歯車,結 合材 としての ビス ・ボル トな どはあら

ゆ る産業 界に利用され ている。 マイクロエ レク トロニクスの代表選 手で あるLSIは マイクロコ

ンピュー タを核 としてあらゆ る産業界に利用されなければ,メ カニ ックスの技術 と比肩し得 るエ

レク トロニクスの技術 とは言 い難 い。 ここまで技術が発達すれば利 用分野を問わないのがその特

徴 でもあ り,今 後 のあ らゆる産業界の発展のために マイク ロエレク トロニ クスが貢献す ることが

期待 される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -17一



　 情 報関連の処置をエ レク トロニクスが受持ち,得 られた情 報を源 として動 力を中心 とした処置

をメカニ ックスが担 当す る,い わゆ るメカ トロニクスの技術の発展に より,全 ての産業界に新 し

い息吹きが生じることが約束され よ う。 マイク ロエレク トロニクスの これ らの分野での役割 は,

コス トパフ ォーマ ンスの高 い(D情 報の処理,{ii)情 報 の伝達,㈹ 情報の記憶で あることは当然の

ことではあるが,こ こで再確認し ておきたい。

2.1.2　 世 界の技 術動向

　　(1)VLSI時 代 のマイ クロコ ンピュータ

　　電卓 を構 成す る素子 がICか らLSIに 置換 え られた時 点で,LSIの 持つ コス トパフォーマ

　 ンスを他 の産業分野で生かすために工 夫され開発された マイクロコンピュータは,そ の目的か ら

　あくまで もLSIの 汎 用化のためのもので あった。その後集積回路技術の発展に伴い,一 つの素

　子 の持つ機能 はます ます高度化 され ることが期待できるように なるとマイクロコンピ ュータを構

　成す る要素の中心 となるマイクロプロセ ッサのアーキテ クチ ャは ミニコンピュータひいては 中型

　 ・大型 コンピュータのそれに近付け よ うとする試みがな され,前 項でも触れたように16ピ ッ ト

　型か ら32ビ ッ ト型に まで エスカ レー トしつ つあ る。 この現象を端的に表現す れば,　 「コンピュ

　 ータの メインフレームのLSI化 」 であ り,当 初 のマイク ロコン ピュー タとは違った次元の問題

　 とし.て取扱 う必要が生 じてきたもの と見なければな らない。 この発展方向に対して,こ れ まで世

　 界のマイクロコン ピュー タの リーダシ ップを取 り続けてきたインテル社は,機 能別に次の五段階

　 に分けて市場のニ ーズに対応してい くことを表明 してい る。(表2-5)

川

ω

㎝

輌

M

マ イ ク ロ コ ン トロ ー ラ

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ ミデ ィ

マ イ ク ロ マ キ シ

マ イ ク ロ メ イ ン フ レ ー ム

　 この うち(i)は1チ ップの マイクロ コンピュータ(MCU),([Dは 現在のMPUを 中心 としたマ

イクロコンピュータを意 味す るとみ て よいが,G")～(V)は,　 VLSIに よる各種 コンピュータのメイ

ンフレームのLSI化 で あることは明 らかである。 しかも,こ れ らは素子の構造 を利 用者が意識 、

しな くても よいよ うにOS(オ ペ レーテ ィング ・システ ム)を 内蔵 したものであることに注目し

たい。即ちコン ピュータメー カの担当責 任で あるソフ トウェアを,LSIの 中に包含 したいわゆ

るフ ァームウ ェア化 された形態を とり,で きるだけ利用 し易い形で 市場に滲透 してし くよう考慮

され てい るよ うに見え る。しか しVLSIの 利 用方法は この ような方 向に発 展してい くことが果

し て望ましいものなので あろうか。

　 LSIは 集積度 が上れ ば上る程,そ の設計 コス ト,生 産のためのツールの コス トな どイニシャ

ルコス トは如及的に 上昇す ることは自明の理である。VLSIの 一機 種当 りの生産量 は更に大 き

くならない とコス トパフ ォーマンスは低 下す る。一方t個 のLSIを 利 用す るために必要 なソフ

ー18 一
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表2-5　 イ ン テ ル が 表 明 し たVLSIに よ る マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ マ キ シ

マ イ ク ロ ミデ ィ

マ イ ク ロ ミデ ィ

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ コ ン ト ロ ー フ

大型多重ユーザデータ処理

中央デー タ処理

大型電子交換

データベースコン ピュー タ

大型 リアルタイム処理

小 型多重ユーザデータ処理

共有型 ソー ドプ ロセ ッサ

小型 電子交換

群 管 理 シ ス テ ム

ォ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ

パ ーソ ナ ル コ ン ピ ュー タ

ワ ー ドプ ロ セ ッサ

イ ン テ リジ ェン ト端 末 機

小 型システムコン トローラ

入出力用サブシステム

周辺機器コン トローラ

ランダ ムロジックの置換

信圭)　 マ イ ク ロ メ イ ン フ レ ー ム

マ イ ク ロ マ キ シ

マ イ ク ロ ミ デ ィ

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ コ ン ト ロ ー ラ

32ビ ッ トCPUを 中 心 と して 周 辺 回 路 と全OS

を 統 合 し て フ ァ ー ム ウ ェ ア化 しlchip化 し た も

の

16～32ビ ッ トCPUに 周 辺 回 路 と フ ァー ム ウ

ェ ア化 さ れ た 基 本 とな るdsを1chip化 した もの

16ピ ッ トCPUに 周 辺 回 路 を 付 加 し1chip化

し た もの に一 部 基 本OSを 加 え る

8～16ビ ッ トの マ イ ク ロプ ロ セ ッ サ を 中 心 と し

た も の

4～8ビ ッ ト1chipマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

一19一



トゥ ェァ工数は,現 在の論理機構で は,そ のアー キテクチ ャが高度になればなるほど,こ れ もま

た膨大な量を必要 とす る。現在の大型コ ンピュー タのソフ トウェア工数にっいて観 察すれ ばこの

ことは明 らかであろう。1個 のVLSIを 活 用す るた めに それだけのプ ログラマを動員してい く

ことは産業界に とって有 益で あるかど うかは疑わしい。 しかも このVLSIは 大量に利用しない

と意味がない。VLSI製 作技 術の発達が,コ ンピュータの メイ ンフ レームのLSI化 の方向に

発展 した とき,ソ フ トウェアの面 からの障害が生ず る ことが火 を見るより明らかである。このVL

SIの 技 術 の活用の違った方向への転回が必要であ ろう。

　② 　ソフ トウェアの危機

　 これまで の コンピュー タのソフ トウ ェア対ハー ドウェアの コス ト比較図はBOEHMに よ って

発表 され たもの(図2-4)が よ く知 られ ている。 これは大型 ・中型 コンピュータシステムの生

産量の少い ものでの予測図 である。 これに前項で述べ たVLSIを ベースとした コンピュー タシ

ステムが現在 のパーソナルコンピュー タを出発 点とし てミニコン ピュー タレベルを経 て大型コンピ

ュー タまで発 展した とき,ソ フ トウェアは対応し得 ない混乱状態 に陥い ることは予測 される。現

論理体系下での言語の高 級化への方向は,最 近著名になったベル研究所で開発 された といわれ る

C言 語があ るが,ま だ まだ 上記の問題 を全面的に解 決す るだけの もので はない。多種 のアーキテ

クチ ャのプ ロセッサに 対応でき,ど んな用途に も適合で きる強力なOSと ともに今後の開発に負

うところが大 きい。 さらにこれらのコンパイラやOSがVLSIの 高 集積度 を利 用して,フ ァーム

ウェア化 され る日が来 るこ とを期待 した い。

100%

全

コ

ス

ト

1955 1970 1985 (年)

図2-4　 Boehmの ハ ー ドウ ェア 対 ソ フ トウ ェ ア ・コ ス ト比
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2.1.5　 マ イクロエレク トロニクスの 今後の発展のための考察

　 (1)LSIの 発達過程

　　VLSI時 代 のマイク ロエ レク トロニクスを全 産業界が有効に活用するために,今 後の関連技

術 の開発を如何なる方向に重点をお いて進めてい くべきか考察してみたい。その前提として,こ

　の項ではLSIが 登 場 して以来,こ れ までの マイクロプ ロセ ッサ とその関連素子 の発展過程 と,

VLSIへ の発展形態を この路線 をそのまま踏襲 していった とした ときの姿を推測 してみること

　とす る。 図2-5は そ れを図示 したものである。電卓用専用機能型 として登場したLSIは コン

　ピュ一 夕機能を持 ったMPUと 不 揮発性メモ リ(EP-ROM)の 開発によ り,汎 用型LSIと

　して一般化 され,マ イク ロコンピュータとしてLSIの 群 で構成 され,そ れ らの群の持つ総合の

　コス トパフォーマンスと信頼性 は,以 前のICに よ るものと比較し て飛躍的に向上した。しか し,

中量生 産規模 の耐久消費財 には コス トで不適 なため,こ れ らの ランニングコス トの低 減を目的 と

して,専 用LSIほ ど イニシ ャル コス トがかか らない」チップのMCUが 新 たに 開発 された。一

方で は,専 用LSIの うち,普 遍機能 を持 った素子は,半 導体 メーカのオ リジナルな素子 として

一般市場で販売 され
,電 卓や時計 などは,回 路技術がそれ ほど高度 なものを持 っていな くても生

産販売 でき る業界を形成 させ た。MPUの コ ス トパ フォーマンをさらに有効に活用す るためにそ

の周辺 回路 のLSI化 が 進み,表2-1b)の よ うな機能を持 ったLSIが 各種市場 に出廻るよう

にな って現在に到 っている。

　 MPUはVLSIの 技 術をパックに して更に高機能のものが企画 され,16ビ ッ ト型か ら32

ビ ッ ト型 へ とその語 長も拡張 され,コ ンピュータのVLSI化 に向 って周辺 回路 まで1つ の素子

に統合 され てい く気配が伺われ る。 また ,こ れ らに関連 した ソフ トウェアも,当 初は原始的 な機

械語 レベルによるプ ログラ ミングに よるものか らス ター トしたが,除 々に高度化され,ア セ ンブ

ラ中心の展開に移 り,パ ーソナルコ ンピュータにはペーシ ソクで代 表される対話型 の インタプ リ

タ形式が採用されるまでに発展 し てきた。オフィスコン ピュータ以上の コン ピュー タシステムの

言語体 系にはコンパイラ形式のものが利用され,ア プ リケーションプログラムの作成 は,そ れほ

ど高度 な専 門知識 を持たなくてもよいようにな った。

　 VLSIが 実 用化 されると前記 のマイクロコンピュータ関連素子群が統 合されたMPUに,上

記の ソフ トウ ェアが オペレーティングシス テムと共に ファームウェア化 され,1つ の 素子に更に

統合 され,RAMの 大容量 化 と並行 して,数 個のVLSI素 子 で現在の大型 コン ピュータに 匹敵

す る機 能を持ったVLSIマ イ ク ロコン ピュータを構築できる可能性が考え られ る。 また,こ の

VLSIマ イクロコンピュータの能力を高度な専 用機能に 固定化して,画 像処理,パ ターン認識

な どが,こ れ まで考えられ なか った低 コス トで得 られ るようになることが予測 され る。 現在のL

SIの パ ター ンとVLSI時 代 のパ ターンとを別の観点か ら見 て表に整理 した ものが表2-6で

あ る。
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図2-5　 LSIか らVLSIま で の変遷
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表2-6(a)LSIの 型

専　用　機　能　型 汎　用　機　能　型

ユ

ー

ザ

主

導

型

カス タムLSI

(電 卓 ・時 計用など)
/　　　　　　＼　　　/

　普偏機能 の　　　イニ シャル コス

　 企画化　　 　　　　低　減
＼　　　　　　　/　 　　＼

　 　 マス クROM

　 　 1チ ップ マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

こ
　 →

/

メ

ー

カ

主

導

型

　　　↓

RAM

P-ROM

CPU周 辺素子

音声合成用素子その他　　　　　　・+

　　　　　　　　　　　　↑

マイク・プ・セ,サ 　 　 「ラー

(8～16ピ,ト)　 　 三

　　　　　　　　　　　　;

〔不勝,の 補充〕　 ㌍
　　　　　　　　　　　㊥

表2-6{b)予 想 されるVLSI型

メ

ー

カ

主

導

型

大容量RAM

大容量P-ROM

汎用1/0制 御素子

高速演算素子

画像処理素子

パターン認識素子(文 字 ・音声)

。大容量マスクROM

。マス タスライス型論理素子

。周辺 回路を含む1ヂ ップ

　 マイクロコンピュータ

。 マ イ ク ロ メ イ ン フ レ ー ム

。 マ イ ク ロ アナ ログ プ ロ セ ッサ
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　{2}VLSIを 有 効に活用す るための考察

　前項まで は,コ ンピュータの発展 を支 えてきた現論理体系を軸 と したマイクロコンピュータの

今後の技術開発動向 を述べ てきた が,VLSIの 持 つ超 高集積化 に よる機能 を最大限に活用する

に は幾つかの大きな問題 点が ある。

　(D　 LSIは 一 機種 あた り大量に生産 しないとコス トパ フォーマンスが適度な もの とならない。

　Ui)大 量利用に対応できる現論理体系に沿 ったソフ トウェアの能力 を世界的に供給で きる見通

　　しがない。

　(ii)順 次 処理 を基本 とした現論理体系のままで あれば高機能化 を満足 させ るだけの処理速度が

　　得 られるか どうか疑 問である。

　以上がその主な問題 点で あるが,

　 LSIは 前 にも述べたよ うにそ の開発 コス トや生 産ツールなどのイニ シ ャル コス トが非常に大

きい。そのために大量生産が前提となる。 これは表2-7の 我 が国のMOS型 論 理LSIの 生産

実績をみても明 らかで ある。依然 として電卓と時計のための素子が50%近 くを占めている。 こ

れは,ま た,耐 久 消費財を対 象 とした もので なければLSIで は り一ダシ ップが とれないことを

意味してい る。 この傾向はVLSIに なれば余計顕著 にな る。集積 度が増せば イニシャルコス ト

は益 々大 きくなるか らで ある。

　 一方,今 日の大型 コンピュータのメインフレームをVLSI化 した ものを使 いこなすための ソ

フ トウェアにかか る負荷は非常に大きい。VLSI化 され た コンピュー タ ・メインフレームを多

量 に消化す るには,膨 大な ソフ トウェア工数を必要 とす る。

●

■

表2-7(a)国 内MOS型 論 理LSIの 生.産実積

(単 位 　千 個)

品　　　　　　種 1979年 L980年(対 前年比%)

M

O

S

型

論

理

L

S
I

マ イ　ク ロ　プ ロ　セ　ッ サ L8,581 43,277　 　　　　(233)

マ イクロプ ロセ ッサ周辺素子 7,380 17,780　 　　　　(24　 1)

電 卓　 ・　 時 計 用 素 子 132,953 211,4　 12　 　　　　(　159)

そ　　　　　の　　　　　他 17,734 37,651　 　　　　(2　 12)

小　　　　　　　計 176,648 3　10,120　 　　　　(　176)

M-
O記
S憶

型 素

　子

R　 　 A　 　 M 68,316 11　9,590　 　　　　(175)

R　 　 O　 　　M 11,902 　 24.656　 　　　　(　20　7)
♂

小　　　　　　　計 80,218 144,246　 　　　　(　1　80)

MOS型 ・合　　　　 　計 256866 454β66　 　　　　(　177)
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表2-7(b)国 内MOS型 論 理LSIの 品種別生産 シ
ェア

(%)

●

品　　　　　　　種 1979年 1980年

マ イ　ク　ロ プ ロ　セ　ッ　サ 7.2 9.5

マイク ロプロセ ッサ周辺素子
2.9 3.9

電 卓　・時 計 用　素 子 51.8 46.5

そ　の 他　の　論 理　素 子 6.9 8.3

R　　 A　 　 M 26.6 26.3

R　 　　O　 　 M 4.6 5.4

　 これ らの問題を解決するには詮 麟 界喉 勘 高戯 離 を・のVLSIの 持つ勧 を利用
して実現することである・その・例としてマ・マシンインタフ

.一 ス喧 点を置いた機能の醗 がある。

澗 と燗 との煽 と同 じ ・べ・レで燗 と機械の端 を完成 させ る・とがそれで ある
.と く、。入

間か ら餓 への繍 入力が これまでの技術では齪 な もの喘 られ ていない
。音声 認識 文字認

識 をVLSIで 実 現できれ ば・ あらゆる産業界で利用価働 ・あり
,大 副 費・・つ なが る筈で ある。

燗 の これ らの瀦 撒 は・ 並列情報処理すなわち… 一 ・情報処理が鉢 とな
。ている.粧

の縮 縫 では11欧 処 理方式で あるため
・処理離 に問題が出て・ようし,処 理プ 。グラムは非

常に複雑なものとなる。

別の観点か らみるとこの論蹄 造 はこのVLSIの 技 術 を背 景に して考案されたものではな
い。

最早,VLSI時 代 には不適 な論理体系と見る ことがで きよ う
。

VLSIの 有 効朋 のため・・は・並列処 理が 可能 嚇 しい編 体系が構築 され な`ナれ ばならな

い・ この鞭 峨 功す るこ と・こよ・てVLSI時 代 の幕が開かれ
,そ の ト,プ.・,タ としてマン

マシンイン タフ ェースの問題が解決されることを期待す る
。VLSIは 決 して現論理体系下の大

型 コンビ・一夕のメイ・フ ・一ムのLS化 の ための ものではなく
,大 型コンビ.一 。の メインフ

‥ ムの能力 を持 ・ているとい う瀦 の 上に立
・た破 な専繊 能の実現のた め・・あ ること槻

きわめてお く必要 があろう。

2.2　 日本市場の現状 と将 来

2.2.1　 日 本の市 場動向

　 毎 年1月(咄 され る糎Elec…nics誌 の暢 予測 ・・依れ ば,昧 の。イク。 。ンピユ
一揃 場(CPU及 び周辺

－T　SI含 む)は ・ 昭和54年51・ 翻
,鞠55年592億 円(対

前年比116%)・ 昭和56年726劇(対 前年比123%)で あ り
,こ れ、.対し米国のマイ
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クロコン ピュ一夕市場は夫 々,772億 円,1154億 円(対 前年比149%),1590億 円

,(対 前年比138%)で あ る。米国市場 の伸 び率に比較して日本市場 の伸 びが小さい こと,ま た

日本 市場対米 国市 場の比率が夫 々,66%,51%,46%と 年 々低下 しているのは,日 本 のマ

イク ロコンピュータ市場で は民生用途向けが多 く,従 って4ビ ッb型 の 占め る割合いが多いため

数量的 には大 きな市場にも拘わ らず,金 額的に は伸び率が押 えられ る傾 向に あるため と思われ る。

　 日本市場 の特徴 としては先に も述べ たように4ビ ッ ト型が 多く(昭 和54年 で76%一 金額 ベ

ース)
,エ7・ ンや解 レンジか ら電 卓や玩 具・・至る民生用途を中心に1眩 く使 われている・ 中

で もここ1,2年 で 急成長を遂げつつあるVTR用 の需要が活発で4ピ ッ ト型の 大きな市場を構

成 している。一方VTRと と もに今後の成長 が期待 され ているVDP(ビ デオ　 ディスク　 プ レ

イヤー)やPCM(パ ルス　 コー ド 変調)オ ーデ ィオ等の新製 品には,8ビ ッ ト型シングルチ

ップ ・マイクロコンピ ュー タの使 用が検討 され ており,今 後 大きな 市場 となることが期待 され る。

　 8ビ ッ5型 の市場はコンピュー タ関連 機器,通 信機器,産 業機器,医 用機 器,計 測機器等非常

に広範囲な 分野にわたっているが,イ ンテル社の80系 マ イクロコン ピュータを使用している例が

多 い。 ところが 自動車のエンジンコン トロールに,モ トローラ社の68系 マ イク ロコンピュー タ

が使用 され るようにな り,徐 々に68系 の 市場 も増加 の傾向 にある。

　 オフ ィス コン ピュー タや産業用 ロボ ッ トの ように高度な処 理能力 を要求 され る用途 にはr6ビ

ッ ト型 マイクロコ ンピュータの要求が強 く,現 状ではインテル社 の8086が 市場に先行した事

で多 く使用され ている。 これに対 しモ トローラ社 の68000や ザ イログ社 のZ8000は まだ

サ ンプル段階であ って市場での実績はこれからであるが,今 後の処理の複雑化,演 算 の高速化の要

求 か らも16ピ ッ ト型の市場は急 速に拡大す ると思われ る。

2.2.2　 マ イクロコンピュー タ応用の動向

　　マイク ロコ ンピュー タの応用は,利 用技術の蓄積 とLSI素 子 技術の進歩に依 り拡大の一途 を

　たど り,最 近で は各種端末装置か ら計測 器,家 電品,更 には重電機器の制御にわた る極めて巾広

　い分野 に展開 され ており,こ の傾向は今後 とも続 くものと期待 され る。

　　マイクロコンピュータの利 用上の特質 は,

　 　(1)　 コ ンピュー タとしての機能

　　(2}プ ログラマ ブルなLSIと し ての性 格

　　{3}低 価 格性

　にある と思われ るが,各 種装置に応用す ることに よ って

　　 (1)高 機能 実現 の容易 さ

　　 {2}仕 様変 更,改 良の容易さ　　 　　 　 　　 　　 　 　・

　　 (3}納 期,開 発 期間の短縮

　　 (4}低 価 格

　　 (5}小 形 化
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'

　{6)高 信 頼性

　(7)保 全性の向上

　{8)新 製 品の可能性

といったような利用上の利点をもた らす ものと言え る。 これ らは製品の質的転換につながるとと

もに,新 らしい製品をもた らす 可能性 をもっており,極 め て魅力に富む といえる。

　一方マイクロコンピュー タ自体の動向としては年 々性能対価格比が向 上してお り,16ビ ッ ト

型の普及,32ビ ッ ト型の 出現 周辺LSIの 高性能化,シ ングルチ ップ ・マイク ロコンピュー

タの普及に伴ない,今 後 ともこの傾向は続 くと思わ れる。 このよ うな背景のもとにマイクロコン

ピュータの応用は急速に発展 しつつあるが,つ ぎの ような応用上の動 向が 見られ る。

　{1}産 業分野で の機器制御装置の小型化及び機能向上と信頼性向 上を指向した分散型制御シス

テムの発展

　 {2〕 計測 器,コ ンピュータ端末の機能向 上(イ ンテ リジ ェン ト化)

　 ③　個 別機械への組込みに よる機械の性能 向上と操作性 の向 上

　ω 　家電品で の多様な新 らしい機能の付加

　〔5}保 守 性向上のための診 断機能の付加,充 実

総じてマイクロコンピュー タを応用した結果,機 能 ・性能の向 上,新 らしい機能の付加,シ ステ

ム形態の変革等の効果が得 られている。

2.2.5　 マイクロコンピ ュー タの応 用概 況

　　マイク ロコンピュータの応用範囲 は非常に広範囲にわた っており,今 後 ともます ます その応用

　分野が拡大す ることは今 まで述べ てきた ところである。以下に応 用分野 と用途につい て列挙して

　み る。

　　{1)民 生 ・家電 分野

　　　　　自動車,家 電,電 卓,玩 具,教 育(個 人的)

　 　② 　事務 ・商業分野

　　　　 事 務計算,販 売,在 庫管理,ワ ー ド処理,小 売会計,金 融端末,事 務機

　　(3)工 業分野

　　　　 生産機械装置,機 械制御,プ ロセス制御;デ ータ ・ロガ,生 産管理

　　{41交 通 ・輸送分野

　　　　　信号制御,運 行制御,駅 務 自動化,海 運 ・航空

　　(5}計 測試験監視分野

　　　　　測 定器,分 析器,試 験 ・検査機,監 視,医 用電子

　　(6}通 信 分野

　　　　　有線通信,デ ータ通信,画 像通信,放 送

　　 {7}デ ー タ処理分野
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　　　　 汎 用コンピュータ,周 辺端 末機器,科 学技術計算

　 (8)そ の他

　　　　 ビル管理,ホ テ ルシス テム,シ ステム管理

　 いか に応用範囲が多岐にわた ってい るかがわか る。

日本経済新 聞社の調査に よれば・ 昭和55年t月 から12月 の1年 間で マイク 凹 ンピ
.一 夕

を応用 した機械や システムは主 要なものだけでおよそ140種 類が登場し てお り
,し かもこれ ら

の蹴'
.シス テムを開発 した企 業は・ エ ・ク ・・ニク・が本業の電 験 社だけで はな く,ガ 絵

社,電 線 メーカー,雑 貨 メーカ ー,建 設 ・住宅会社,家 具 メーカー ,繊 維メーカーなどへと広が

ってお り,低 辺の拡大が急速 に進行 中で あることを物語 っている。

2.2.4　 マイクロコンピ ュー タ応用機器の動向

　 今まで述べてきたよ うに マイク ロコンピュータの応用分野 は多岐にわた ってい るが,マ イ クロ

　コンピュー タの市場規模 として大きな比重を占め ているのは電子機 器分野と考え られ る。 日本電

子機械工業会の統 計に よると,民 生 用電子機器,産 業用電子機器,電 子 部品 を合わせた電子工業

全体の生産額は・ 昭和54年7兆502億 円で,対 前年比110 ,5%の 伸 びを示 した。(民 生用

電子機器 一2兆3056億 円(対 前年比104%),産 業 用電子機器一2兆6740億 円(対 前

年 比115.5%),電 子部 品 一2兆706億 円(対 前年比112 .1%))。 次に夫 々の機器毎に

動 向を見てみ る。

　 民生用電子機器(カ ラーテ レビ,白 黒テ レビ,ラ ジオ受信機,テ ープ レコーダ,ス テ レオセ ッ

　 ト,コ ンポーネン ト,VTR他)は 全体として正04%の 伸 びを示 してい るが,カ ラーテレビに

つづく大型商品として期 待 され ているVTRは ,145%(金 額 ベース,数 量 ベニスでは150

%)と 大 巾な伸びを示 し,こ こ当分は民生機器全体の牽 引力となりそうで ある。このVTRを は

じめ民生用電子機 器の殆 んどがマイ クロコンピュータの応 用機 器で あると言え るが今後 ビデオ機

器の多様化(ビ デオデ ィスク,文 字多重放送,キ ャプテンシステム等) ,オ ーデ ィオ機 器の ディ

ジタル化に伴 なってます ます マ イク ロコンピュータの需要は旺盛になるで あろ う
。民生機器に使

用されるマイクロ コンピュー タは殆んどが4ビ ッ ト型であ るが,機 能の高度化 ,多 様化に伴ない

8ビ ッ ト型 シング ルチ ップ ・マイクロコン ピュータの ニーズが今後増加す るものと思われ る
。 い

ずれに しても日本で のマイク ロコンピュータ需要の大 口は民生電子機器分野で あり
,今 後とも堅

調 に推移す るであ ろう。

　 産業用電子機器(有 線通信機器,無 線通信機器,電 子応用装置,電 子計測器他)は 昭和53年

に民生用電子機器を逆転 して以来好調に推移しており,全 体 として115%の 高 成長を遂げた。

なかでも コンピュータ関連,医 用(ME)機 器,　LSIテ ス ター,フ ァクシ ミル,電 子 交換 機

等が120%ま た はそれ以上の伸 びを示 してい る。 コンピ ュー タ関連で は昨今の オフ ィスオー ト

メーシ ョンへの動きが活発な こともあって,オ フ ィスコンピュータ,ワ ー ドプ ロセ ッサが大 きな

伸 びを示 してお り・ これに伴な って関連の端末装 置も大 きく伸 びて いる。 ここに使用されるマイ
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クロ コンピュ一 夕は,処 理能 力の高速化 の要 求,漢 字処理 の必要性等から,8ピ ッ ト型か ら16

ビ ッF型 への移行,さ らには近 い将来には32ビ ッF型 の利用へ と発展す るで あろ う。

　 ME関 係 で はX線CT(コ ン ピュー タ・トモグラフィー)お よび超音波診 断装置が好調に推移

してお り,使 用 されるマ イクロコンピュー タは8ビ ット型お よび16ビ ッ ト型が主体 と見られ る。

計測器関係で は電子部品部門の活況に支え られ てLSIテ ス ター等半 導体関連 の測定器が大 きく

伸 びている。通信機関係では,高 速機が軌 道に乗り,さ らに将来ホームフ ァク シ ミルの実用化 も

ひか えた ファクシ ミルが対 前年比138%と 大 き く伸 びてお り,今 後もオフ ィスオー トメーシ ョ

ンの進行とともに この傾向は ここ当分の間続 くであろう。

　次 に電 子機器の部門に包含 されていない(日 本電子機械 工業会の統計に含まれ ていな い)が;

マ イク ロコンピュー タ応用市場 として大 きな割 り合いを占めている機器 として複写機(対 前年比

121%以 下同 じ),ECR(電 子式 キ ャッシュ ・レジス タ)(12890),自 動 販売機(L.23

%),自 動 車(112%),NCI作 機(172%)等 が あげ られ,い ずれ も2桁 以 上の成長率

を示し ている。 また省エネ ルギー化,省 力化の機運に より,産 業用 ロボ ッ トが大き く伸 びる気配

が あるが,こ れは高度な制御機能お よび性能が要求 されるため,16ビ ッb型 マイクロコンピュ

ー タ市場の一つ として今後注 目される分野 と思わ れる。

●

2.2.5　 今 後の課題

　　前にも述べ たようにマイクロコンピュータを応用す ることに よって,機 能 ・性能 の向上,新 ら

　しい機能の付加,シ ステム形態の変革その他の効果が期待 され,こ れ らはマイクロコンピュータ

　の コス ト・パ フ ォー マ ンスの 改善によって,さ らに増大す ると予想 され る。

　　一方 この ようにマイクロ コン ピュー タの応用市場が拡大 してくるに伴な って,次 の ような問題

　点が明 らかになってきてい る。

　　ω 　ソフ トウェアの生産性 の向上

　　②　セ ンサの性能と信頼性の向上お よび小形化

　　マイクロコンピュータの応用の進展に伴 ってソフ トウェアの開発量が 増大の一途をたどってい

　るが,そ れ をこなすソフ トウェア技術者 の不足が深刻な問題になってきている。 すなわち,八 一

　 ドウェァの生産性(性 能/価 格)は 年 率2倍 程度で向上しているに もかかわ らず,ソ フ トウェア

　の生産性は3%/年 しか向上しないと言われ てお り,こ の ままではソフ トウェアコス トが上昇す

　ることは明 らかで あり,マ イクロコンピュータの発展を妨げ る最大の ネ ックとなる。 この問題に

　対 処す るためには,使 い易 い開発サポー トシステムの完備,能 率の良 い高級 言語の利用,大 巾な

　ソフ トウ ェアの標 準化,ソ フ トウ ェア技術者の育成等を強力に推 し進め る必要がある。特に ソフ

　 トウェア技術 者の 育成に関しては,産 業界 での育成努力だけではなく,教 育行政などを含めた幅

　広い対応が不可欠 と思われ る。

　　次に センサーの問題であるが,言 わば頭脳にあた るマイクロコンピ ュー タの性能 が急激に進歩

　した今 日,五 感にあたるセンサーの立ち遅れが目立つ ようにな ってきた。原因は種 々考えられ る
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が,セ ンサーの目的 とす る機能が多種多 様なため技術開発のアプローチがバラバラにな り・ マイ

ク ロコンピュー タの 目をみは る進歩に比 べ技術革新が進まなか った ことが最 も大きな原因であ ろ

う。今後 はマイクロコンピュータの周辺技術 としてのセンサーの技術が脚光を浴び大 いに進展す

ることに期待 したい。

●
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第3章 　 マイ クロコンピュータ産業参入企業の現状
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第3章 　マ イク ロ コ ン ピ ュータ 産 業参 入企業 の現状

5.1　 海 外 メー カ の動 向

3.1.1　 チ ップ メー カとしての新規参入減少

　 海外の半導体チ ップメーカ と言えば何 と言って も米国メーカの比重が大きい。

　　と りわけ,カ リフォルニ ア州 の通称 シ リコンバ レー と呼 んでいる地域 には,10年 前 ぐらい ま

で半導体 メーカの新設が相次ぎ,活 況を呈 したが,そ れ らのメーカはベンチャービジネス的な色

彩がつ よ く,比 較的小規模な企業が多か ったのが特徴で あ った。

　　ところが この数年間 と言 うもの,そ の よ うな ベンチ ャービジネスに よる半導体チ ップ メーカめ

新設は激減してしまった。 それどころか,ほ とん ど新 規参 入メーカが影をひそ めて しま った と言

った方が よい。

　 そ の理 由はいろいろな ものが考え られ るが,お およそ次のようなこ とを挙げ ることがで きる。

　　IC,LSIの 集 積度が年毎に大幅に向上している。た とえば2～4倍/年 とも言われ るほ ど

で ある。

　 その結果 として,製 造,設 計に必要な条件が変化 して来た。

　 すなわ ち高集積度のLSIの 設 計には,集 積度の 向上度の何倍かの率でそれ に必要 な設計 工数

が増加 し,シ ステ ム設計力やソフ トウェア技術 が不可欠な要素に なって来た。 これに対す る リソ

ースの制 約が挙げ られるのではないか
。

　 次には製造設備などの点である。や は り集積度の向 上とともにWafer径 の増大,チ ップ面積

の増大,回 路機能の高度化 などのために従 来の設備は陳腐化 して使 えなくなることがある。

　 特 に検査設備などは,ICを 測 定 していたものとLSIや 大容量のメモ リチ ソプの測定では要

求 される機能が異なるために,新 調 しなけれ ばならない。

　 またパ タンの微細化が進行す る中では,塵 埃か らのProtectに 対 する管理 レベルが変 って

来るので,水 や 空気などの浄化 レベルまで上げ なければな らなくな り,附 帯設備の改善 も必要 と

なる。

　 これらの要因により,半 導体工場新設に対す る必要 資金は,10年 前 には数 億円～10億 円 あれ

ば一応 の能力をも ったものがで きた と言 われ るが,昨 今で は200～300億 円 位の費用が 必要

であるとも言わ れている。

　 これで は新設のペ ースが鈍 るのが当然 とも言わなけれ ばならない。

　 む しろ最近の傾向 としては,新 設 どころかかつ てのベンチ ャー ビジネスが大手企業に合併,ま

たは 買収 された りす るケー スもチラホラあり,こ の辺の事情 の厳しさをうかがわせるの である。

3.1.　2　 我 が国と米 国との状況の相異

　　いろいろの面か ら,両 国におけ る企業 をとりまく環境 の相異が論 じられ る。
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　た とえば企業に必 要な資金の調 達につい てで ある。

　米国にお いては,特 に ベンチ ャー ビジネスに対して投資家に よる投資が盛んにな され ていたの

が,近 頃では半導体,チ ップ メーカの資金回収 ・再生産期 間はあまり短 くないこ となどから,む

しろも っと有利な条件の企 業に投資す る傾向 とも言われている。

　 た とえばIC,LSIの チ ップを応用した製品を作る機器メーカなどがその一例 とも言われ る。

こんな ことも,チ ップメー カの 新規出現 を抑制す る要因と言え よう。

　 それ`こ対 して我が国の資金調達 は主 と銀 行に頼っているのは周知 の通 りで あり,政 府関係機関

の適切な指導 もあって,比 較的 長期間の資金回収で も貸出しても らえ ると言 う点があ り,さ らに

半導体 チ ップ メーカのほ とんどは大 手の総合電機 電子 メーカで あることも相まって,米 国 とは異

な る状況に あると言え る。

　 また労働者の訓練 などに 関 して も相違 がある。

　 これ もや はりLSIの 集 積度が向 上してゆ く ことに関連 してで あるが,製 造設備を操作するに

もかな り高度 な技術 ・技能 が必要にな るし,ま たパ タンの微細化によりほこり,ゴ ミに対する注

意,管 理 も一層徹底 しなければな らぬの はすでに述べた通りであるが,実 際に実行す るのは作業

にたず さわる ワーカである。

　 この ワーカの訓練に より,品 質や 歩ど まりは大幅に変ることになるが,こ れには ワーカの平均

的 な レベルが大きく影響す ると言われ,平 均就学率な どがその辺 の数字に影響す ることは当然で

あ ろう。

　 また生 活慣 習の差も よ く引合 いに出 され ることである。

　 た とえば無塵室に 入る場合の 更衣などでも,日 本人 の場合 は靴を脱 いで替え るな どは極 く当た

り前の ことで あるのに,欧 米人 に して 見れば,靴 を脱 ぐのはベ ッドに 入る時だけ とい う慣 習で は,

靴 の履 き替えを徹底す るのも難しい と言 うことにもな り,こ れに対してどの様に対処 してゆ くか

も問題 とな ろう。　　　　　 　　　 ・

,

5.1.3　 マイ クロコンピ ュー タの応用製品メー カ

　 パ ーソナルコン ピュータに代表 されるマ イ=〕ンの応用製 品メーカは非常に数 も多いし,多 岐に

わた っていて一般的 に論ず るのは難 しい。

　　特にパーソナルコンピュータメーカ1こついては,面 白い ことに,大 手3社 と言われるところは

いずれも いわ ゆる昔 か らの コンピュータメーカではないと言 う点である。それぞれ生いたちが異

　るところが面白い。

　　最大手であ るタンディは,オ ー ディオや アマ チュア用のハー ドウ ェアを供給す る会社で あった

　し,コ モ ドールは電卓など作 っていた メーカであった。ア ップ ルはいわゆ るベンチ ャー ビジネス

　であ った。

　　この分野に対す る新規参入メーカは概 して大 手に多いの も特筆すべ きことである。

　　す なわち上記3社 の業種が 上が ってゆ き,世 の中が それ らの超小型 コンピ ュー タを着 実に受け
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入れてゆく と見るや,参 入を表明 し始めたのである。

　 玩具 の大手では アタリ社,ま たTI社 も その例 である。 これか ら参入をうわさされている会社

としてはGE,　 IBMな ど の巨大企業が挙 げ られてお り,も し参入が現 実のもの となれ ば,マ ー

ケッ トにもかなりの変化が起 るのではないか とも言われ ている。

　 前記の トップ3社 が明確に なる迄はい ろいろな会社間の業界の歴史を作 って来た。

　 パーソナルコンピュー タが 今では代表的な製品と言えよ うが,パ ーソナルコン ピュータの前身

は1975年 頃,マ イコンキ ットが世に現われて,ア マチュア,ホ ビィス トなどに急激に普及 し

た。

　 このキ ットの メーカとして有名で あったのは,掻 く小 さな規模の会社 数社 であ った。IMSA

I社 やMITS社 やSWTP社 な どである。 これ らの会社 が,パ ーソナル コンピュータの原型の

ようなマイコンキットや完成 品を作 り始め,一 躍有名にな ったのである,

　 ところが,そ の後現在の ピック3が この分野に参 入す る頃になって,こ れ また急に影をひそめ

て行 った のである。

　 この辺の理由 として考え られ ることは,そ れまでのものが主としてアマ チュアなど一部の人達

に重宝がられていたところへ,$600コ ン ピュー タと言われ,そ れ までのものとは格段 に安価 な

コン ピュータが出現 した ことに よ る。

　 しか もそれが一部の人達を対象 としたものでなく,.広 く一般人をも対象にした ものであ ったこ

と。 さらにそれ 迄のメー カは小規模ではあるが新 しい会社 であり,特 定 の分野に高い技術 をもつ

.会 社で,販 売チ ャネル,ル ー トが限 られ ていたため,メ イルオーダなどに より広範囲をカバーす

るなどしていた。

　 ところがビ ッグ3の 内,コ モ ドール,タ ンディ社 はすで`こ以前 より自社の販売 ルー トをもって

いて,い っぺんに広範囲に マーケ ットを拡大することがで きたのであ る。

　 さらに これ らコンピュータは,当 然の こととしてハー ドウ ェアのほか`こソフ トウェアが非常に

重要であ る。 また応用 の範囲 を拡げ てゆ くには,周 辺装 置類 もまた同 じくらい重要である。

　 応用 ソフトウェアや周辺装置に関して,パ ーソナル コンピュータの普及に よりそれ までのコン

ピュータでのマーケ ッ トの常識 は通 用しなくなって,新 しいマーケ ットの特徴 が生じて来た。

　 と言うのは,こ れ までの コンピュータでは周辺 装置も,応 用 ソフ トウェアもメインフ レームの

メーカが作るのは通常であった。

　 ところがパーソナルコンピ ュータの マーク ットでは,応 用 ソフ トなどはむ しろハー ドウェアメ

ーカが作
って提供す るの はむ しろ一部だけであ り,3RDP　 artyと 呼 ばれる種 々の 会社が有

名ブラン ド機種 の応用ソフ トウェアを作って,そ れを売 ることをビジネスに していくのである。

　 これに よりはじめて,実 に数多 くの応用ソフ トウェアパ ッケージが 市場に流通 することにな る。

周辺装置も似た ような状 況が 見られる。

　 このよ うなマーケ ッ トの特徴か ら,人 気 のある機種は3RDPartyの 参 入によ りますます応

用分野が広がってゆ き,数 も増えてゆき,　 さ らに3RDPartyの 活 躍 を促がす と言う循環が生
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ま れ る。

　最初にこの分野で 名を残 した数社 は,別 の見方 をすれ ば原因は いろいは と考 えられ るが,要 は

ここで述べ た循環サ ークルを まわす ところまでわか らなか った と見ることがで きる。 また,ビ ッ

グ3は このサイ クルを うまくまわす ことがで きたのである。

　 このあた りに,こ の分野 のマーケ ットの新 しい動向を見る ことができる。米国の企業競争 の激

し さを十分に感 じさせ るものがある。

　初期 の頃より現在まで,継 続 して この ビジネスを主 体に して来た会社 もある。 た とえば,ク ロ

メ ンコ社 である。同社 の場 合は,ア マ チュア向けか らいち早 くビジネス向けに方向を変更して来

たのが よかった ように思 う。

　 このようなこれまでの傾向か ら今後を類推す るこ とは大変難 しいが,あ えてす るならば,や は

り現在すでにその傾向が表われ ているよ うに,新 規参 入会社 はまだまだ続 くと思われ る。

　そ して,そ れ らはも う小規模で アイデアを売る ような ベンチ ャービジネスや ガ レージ産業でな

く,か なり大手が 中心 となりそ うだ 。それ もこれ までのよ うに,コ ンピュータに対する経験が ど

ち らか と言うと乏しかった ような会社ではな く,い わゆる コン ピュータをこれ までにも本業 とし

て来た ようなメーカ,ま た半導体 メーカ,ま たは事務機 メーカな どいろいろなメーカが参入の機

会 を伺 っていると言われ ている。

勺

5.2　 日本 の マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ産 業構 造 の現 状

　はじめに

　 LSI技 術 の急 激な進歩 はめざましく,そ の集積度 の大 巾な 向上と価格の低減化はそれ こそ 日進

月歩の勢いで ある。その結果マイクロプロセッサ,ROM　 RAMな ど の半導体 メモ リ,周 辺 チ ッ

プを豊富にそ ろえる ことができ,き わめて安価にユーザーに提供で きるよ うに なった。このような

背景の中で,今 日では アマチュアで もマイクロコンピュータやその応用機器の製作が簡単にできる

ようになっている。 そ して,こ れ らの事象が,エ ンジニアの少ない小規模企業で も,独 自のブラン

ドでマイク ロコンピュー タやその応用製品の開発が容易にで きるようになっている。

　 1970年 代初 めに電卓用チ ップ として開発された マイ クロコンピュータが,第 二次産業革命の

担 い手として評価 される理 由は,こ の技術革新の スピー ドが第一にあげ られる。

　一説に よればマ イコ ンの応用分野 は25.000～30,000品 目(e及 ぶ といわれ ており,こ れを どの

ように自社 の経営の中に とり入れ て,競 争力 をつけ るかが,1980年 代 の企業の関心事 だといっ

ても過言で はない。

　 とくに,い かにもマイコ ンらしい影響 としては,1970年 代 初頭か ら誕生 してきたシステムハ

ウスがある。

　 これは,マ イコンが ミニ コンピュータや汎用の コンピ ュー タと異 り,CPU機 能,メ モ リ機能,

入出力制御 機能 などがLSIチ ップの形で個別に得 られ ることか ら,手 作りの形で コン ピュータを

■
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製 造することがで きるとい うことが,シ ステムハウス台頭の大きな要因だ といえる。

　 そ して,今 やシ ステ ムハ ウスは,マ イコン応用機 器産業分 野という一つの業界を形成 しよ うとし

てい る。 とくに,1975年 ご ろか ら,雨 後の筍の ように誕生 しはじめたシステムハウスは
,専 業,

兼 業 も含めて全国に200社 近 く存在 する といわれている。 これ らシステムハ ウスの1981年 度

におけ る売 上規模は1000億 円 とも推 定され
,い かに もバ ラ色の産業 といわれている。 しか し,果

してそ うであ ろうか。 この点を1980年 の動 きとその後 を展望 しなが らさぐ
ってみ たい。

■

●

5.2.1　 システムハウスの現 状

　 通 産省の 「期待 され るシステムハ ウス」によれば,シ ステ ムハウスとは 「デバイスた るマイグ

ロコンピュ一夕と自社の有す るソフ トウ
ェ7技 術,ノ ウハ ウとを結合 させ,ユ ーザの要望に応 じ'

て,マ イクロコンピ ュータの機能を十全に引き出したシステ ムやシステム製品を開発す るマイク

　ロコンピュータ応用機器 メー カーであ る」 と規定 してい る。

　 昭 和55年3月 に発表 され た通産省によるシステムハ ウス の実態調査によれば,シ ステムハ ウ

スの実態はつ ぎの とお りであ る。

●

●

システムハ ウスの企業規模
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…5--2・曳F,　 2ご 〔3.…:

Ic--1連 言

2烈.

9G～9人1撞 く㌔5戊1

1C-・1人4社(6.2)

60～6

1tt(1

5トig人

2tt(3.'

LC～s3人

dtt(5 .2)

30～3∋ 人

2t(3.:)

'ぶ

'§

マイ コン革命を支える半導体技術

liO万E
Lr■s

う三万

驚
　 10タ
_

数 個

王)1

4Kメfり 一

お 　メモリ　弧詞
・

惹笥
d　t'　・Yト

マ イ コ ン

、
　 　 　 　 　 三9アO　　　　　　　l98C　　　　　　　1990

認m毒忽呂ど芸烈烈緊鍼三・ζ記ジ
スタ1稽 当た りの優整は2年 で¥分 のテ ンポ で安 く

なってい る.た だ しこれから進 歩のスビ一 日二

やや鈍 るとの見方が宣い

　資本金 では1500百 万円未満の ものが60%を 占め,シ ステ ムハウスに中小企業が多いことを

示 してい る。会社設 立ではやは り昭和40年 以 降に設立 され たものが殆ん どで,マ イクロコンピ

ュー タの発展 と軌を一－tCし て いる。 また役員の年命は30～40才 台 と若 く,他 の企業からス ピ
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ンアゥ トした技術 者が多いのも特色であ る。そして,従 業員50人 以下が約70%を 占めてお り

規模 は小 さいのだが,シ ス テム製品 の開発には高度な技術が要求 され るため,従 業員の学歴構成

は高学歴者が過 半数をしめている。

　 受注状況は,1件 あ た りの平均受注金額は2000万 円未満がほ とん どで,受 注額 は小額のもの

が多い。1社 あた りの期の 受注残高 は2億 円未満が ほとんどだ という。

　 生産状況は,単 品のみ生 産す る形態 と外注で量産す る形態との2極 分化の傾向がうかがえる。

　 また,日 本経済新 聞社が,昨 年秋に 実施した 「シ ステムハウス ・アンケ ー ト調査」 によれば,

「集計企業66社 の平均で年間売 上高4億7100万 円,従 業員数36.3人 と企業規模 は小さいが,

年 間売 上高の伸び は,半 数 の企業で 前年比L5倍 以 上と高 く,受 注量 をこなし切れ ないほど仕事

があ る」 という。　　　　　　　　　　　　　　 、

　 とくに注 目すべきは,54年 度 売 上高の前年対比で みる と実 に26%の システ ムハ ウスが,「2

倍 以 上」を記録していることであ る。 この伸 び率 の高 さが,多 くの企業か ら注 目されているとこ

ろである。

　 さきに通産省の調査が,53年 後 半のデータで あると考えてみても,こ の伸 び率の大 きさは,

システムノ・ウス という産業 分野が いかにパラ色 かがわか る。これは,ハ ー ドウェアとしてのマイ

コンの発 達が急速で あるに もかか わ らず,利 用技術がなかなか進まず,ソ フ ト開発の需要が きわ

めて大きい ことを反映 して いると 日経の調査 は指適 している。

　 一方,こ の10年 間のシステムハ ウスの状況 の変化は,こ こに来ては っきりとで きてい る。 そ

れ はシス テムハウスの個性が出は じめて きているとい うことで ある。

　　1つ は,マ イコ ン応用システム を自社内で量産化 しよ うという,い わゆるメーカー指向の シス

テムハウスで ある。 これは,現 在 のパ ーソナルコンピュー タ ・ブ ームにの って,自 社で続々 と新

製品 を発表,国 内ばか りで なく海 外へ も進出しよ うとい う企業である。

　 も う一 つは,OEMメ ー カーなど と結 びつ き,ア プ リケーシ ョンに合せた専用POSや オ フコ

ンを開発 す るクースで ある。

　 第三の クースは,従 来の中小の電機 メーカ ーが,自 社の営業拡大の方針か ら,シ ステムハウス

に参入す るクースである。 この よ うなケース として は,ソ フ トウェアハ ウス,計 算 センターなど

の情報処理 産業か らの参 入であ る。

　 そ こでつぎに,シ ステムハ ウスへの参入ケースを個々にひろつ てみ よう。

5.2.2　 情 報処理産業分野 か らの 参入

　　情報処理 産業分野 としては,ソ フ トウ ェアハウスと計算セ ンターが あげ られ るが,こ の うち,

　計 算センター業か らのシステムハウス への参 入,あ るいはマイコン ・シ ョップ経営への参入が多

　くなる傾向がある。

　　 日本マイクロコ ンピュー タシステム工業会(昭 和50年 設 立,会 員社40社,賛 助会員10社)

　tC加 入 している企業の中でも現在4社 を数 え るに至 っている。
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　計算センター業の場合,昭 和50年 ご ろか らのオフィスコンピュー タの飛躍的な普及の影響 を

受け,業 績の伸 びがにぶ る傾向にある とい う背景がある。 この状況の変化に対応 した企業活動拡

大の一 環 として,マ イクロプ ロセ ッサを応用 したア プリケーシ ョン別の専用機の開発(POSあ.

る いは業務専用オフコン開発etc)cc進 出 した り,自 社センターとのオ ンライン化に 関連した機

器の販売 などに進 出の傾向が強 まってきている。 とくに前者の場合のケニ スが これか ら多 くな る

とみ られ る。 また,現 在注目 され るパ ーソナル ・コンピュータの開発 とソフ トウェア教 育を手が

け,自 らの事業にマイコン ・ショ ップ的色 彩を強めようとい う動 きもでて きてい る。

　 これ らは,計 算センターあるいはソフ トウ ェアハウスの トップマネジメン トの考え方の転換 と

い うケースもあるが,マ イコンに対す る一般の評価が高まり,社 内か らの要求で進出す るケース

もかなりあるようだ。

　 今後は,オ フコンの普及と合せて,分 散処理 システムの 普及に より,ま す ます情報処理産業分.

野 か らの進出は増え るもの と予想され る。

5.2.5　 メ イ ン フ レ ー ム ・メー カ の 進 出

　 　 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの ボ ビ ー分 野 で の 進 出 や パ ー ソ ナ ル ・ コ ン ピ ュ ー タ,ホ ー ム コ ン ビ ュ ー

　 タへ の 進 出 は 早 くか ら 手 が け て い た メ イ ン フ レ ー ム ・メ ー カ ー が,シ ス テ ム ハ ウ ス の 分 野 へ も 進

　 出 し よ う と し て い る 。

　　米国では,大 手コンピュー タ ・メ ーカーが殆 んど手をつ けていな い分野に,わ が 国では大手コ

　ンピュ一 夕 ・メーカーが 進出す るというわけである。これは,わ が国の産業構造が米 国とは太き

　く異ってい ることを示す。

　　わが国で は,ベ ンチ ャー ・ビジネスは存在 しても,ベ ンチャー ・キャピタルは存在しないとい

　った背 景が あるが,そ れ ばか りではなく大手メーカ ー=メ ンフ レームか ら事務機 器までをカバー

　す るとい う伝統的なパ ター ンがあるからで ある。

　　ファクシ ミリーつ を例に とっても,プ ロ トタイプで,マ イコン付加のシステム は開発で きても,

　 大手メーカーでなければ,資 金 的`こ大量生産,大 量 セールスは確立で きない とい うわけである。

■
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　 上の表は,日 本開発銀 行が この一月に発表 したOA機 器の生産高予測で あるが,こ れ らの機器

の基本的 な設計については,シ ステムハ ウスが貢 献している部分 も多か った。

　 しか し,今 後は,大 手 メーカーが,自 社 あるいは,関 連 会社 にその応用技術の開発 をや らせ る

ケースが出 てくる可能性 が強い。

　 例えば,日 本電気 　日立の 両社が昨年設立 したLSI設 計 とマイクロコン ピュー タの ソフ トウ

ェア開発を目的 とす る子 会社 は,そ の一つ の傾向だ と見てよいだろ う。

　 まず,日 本電気は 「日本 アイシー ・マイコンシステム」(資 本 金5000万 円),日 立は 「日立

マイク ロコン ピュータ ・エ ンジニア リング」(資 本金5000万 円)こ の2社 であ る。両社の経営

方針 をみる と共通しているのは,「 マイ コン応 用が飛躍的に広が ってきておりこれか らのマイコ

ンはハー ドウ ェアがあ っても優れたソフ トウェアの著積がない と売れない。」(日電)'こ とを強調
,

この分野の強化 をはか るとしてい る。 「マイコン塔載 の電子機器 の設計」(日 立:い つれ も昨年

10月17日 日経の インタビュー)と,い よいよメインフレームメーカーの本格 進出を示してい

る。

　 この傾 向は1980年 代 に相 当進展 して行 くと考 えられる。 これは,や はりマ イコンそのもの

の可能性が,十 分社会に認 知 され た ことを証明 するとい って よいだろ う。従来
,小 規模研究開発

型企業の独壇場に近か ったシス テムハ ウス分野 が,こ こに きて いよい よ大型資本の本格参 入期 を

迎えた とい うことにな る。

5.　2.4　 半 導体など電子部品販売商社 の進出

　 従来は,LSIチ ップなどの電子部品の販売 を行 っていた商社(米 国メーカーの直営も含む)

で,マ イコンの ソフ トウェア開発を行お うとい う動きが 昨年(55年 秋)ご ろか ら出はじめてい

　る。

　 これ は,部 品供給のみに専念していた商社が クラ イアン トか らソフ トウ ェアの開発も依頼され

　るとい うことが多 くな って来たからに他 ならない。 日経のシス テムハ ウスアンケ ー ト調査にもあ

　るよ うに,シ ス テムハ ウス業はいまや仕事量の増加で,い まや その キ ャパシティが満杯の状況を

呈してお り,技 術者 よりも,仕 事量が多いという状況 を呈しているか らである。

　　また,一 方,商 社自身の事業拡大をはかるという方針か ら,ソ フ トウェア開発へ参 入す 百こと

にな るケー スもある。いつれにして もシステムハ ウス業 の好 況が
,こ のよ うな動 きに大きな拍車

をかけてい ることも事 実であ る。

　 も う一つの背景は,パ ーソ ナル ・コン ピュー タの急伸である。従 来パ ーソ ナル コン ピュータは,

そのハ ー ドウェアを売れ ば,あ とはユーザ ーの思いのまま一 いいかえれば,ハ ー ドウェアの供

給 さえ しつか りしておけば こと足 りたのであるが,売 上の急伸 により,ソ フ トウェアのサービス

を望む声がユーザーの間で高 まって来たとい うことだろう。 もち ろん,そ の裏に は,従 来のよう

にLSIチ ップ を売 るだけではな く,LSI技 術 の高度化によ りソフ トウェアが らみ の販売が余

儀なくされ ているこ とも事 実である。

,
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5.2.5　 機 械工業 からの参 入

　　メカ トロニクス,ロ ボ ットな ど機械工業 とマイコンの応用技術の結 びつきは,今 後十分に活発

になると予想 され る。 このよ うな中で,機 械 工業で のマイコン ・ブームは
,こ の80年 代 に伸 長

す ると考え られ る。

　 とくに,ロ ボ ッ トへの マイコン応用は,近 年非常に活発化 してい るのは周知 の通 りで ある。同

様にNC制 御 機器へのマ イコン応用はそのスマー ト化 の要請 ・着工ネ ・省力化の要請に対応 して

非常に顕著にな ると考 えられる。

■

5.2.6　 個性化を求め られるシステムハウス

　　以上,シ ス テムハウス分 野への参 入の現況をみたわけ であるが,従 来のシス テムハ ウスが どち

　らかというと大 手メー カーの下請開発部門的色彩が強か ったのが,今 後は 自社の独 自技術に特色

をもたせる必要がでてくると思われ る。

　 少人数 のスピンア ウ ト組 の技術者で十分まかないきれ たシステムハウスの ビジネスが,今 後は,

生 き抜 きのマ イコン応用技術者によ って ささえ られ ることになると予測され る。

　 その時,シ ス テムハ ウスに求め られるのは,「 独 自の開発技術」が,あ るいは 「自社の看板技

術 の確立」であろう。

　 最近の傾向 とし て,安 易な形でマイコン分野へ参入す る中小 企業 も多 くな っているが,し っか

　りした技 術に裏付け られた 経営 こそ,真 のシステ ムハ ウスのあり方であるといえ よう。

　 そして,こ れ ら新規参入 企業 との 協力体制 こそ,シ ステムハ ウスに与えられた使命で あると考

えるわけであ る。周 知の よ うにマイコン応用技術の進歩発展は,従 来の産業分類を大きく塗 りか

えよ うとして いる。それは,1つ に は,シ ステムハ ウス業 という新 しい産業分野 の形成 と,そ れ

を核 とした異産業 分野 との複合化である。 この傾向は,ま す ます進展 して行 くと考え られ るので

あ る。

●

▼
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第4章 　マ イ ク ロ コ ン ピュー タ 産 業 の課題

　本章では,マ イクロコンピュー タ産業の発展のために解決しなければな らない様 々な課題 のうち,

代 表 的 な も の と し て{i)マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タtlZ　SSけ る ソ フ トウ ェ ア の 課 題 ,(ii>crス テ ム ハ ウ ス の 課 題

に つ い て 述 べ る 。

■
4.1　 マ イクロコンピュータ におけ るソフ トウ ェアの課題

　　マ イクロコンピュー タを利用す るために は,ソ フ トウェアが必要なことは明 らかである。 この ソ

　フ トウェアは,現 状では,設 計者,プ ログラマとい った値入 の頭の 中で作成 され てい く点で,一 般

の工業製品の製造過 程と本質的 に異なっている。そのた め,作 り方,作 られた ソフ トウ ェアの信頼'

性 や価値などの判定に基準とな る尺度がな く様 々な問題が生じ対 応を迫 られ ている
。 さらに,マ イ

ク ロコンピュータのソフ トウェア は大型計算機の ソフ トウ
ェアとは異な り,製 品の一部 として組込

まれ て利 用され ることが大多数で あ り,一 層ソフ トウェアの部分だけの切出しを困難に している。'

　 本 節 で は こ の マ イ ク ロ コ ン ビa－ 夕 にお け る ソ フ トウ ェア の 課 題 に 対 し て,(D現 状,(ii)問 題 点,

(iii)技術動向,　M課 題の点か ら述べ ることとす る。

、

●

4.1.1　 現 　 　 状

　　マイク ロコンピュータのソフ トウ ェアをと りまく問題点明確化への足がか りとす るため,ま ず

現状を把 握す る。

　　(1}マ イ クロコンピュータの あいつ ぐ出現

　　マイクロコンピュータは,1971年 に 最初の製品が発 表され て以来.1980年 末で約IOO

機 種が 世に送りだ され ている。 この間の推移 を図4.1に 示 す。

　　ソフ トウェア作 成側 の立場 か らこれを分析 してみる。マイクロコンピュータを利用す るために

は,マ イク ロコンピュー タを動作 させ る動 作単位にほぼ相当す る機械語命令 の集合(以 下
,命 令

セ ッ トと称す)を 理解 し,こ の命令セ ッ トを組合せ て,目 的の動作を行 うようプ ログラムし,予

め メモ リなどへ格納 してお く必要がある。

　　この命令 セッ トは基本的 には,大 型計算機 の命令セッ トと同じく,(D演 算,(ii)実 行順制御,㈹

ハー ドウェア制御 などの命令で構成 されてはいるが
,マ イクロコンピュータの使用 目的によって,

具 体的 な命令の機能 の大き さ,メ モ リ中での機能の ピッ ト表現 パター ンが異 なっ ている。

　　シ リーズ といわれ るマイクロコン ピュータで も,命 令 セ ットの完全互換は少なく,4ビ ッ ト系

で は一社の一つのシ リーズの中で も,拡 張命令な どに相違点をもつ場合があ り
,機 種数 とほぼ同

数 の命令 セ ッ トが世の中に存 在している状 況で ある。いいかえれば ,あ るマイク ロコン ピュータ

を利用す るには・ それに あった命令セ ッ トを使 ってソフ トウ ェアを作成する必要があるというこ

とである。

　 一 方,LSI技 術 の進歩 とマイクロコンピュータ産業の発展 とが,車 輪の両輪となって今後 と
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も,従 来 とかわ らぬ新 しい マイクロコ ンピュータの 出現をもたらす ことは確実であ り,命 令 セッ

トも,同 様,そ の種類が増加す る。

(2}利 用技術 の高度化

　マ イクロコンピュータの利用システムへの要求はます ます高機能,高 性能の方向に 進んでいる。

このため,一 つのマイク ロコンピュー タのた めのプ ログラム規模が徐 々に 大規模化 したり,シ ス

テム を複 数の マイクロ コン ピュー タで構成 し,そ れぞれを別々のプ ログラムのもとで動 作 させる

こ とも行われるように なってきた。

　 また,シ ステムの信頼性,拡 張性への要求も高 く,プ ログラムに診断機能 を盛 込んだ り,拡 張

に備 えたプ ログラム構成 を もつ場合も多 くな ってい る。

　 いずれ にせ よ,利 用技術 の高度化 は,マ イク ロコンピュー タ利 用システムのプログラム規模を

大き くす る傾向にあ る。

　 (3}シ ス テム開発 支援システムのあいつ ぐ出現

　 マイク ロコンピュータ利用 システムを開発するための様 々な道具は次 々に出現 している。しか

しなが ら,特 定 マイクロコンピュータにのみ 有効であった り,開 発 支援の一部 にのみ有効であ っ

た りして,決 定的な ものがない。

　 特に ソフ トウェア開 発の重要な道具である言語処理 プログ ラム(ア センブラ,コ ンパイラなど

と呼 ばれ る)は,様 々な言語体系 をもつ ものが,マ イクロコ ンピュー タ対応に,あ るいは,数 機

種のマイクロコンピュー タに有効な形で,ま さに氾濫状態 となっている。

4.1.2　 問 題点

　　マイ クロコン ピュータソフ トウ ェアの 開発効率向 上のために検討されている各種の技術開発の

　必要性 を より明確 にす るため,前 項の現状か ら問題点を整理す ると次の2点 に集約で きる。

　　{1}ソ フ トウェアの生産性が低い

　　マイク ロコンピュータの ソフ トウェアは システム毎に作成 され ることが多 く,工 業化 されてい

　ない。 これ には,マ イク ロコンピュータ毎に命令 セッ トが異な ること,多 くの開発支援 システム

　があること,な どに より,設 計者,プ ログ ラマの立.ヒりが悪いことも影響 している。

生産性 向上の鍵 は ソフ トウ ェア作成の工業化で ある。

　　② 　技術者不足

　　マイクロコンピュータ産業 は若い分野で あり,か つ急成 長をとげているた めに,技 術者が不足

　 してい る。 このことは,団 の 別の表現 とも言えるがそれだけで はない。マ イクロコンピュータを

　利用 したいのは様々な分野 の専門家で あり,そ の分野 については良 く知 っているが,利 用す るた

　 めの電気 関係,計 算機関係に 明るいとは限 らない。つ まり,専 門分野 とマイ クロコンピュータ利

　 用技術 とを良 く知 った技術 者が不足 しているので ある。

　　 この ギ ャップを埋 めるのが,シ ステムハ ウスであ り,長 い眼で みれ ば,教 育である。

㎡

■

●
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4.1.3　 技術動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、　 :

　 　項4.1,2で 述 べたいくつかの問題点を解 決す る努力は続け られ てい る。そ の主なものをソフ ト

　ウ ェア作成 の過 程に沿って説明 してい く。

　　{1)設 計 支援技術

　　マイク ロコンピュータを利用するためには,ま ず マイクロコンピュータに何 を実行 させ るかを

　決め てや る必要が ある。 この過程を基本設計 とか,概 略設 計 とか呼 んでいるが,よ うす るに機能

　の決定で ある。 小 さな,簡 単 なマイクロコンピュータの利用にお いては,一 人の設計者の頭の中

　で機能の決定が行え る。 そして,機 能の流れ 図を書いて,プ ログラミングす ることも容易であ る。

　　しかし,一 人の手におえないような大規模 なソフ トウェアの開発では,機 能 を分担 して決定す

　 る必要が ある。 この際,従 来は 日本語 を用いて,文 書 の形で決定 されていく。 ところが,こ の 日・

　本語 の文章の形で は,情 報 の解釈が一通 りで ない場合が あ り,そ の 箇所が,他 の人 との機能分担 ・

　 の接点で あれば,誤 まった機能の決定が なされ ることにな る。

　　 このような 日本語 のもつあいまいさを排斥す るた めに,設 計仕 様の形式的記述を行 う言語 とそ

　の処理系の研究開発が進め られ てお り一部成功し ている。

　　 この言語で機能を決定 していけば,解 釈 は一通 りとなり,機 能分担 をしても問題 はなくなる。

　　現在,こ の設 計 ドキュメン トか らプログラムや用意す べき試験用データまで 一環 して自動生成

　 しよ うとす る方 向へ研究 が進んでいる。

　　 (2)高 位 言語

　　 マイクロ コンピュータの ソフ トウ ェア作成に用いる言語 処理プログラムは,(Dプ ロ グラムロ ジ

　 ックの記述,舶 入出力,割 込みな どハ ー ドウ ェアの制御機能の記述の2種 類の記述機能が必要で

　 あ る 。

　　 特に{IDの記 述 をソフ トウ ェア作成者が直接的に行わなけ ればならない点が大型計 算機 ソフ トウ

　 ェア作成にない特 徴 点で,ソ フ トウェア作成 に あた ってはアセ ンブラと呼ばれ る・機械語 と1対

　 1に 対応した命令セ ントを用いることが多 い。 しか し,こ の命令セ ツbで ソフ トウ ェアを作成す

　 る限 り,動 作単位が小 さいため記述す る命令列が長 くなり,か つ,マ イクロコンピ ュータを変 更

　 す る都度,新 しい命令セ ットを修得しなければな らない。

　　 ソフ トウェアの生産性を高め るためには,機 能の表現を高 いレベルに設定して極力マイク ロコ

　 ンピュータ差をな くした言語,い わゆ る高位言語 が必要である。高位言語でソ フ トウェアを作成

　 する主た る効果点は次 のとお りである。

　　 ① 書 き易 く,読 み易いためソフ トウェア作成期間が短縮で きる。

　　 ② デパグ時に主作成者以外の人が応援で きる。

　　 ③ プ ログラムが ループにおち こむ ようなパグ は殆ん ど生 じない(言 語で制約され る)た め,

　 　　 デバグが容易である。

　　　　 一方,高 位言語の問題 点は次の とお りで ある。

　　 ④ プ ログラムサイズ,プ ログラム実行速度の冗長率が大きい。(ア センブラでプ ログラムを

　　　 作成 した場合のそれぞれ約2倍,　 1/2倍 程 度)
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　 ⑤ きめ細かいハー ドウェア制御を行 う機能が不足している場合が ある。

⑥ 語 雛 の レベルが各論 魑 プ ・グラムで異なる他調 一語 といわれ るものでも
,マ

　　　イクロ コンピュータで言語機能が異 なることがある。

　 以上のよう醐 題点を鰍 するため・各企業で高位語 の醗 を鋤 ているが,高 位語 の種
類はまだしばらく増加しそ うな傾向に ある。

　 {3}OS

　 マ イク ロコンビ㌻ タの利 用シ・テ ムのソフ トウ。ア搬 断的 に眺めると,い くつかの共通部

分が浮かびあが る・例えば・ 入出力装 置をもつ システムでの
,そ の入出力装 置制御機能は越 的

な要素が多 い。

　 当初・ 入出力フ・イ・レ難 の管醗 能 を主体 としたプ ・グラム醗 用osが 注 目された.代 表

的な マイク ・コンビ・一夕用プ ・グ ラム醗 用 システムに一 まぽ標 鞠 とも いえ るプ
。グラム開

発用OSが 装 備 され逐時改良が加え られている。

　 現在,プ ログラム開発用OSは,あ る程度 完成の域 に達してきた といえる。今後は,そ のシス

テムの適用可能マイクロコンピュータ機種の増加が 利用者側か らみた要求で ある
。

　 一 方,プ ログラムの実行時 に必要な,か つある範囲の機能を予め標準的に用意 した ものをプ ロ

グラム実行用OSと 呼 ぶ。利用者 の動 向に よれば
,4Kバ イ ト程度の大 きさをもつOSを,9割

以 上の システムで使用中 または必要を感じてい る状態である
。そして,OS化 す ることの効果は

開発期間 が,ハ ー ドウェアとの インタフ ェースを とる部分の ソフ トウ
ェア作成 負担が 軽減され る

ことに より,従 来の1/2程 度 にな ることを挙げ ている
。その他の 効果 として,ソ フ トウェアの

融通性・将来 の拡張性を期待 している・ この結果か らみる と
,現 在,い くつか の機種に臆 され

ている実行用OSが,利 用者 の要求をある程度満たしているようである
。

　 しかしながら,大 型計算機のOSと 異 なって,マ イクロ コンピュー タのハ ー ドウェア的制約か

ら,OS機 能 モジ ュール を独 立させ て用いる場合 の留 意す べき点が存在する
。以下それについて

示す。

① ・SとAあ 齢 瑠 意 すること

　　　 OSとAPの 命 令実行 レベルが同一で ある点,特 権 命令,ソ フ トウ ェア割込機能が不十分

　　 な点か ら,AP側 でOS機 能 に じ ょう乱 を与えることがある。

　　　 したが って,OS機 能 を利用した り,自 分で作成す る場合 には,お 互 いの 独立性を うまく

　　 保つ ようにしてプログラ ミングす る必要がある。

　　　 この根本的な解決には,ハ ー ドウ ェアの進展を待つ必要がある。

　②　 OS機 能の範 囲を十 分検討す ること。

　　　幾 分① とも関係す るが・OSは 作 成す る以上,複 数の入,複 数のシステムで利 用しなけれ

　　 ば意味がない。したが ってその マイク ロコンピュータでの最大構成,将 来での使 用形態 まで

　　考慮 して,OS化 の範囲を決定しないと,結 局,シ ステム毎 のOS作 成 とい う事態に なる。

米AP:Aplication　 Program　 マ イク ロコンビュー一　]利 用システムの応用面に近いソ

一48一

'

◆



■

●

　　　　 フ5ウ ェアの意味 で,OSと い うハー ドウ ェア面に近いソフ トウェアと対比 させ るため

　　　　 に使用 した。

　 この ような留意すべき点 は存在す るがOS機 能 を切り出す努力によ って,

　 (i)APの ハ ー ドウェア独立性が高まり,ソ フ トウ ェアの部i化,流 通を促進す るこ とが可能

　　 となる。

　 (ii)ハ ー ドウェアに近い所(フ ァイル入出力ソフ トウ ェア他)が 作成 済 となるため,ソ フ トウ

　　 ェア作成期間が短縮 され,信 頼性が 向上す る。

　 といった大きな効果がある。

　 メモ リ構成,入 出力機器構成などの環境に柔軟に対処で きるOSの 構 成枝術の発展が期待 され

るところである。

　④ 開 発支援 システム

　 マイクロコンピュータ利用 システム を作成す るためには,ソ フ トウェアの作 成とハ ー ドウェア

の作成が並行 して行わ れ,最 終的に両 者を統合 して試 験をす る形態が多 い。 マイク ロコ ンピ
ュー

タの利用が,電 気を専門 としない層に も広まってい くこともあわせ て考 える と,今 後急速に,様

々な レベルでの開発支援 システムの出現が予想 される。(欧 米では1980年 代 後半で大幅に開

発支援 システム市場が拡大する との予測結果が ある。)　 　 '

　 開発 支援システ ムは大き く分類する と次の3つ の タイプにわかれ る。

　 　　　　ソフ トウ ェア作成

ハ ー ドウェアテス 可 否

実時間で可 タ イ プ 　 　1< ‖

〃　 不可

‡

皿

　当初はタイプll,皿 の システムが多か ったが,徐 々に タイプ1の システムも増加 している。

　 また,対 象マイク ロコンピュー タも1機 種に限定した簡易型か ら,ボ ー ド交換等に より多機 種

に適応で きるものまで,各 タイプで さらにわかれている。

　それぞれの タイプの開発支援システ ムが独 自の思想 を持ち市場 に参 入している状況で あ り,横

断的に眺め て,自 社の将来形にふ さわ しい開発支援 システムを選択するしか,明 確 な選 択基準は

存在 しない。

　た だ現在開発システムで 欠けているのは,高 位言語 とうまく組合せ られた システ ムがない とい

う点で ある。大すじ↓}τ高位言語の ソーヌプログ ラム レベルでデ パグし,必 要な時機械語 レベルで

デパ グにはいるといった ような切換えを容易に行えると開発効率 は飛躍的に向 上す るで あろう。

　また複 数の マイク ロコンピ ュータ利 用システムのデパ グも今後要求が顕在化す るで あろう。
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4.1.4　 課 　　題

　　マイク ロコンピ ュー タのソフ トウ ェアをとりまく問題点は多 く,そ れ に対応する努力もなされ

　てはいる。しか しなが ら,利 用が急激 に広ま ったことなどにより,様 々な課題 をかかえた ままで

　あることも事 実で ある。 以下に今後の課題を述べ る。

　　(1)ソ フ トウ ェアの生産性 向上の努力

　　ソ フ トウェア要 員は急激に増え るもので はない。 したが って,一 層現要 員で の生 産性 向上の努

　力をはらうべ きで ある。高位 言語化 の促進,ソ フ トウェア部品化努力,ド キュメン ト作成 の標準

　化,ソ フ トウェア部品の流通 市場の形成 などを図 ってい く必要がある。特に設計技術の開発が急

　がれ る。

　　② 標準化,基 準化の努力

　　マイク ロコンピュータ自身 は,プ ログラム可能 な電子部品だ とわりきれば,各 社が各様の仕様

　の製 品を出すのは当然で ある。 しかしなが ら,そ れ を利 用して システムを作成す るための道具に

　対 しては,あ る程度 の標準化,基 準化 が必要で ある。言語,開 発システムな どに明確 な基準がな

　いため,利 用をちゅ うち ょした り,う ま く活用で きないままの言語,シ ステム も多 いと思わ れる。

　　ソフ トウェアの部品化,流 通を図 る意味で も,こ のあた りは努力すべ き項 目で ある。

　　{3)教 育,普 及活動

　　マ イク ロコンピュータ産業は我が国 に適 した産 業の1つ である。

　　現在,即 戦力 となるソフ トウェア要員の各種養成機 関は存在す るが,ソ フ トウェア産業 を盛 り

　た てるに は,そ の支援をす る活動 も活発化 しなければならない。基礎的な ことを行 うシステムハ

ウ スの助成策 なども必要 と考え る。

　　また,我 が国 で欠如している,ソ フ トウ ェアに対 す る価値 感の低 さにつ いても,改 め る努力を図

　 る必要がある。確 かにソフ トウェアは コピーすれば,き わめて安価に同じ情報 を得 ることができ

　てしまう。 それで も良しとす るのは,国 際的には通用す るまい。 また,ソ フ トウェア提供側 の努

　力としては,悪 意のコピーを防止す るための暗号化 フ ァイルの作成などの方法 を検討す る必要が

　あろう。

　　いずれ にせよ,ソ フ トウェアの作成 は人の頭脳で大半行われ ることは事実で ある。 ソフ トゥェ

　ア作成のための関連技術の開 発努力も必要な ことで はあるが,同 様に,入 の養成を行 う努力が必

　要と思われる。 そし て,そ れ らを如何 に行 うかが今後の大 きな課題で あると考 える。
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4.2　 シス テム ハ ウ ス の課 題

　　本節では,マ イクロコンピュータ産業 の中℃ 　チ ップメーカ と応用製造業者の間にあ って応用製

品開発の支援業務 を主たる業務 とするシステム・・ウス嚥 点 を当てて
,マ イク ・コンビ。一穂 業

の振興 を図 る立場か ら,現 状の課題 につ いて分析する
。

4.2.1　 マ イクロコンピ ュータ産業におけ るシステムハウス

　 (1}シ ス テムハウスの業務 内容

　　システムハ ウス の現 状の業 務内容は,基 本的に次の4項 目に集約で きる。

　 ①　支援業務

　　　　OEM又 は 支援 としての応用商品及 び応用 システ ムの開発 ・生産 ・メンテナンス

　 ② メーカとし ての業務

　　　 応 用商品,応 用 システムの開発 ・生産 ・メンテナンス

　 ③ 　支援機器及びシステムの開発 ・生 産 ・販売

　 ④ 関連機 器及びシステムハ ウスの開発 ・生産 ・販売

　 個 々のシステムハウスは,こ れらの全 てを行 ってい るわけではなく,い ずれ の項 目に重点を置

くか によって,そ の個性が出て くる。 よ り具体的示すと
,各 々のシス テムハ ウスは次の分類の い

ずれかに重 点を置いて経営 を行 っていえ る。

　 ①　開発,設 計,生 産 　メ ンテナンス

　 ②　支援,OEM,自 社 ブラン ド

　 ③ 単体商品,シ ステム部品,シ ス テム,関 唖機器

　 ④ 専門業種別

　　　　(工 作機ME機 器,事 務機,自 販機等)

　　　　(生 産システ ム,監 視 システム,伝 送 シス テム等)

　 ② 　 システ ムハウスの位置付け

　 マイク ロコンピュー タ産 業という大きな業界の中で,シ ステムハウス業を機能的観 点か ら概括

的 に位置づけ ると図4-2の ようにとらえ ることができる。

　 マ イクロコンピュータ応用専門企業 としてのシステムハ ウスは チップ メーカ と応用製造業の間

にあ って応用支援業務 を行 い,OEM商 品 を開発生産す ると共に 自社ブ ラン ドの商品の開発,生

産 を行 っている。

　 (3}シ ス テムハウスが必 要とする技術

　 シス テムハウスは,図4-2に お け る,A,　 Bの 企業群 とD,　 E,　 Fの 企業群 との間にあ って

機能する企業集団であるため次のような技術を必要とする。

　 ① マイクロコンピュータにつ いての ソフ トウェア,ハ ー ドウェアの技術

　 ②　図4-2の 関連 機器お よび部品　　　 B群 つ いての知識 と技 術

　 ③ 応用商品 ・応 用 システムを利用す る場の知識 ・技 術

■

,

●
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④ システム分析 ・設計等システムエ ンジニヤ リングにつ いての知識 ・技術

A:半 導 体 メーカ

　　　1二㌶;㌫ 竺_品 認 〕

B:関 連 機器 ・部品メーカ
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図4-2　 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 関連 企 業 群
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　(4)シ ス テムハ ウスに期待され る役割

　 現代の技術革新は主 として大企業中心 に展開 され て来た。 基礎技術,基 礎産業,巨 大 システム

産業,大 量需要産業 は大企 業の努 力にまつ ものが大で あろう。 しか しなが ら,高 度化社会 の多様

化す るニ ーズに対応 しようとする時,大 企業組識 はたち まち困惑 してしま う場合が多い。

　 大量需要産業のギャ ップに存在す る無数 の少量需要産業,巨 大産業 と巨大産業の間に存 在す る

多数 の業際技術産業や複合技術産業,学 会の科 学技術をインダス トリに転移す る領域 に於ける産

学協同領域 の産業等の中に は,大 企業 メ リットに適合 しない ものが多数あ る。

　 マイク ロコンピュータ産業に於 いても以 上の事情 は例外で はなく,そ れ らの仕事は小 さいか ら

こそ出来 る中小企業 とりわけ システムハ ウスに適合す る仕事であろう。 システムハ ウスは大企業

に比 して優 るとも劣らない技術応 用力を蓄積駆使 し応用 商品の開発に強い個性 を発揮 し,知 識技

術集約型中小企業 としての役割を果して行かなければな らない。

　以下現代の産業 と技術開発の流れの中に於け るシステムハウスの役割`こついて述べ る。

　 ① 中堅中小企業 とシステ ムハウス

　　　 表4-1に 示 される如 く中小 企業の業種 は多岐にのぼ り,日 本 の就業入口の85%,附 加

　　価値 の60%は 中小企業が 占めている。まさに中小 企業は 日本産業の底辺を強 く支えている。

　　 しかしなが ら産業先進国としてます ます発展 してゆく事 を考 える時,そ の近代化,高 附加価

　　 値化が急務で あり,そ のための技術開発が至上命令で あり,こ の面 でのマイクロエ レク トロ

　　 ニ クスの寄 与は特筆すぺ く大 きいものがある。

　　　 マイク ロエ レク トロニクスは広 くあらゆる業種に応用利用され浸透 してゆ く宿命を もち今

　　 迄の電化 産業に於 けるモータ機械産業に於け るネジに例え られまさに 産業に於け る米とよば

　　 れている。

　 ② 異業種 交流とシステムハ ウス

　　　 多数 の単一業種別産業は社会的 分業 を司 りつつ生長 発展して来た,又 単一業種別産業の地

　　 道 な進歩の過程に於 いて夫々の技術開発が なされ て来た。 しか しなが ら社会 の高度化 に伴 い

　　 夫 々の単一業種別産業の干渉,複 合化,結 合化の流れは,当 然の現象 として進んで いる。 こ

　　 の現 象は高度化社会の辿るぺき当然 の方向で あろ う。異業種技術の交換 交流結合に よって産

　　 業 は綜合的に合理化 され効率化 され高附加価値化 され るで あろう。特 に後 ・中進国の発展 と

　　 産業の国際的水平的分業化の方向 を慮る時,先 進国産業は異業種 交流に よる知識産業やシス

　　 テム産業の方向に向 う必要があ ろう。

　　　 異業交流に よる開発商品や 開発 シス テムの創 出`こは小回 りのきくシステムハ ウスが果す べ

　　 き役割は大きい。

　 ③ 　業際技術開発とシステムハ ウス

　　　 単一業種技術 と他 の単一 業種 技術 の結合を しよ うとする時その ギャップに介在する技術の

　　 開発が必要で ある,特 にシステ ムハ ウス はエ レク トロニクスの技術 と他の業種技術 との結合

　　 の場 こ於け る仕事即ちマイクロエ レク トロニクスを中核 とす る業 際技術の開発 にかsわ るチ
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表4-1　 業種別 一覧

　

楽

楽

業

業

業

　

築

事

事

事

事

　

建

工

工

工

業

木

木

築

気

工

設

土

土

建

電

管

建

●
製　造　業

　　食 料 品 工 業:缶 詰製造業　清涼飲料製造業　冷凍水産物製造業　水産練製品製造業　食用精製油脂製造業　味噌製造業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 めん類製造業　　　　　　　　　　 醤油製造業　酒類製造業　精麦業　製茶業　菓子・パン製造業　製始業　つけ物製造業

　　　　　　　　　　 製粉製造業　ソース製造業　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 '

　　繊 維 工 業:製 糸業 撚糸業 毛紡績業 製綿業 綿スフ織物製造業 網人繊織物製造業 合成繊維織物製造業

　　　　　　　　　　 毛織物製造業　毛布製造業　タオル製造業　メリヤス製造業　被服製造業　繊維製ロープ製造業

　　　　　　　　　　 漁網製造業　繊維製衛生材料製造業　染色工業

　　製材・木製品工業　製材業　合板製造業　木箱製造業　スキー製造業

　　家具 ・建具工業　家具製造業　木製建具製造業　木製キャビネット製造業

　　紙・紙加工品工業　機械漉和紙製造業　ダンボール原紙製造業　紙器製造業　紙製衛生材料製造業　紙製品製造業(ノ ート・

　　　　　　　　　　 封筒)

印 刷 ・製 本 業

化　 学　工　業
ゴ ム製品製造業

皮革製品製造業

窯

非 鉄 金 属 工 業:ア ル ミニ ウム合金製造業

鋳鍛 造 品工 業:鍛 工品工業

金 属 製 品工業:み がき棒綱製造業

機 械器具製造業:金 属工作機械製造業

電気機械器具製造業:産 業用電気機械器具製造業

輸送機械製造業:自 動車部品製造業

精 密機械 器具製造業:計 量器 ・測定器 ・試験機製造業

そ の 他 製 造 業:プ ラスチ ック成型工業

　　印刷業　写真製版業　製本業

　　染料製造業　石鹸製造業　塗料製造業　医薬品製造業　工業薬品製造業　接着剤製造業

　　ケミカル履物製造業

　　機械靴製造業　鞄 ・袋物製造業

業:建 材製品製造業　陶磁器製造業　ガラス製品製造業　ろう石・クレー製造業　石灰製造業　研削砥石製造業

　　研磨布紙製造業　砕石製造業　磁邸鉄器製造業 、

　　　　　　　　　　　　　 軽金属圧延業　軽金属製品製造業(ア ルミ製ナペ、ケットル等)　 伸銅工業

　　電線製造業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　鋳物工業

　　　　　　　　　　　作業工具製造業　鉄骨・製缶工業　プレス工業　ねじ製造業　ばね製造業

　　鋼製建具製造業　金属洋食器製造業　銅製家具製造業　ブリキ缶製造業　建築金物製造業　メッキ工業

　　熱処理加工業　 ドラム缶再成・修理業

　　　　　　　　　　　　金属加工機械製造業　産業機械製造業　歯車製造業　金型製造業

　 ,バルブコック製造業　ミシン部品製造業　内燃機関部品製造業　機械器具加工業

　　　　　　　　　　　　　　　 電球・照明器具製造業'通 信機器・同部品製造業

　　　　　　　　　　　自動車車体製造業　鉄道車輌部品製造業'自 転車製造業　船舶製造・修理業

　　産業用運搬車輔製造業

　　　　　　　　　　　　　　　　　 写真機・同部品製造業　時計 ・同部品製造業　医療用機械器具製造業

　　　　　　　　　　　　　マワチ製造業　眼鏡製造業(わ くを含む)　 楽器製造業

●

卸　売　業

　　繊 維 卸 売 業:織 物卸売業　繊維製品卸売業　繊維雑品卸売業

　　食 料品卸 売 業:砂 糖・食料品卸売業　生鮮食料品卸売業　酒類卸売業　缶詰・びん詰卸売業　菓子卸売業 ・

　　そ の他 卸売 業:靴 卸売業　ゴム履物卸売業　鞄・袋物卸売業　日用品雑貨卸売業　医薬品卸売業　金物卸売業

　　　　　　　　　　 紙・紙加工品卸売業　石油製品卸売業　『文房具卸売業　自転車卸売業　電気器具卸売業　化粧品卸売業

　　　　　　　　　　 陶磁器・ガラス器卸売業　家具卸売業
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小.売 業

　 繊 維製品小売業:呉 服小売業　紳士服小売業　婦人 ・子供服小売業　洋品小売業　洋品雑貨小売業　衣料品(総 合)小 売業
　　　　　　　　　 寝具小売業

　 食 料 品小 売 業1食 料品(総 合)小 売業　酒類小売業　精肉小売業　鮮漁小売業　青果物小売業　パン・菓子小売業
　　　　　　　　　 穀類小売業　茶小売業

　 身の回り品小売業　靴小売業　履物小売業　鞄・袋物小売業　医薬品小売業　化粧品・小間物小売業
　 燃料・石油小売業　石油製品小売業　燃料小売業

　 家庭耐久品小売業　家具小売業　金物・荒物小売業　陶磁器小売業　電気器具小売業

　 文 化 品小 売業　書籍小売業　文房具小売業　スポーツ用品小売業　時計・メガネ小売業　自転車小売業

　　　　　　　　　 カメラ・写真材料小売業　玩具小売業　楽器・レコード小売業

,

その他販売業

　 スーパ ーマーケッ ト

　 コンビニエンスス トア

　 食 鳥 肉 販 売 業

　 氷 雪 販 売 業

　 塗 料 販 売 業

　 木 材 販 売 業

　 建 築 材料 販 売 業

　 農 機 具 販 売 業

　 機 械器 具 販 売 業

　 機 械 工具 販 売 業

　 肥料 ・飼料販売業

　 自 動 車 販 売 業

　

葉

菜

業

楽

楽

葉

叢

黄

葉

楽

楽

葉

叢

　

　

グ

場

　
　

一
送

　

　

　

備

　

　

ン

　

　

　

運

　

　

.

ル

義

僕
食
篇

行
交
議

庫
容
容
館
・
眠

ピ

飲

ク

公

興

社

歩

一
倉

理

美

旅

ホ

自

一サ

■

一56一一



　 ヤンスが多 く,叉 これ なくしては真の応用発展は期し難い,シ ステムハウスは複合捗 術化,

　知識 産業化 時代での新 しい業種 として発展するに有利 な立場に立っている。

④ ファインテクノ ロジイ とシステムハウス

　　国 際社会に於 け る工業先進国としての 日本に とって ファインテクノロジイの期待 は大きい,

　 日本的 システムハウス業 界の発展 と繁栄はこの方向に大きく寄与す るもの と思 う。

4.2.2　 シ ステムハ ウス業界振興のための課題

　　マイク ロコンピュータ産業の振興を図るためには,次 の 基本方策が期待 され る。

　 ① 技術開発 の促進

　 ② 普及啓蒙の推 進

　 ③　人材 の養成

　 ④ 応 用援助体制の整備(シ ステムハウス等)

　 　ここで は,特 に システ ムハ ウスと直接 関係のある④につ いて,シ ヌテムハウス業の立場か ら望

　しい方策 につ いて述 べる。

　 {1)業 種 別ニ ーズの分析 と把握

　 表4-1に 示 したあらゆる業界,業 種に於 いてマイク ロエ レク トロニ クスの応用利 用が要望 さ

れ ているが どこか ら手をつ けてよいか多 くの方 々が迷 っているのが現 状である。 そこで業種毎に

その業 態業務の実状 を分析し,合 理化,効 率化,高 附加価値 化の 手段 方法にっ いて,叉 そのた め

のシステム改善,シ ステム開発,商 品 開発,設 備開発等についての方向を明 らかにする事がのぞ

　ましい。

　 その上でマイクロエ レク トロニクスの導 入応用技術の開発等につ いて対話す るのがのぞましい。

　 ② 　システムハ ウスの人材 投資への 支援

　 各方面か らの 応用ニーズに答えるために,シ ステ ムハ ウスの技術者 の質的向上 と共に量的 拡大

が急務であ る。 ほとんどのシステムハ ウスは仕事に忙殺 されているのが現状である。

　 しかしなが ら思い きった技術者 の増員には経費投資 を伴い経営基盤の弱いシステムハ ウスに と

っての頭の痛 い問題で ある。戦後産業 の復興 と発展のため生産設 備等の導入については種 々の支

援が 法的に与え られ て来た。今正に シス テムハウスに とっても知 識産業に とっても人的資源 こそ

は知識産業生産の財(設 備 とはいわぬが)で あり,マ イクロエ レク トロニ クスの全産業に与え る

効果が今や 各界に認識 されてい る時,何 らか の支援策 を講ず る事が急務で はなか ろうか?

　 {3}産 学協同

　 マイクロエ レク トロニクスの応用産業は研究者,技 術者の アイデ ィアや知識労働が主 となる産

業であ る。 また設備産業に比 して資本投資の軽い,知 識 集約産業で比較的に小 回りが効 く産業 で

ある。 システムハウスが 知識集約型技術集団であるな らば大学研究所 は,知 識 集 約型 研 究 技 術

集団で あり,そ の意味に於 いて極めて似た条件をもつ てい る。しかしなが ら,シ ステムハ ウスの

経営基盤 は弱小で あり,研 究への長期投資が出来に くいのみな らず,し ばしば 日進月 歩の技術 に
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っ いてゆけ ない場合がある,そ の反面商品の開発生 産への実技tこ 長じてい る。従 って大学研究所

とシス テムハ ウスは相補的であ り,産 学協同は極めて効果を発揮す ると思われる。(・例:近 畿シス

テ ムハウス協会 と自動制御学会との協 力関係が推 進され てい る。)

　 (4}マ イ クロエ レク トロニ クス,コ ミュニケーシ ョンプラザの設立

　 マイクロエ レク トロニクス応用の有効な促進iをはかるため,産 学官協同の コ ミュニ ケーション

プラザが設立 される事が望 ま しい。

β

■

●
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第5章 　 マ イ ク ロコ ン ピュ ー タ産 業育 成の視点

5.1　 シ ス テ ム ハ ウ ス 育成 の ため の経 済的視 点

■

　 はじめ に

　集積 回路技術発展過程の途上で,1971年 にLSIの 一 種としての マイク ロコンピュー タが商

品化 されて以来,僅 か10年 の 間に その応 用分野は急速に拡 大し,そ の人類社会に及 ぼす影響力の

大きさは,"第2次 産 業革命"と も言われ る程に至 って いる。それ に伴 って,そ の特異な技術的特

性 から,従 来 のメイ ンフレーム 中心の 「コンピュー タ産業 」 とは別に,　 「マイク ロコンピュー タ産 ・

業 」と呼ばれ る独立の産業活動分野が 形成 され ようとしている。

　そ の実態は未だ活 動的で あり,統 計的把握 も殆ん どな され得な い状態にあるが,こ の活動分野が

今後 の産業社会`こ占めるで あろう位置,更 にはそれがもた らすであろう社会経済的 インパク トの 大

きさを考える とき,そ の健全な発展を図る ことは,将 来の国民経済の発展 と国民福祉の向上にと っ

て極 めて重要な課題 の一つ となるであろう。

　その ような政策的課題 の検討に 際しては,そ の前提として,当 該産業の範囲や活動内 容につ いて

の概念を明確にす ること,他 の諸産業 か ら区別 され る経 済的 特性を明 らかにす ること,更 に産業 と

しての具体的 な ピヘ ィピアを実証的に把握す ること,な どの作業が不可欠 となる。

　本稿 は,今 後,こ の ような作業が進 められ る一つの足掛りとして,マ イクロコンピュータ産業の

概念 規定に伴 う経済 的特性の検討 と産業政策上の問題点を議論する際の枠組 みを考 えよ うとするも

のであ る。

5.1.1　 マ イ クロコン ピュー タ産業の範囲

　 {1)マ イ クロ コンピュー タ

　　まず,言 葉の定義か ら入ろ う。今 日,マ イクロ コンピュータは"マ イ コン"と 略称 され てお り,

　この"マ イ"が"micro-"の 他ce,"my"の 語 感を持つところか ら,そ の定義は益 々混乱

　を増 している状況 にある。 ここで は一応,次 のように規定 して,以 下の分析 の前提 としての概念

■

を明 らかに してお く。 LSI技 術 を用いてシ リコン単片 上に コンピュータとしての中央演 算

処 理機能 を持つ ように作 られた ものが 「マイクロプ ロセ ッサー」 であ り,こ れを中心 としてメモ

リー,1/0イ ン ターーーーフ ェー スの各機能をも含むように 作 られた ものが 「マイク ロコンピ ュー タ」

である。 この他 にも,異 った定義が 行な われている場合 もあり,例 えば,こ こで定義 した マイク

ロコンピュータはマイク ロプ ロセ ッサー と呼 ばれ る こともある。

　 このマイク.ロコンピュー タの1/Oイ ン ターフ ェースを介 して各種の機器が接続 され ることに

より,多 様なマ イク ロコ ンピュータ応用製品が作 られ るわ けで あり,例 えば,CRT(ブ ラウン

管)や キーボー ドなどの情 報 入出力装置が接合 され て単体製品 とな った ものが俗にパ ーソナルコ

ンピュータと呼 ばれてい るもので ある。従 って,こ の単体製品 を"マ イ(MY?)コ ン"と 呼ぶ
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な らば,そ れは本稿で定 義す る"マ イ(MY-)コ ン"に は属さない。

　 ② 　マイク ロコン ピュータ産業

　 このようなマ イク ロコンピ ュータは,集 積回路技術 が1/4イ ン チ角の シリコ ン単片中に数千

個のデバ イスを埋め込むまでに高度 の発展 を遂 げ ることに よって実現 された もので あるが,今 や

数十万個か ら百万個にも及ぶ集積度 を持 ったVLSIの 時 代に入ろうとしている。

　 これほ どまでに発展したLSI,VLSIを 製 造 し得 るためには,膨 大 な設備投資を賄い得 る

資本力と総合的な技術 力とを備えることが不可 欠で あり,更 に収益力 を維持 し得 るだけの製品販

路 を保 持す ることが必要となる。従 って,今 日,LSIの 一種 としての マイクロコンピュータの

製造企業は,わ が国で はすべて総合電機 メーカーと呼ばれ る大企業で あり,こ れ らは俗に"チ ッ

プ ・メーカー"と 呼ばれ ている。

　 マイク ロコンピュータ産業を形成 す る主 要な一翼 は これ らのLSIチ ップ ・メーカーであるが,

こ の企業 グループ をマイクロコンピュー タ応用機器メーカーに技術的に接合す る役 割を果す もの

として,新 たに 「システムハウス」 と呼ばれ る企業集団が形成 され てきて いる。 これは,マ イク

ロコンピュー タを各種の支援機器 と結 合す る ことに より,一 般に特定分野 に限定 され ない広汎な

マイク ロコンピュー タ応用製品を設 計 ・開発 し,生 産,販 売,客 先で のメインテナス等を行 うこ

とを主要業務 とするものである。そ こで は,ハ ー ドウェアとしての応用製 品の開発 だけでなく,

客 先の具体的ニーズに側した利用技 術,す なわちソ フ トウ ェアの製作も主要な業 務となることは

言 うまで もない。

　 これ らの二つ の主要な生産活動分 野に,CRT,キ ーボー ドなどの コンポーネン ト,更 に,表

示素 子駆動 回路,プ リンタ駆動回路　 A-D,D-Aコ ンバー ター,オ ペ レーシ ョン ・アンプな

どの周辺機器を製造供給する企業グループをも含 めて,マ イクロコン ピュータ産 業は次のように

構成 され ると考えられ よう。

　 A.{a)マ イ クロコンビ"一 夕製造企業(チ ップ ・メーカー)

　 　　 {b)応 用 支援機器製 造企業

　 B.　 　 マイク ロコン ピュー タ応 用専 門企業(シ ステムハ ウス)

　 ここで注意しなければならない ことは,同 じくマイクロコンピュータ産業 を構成す るもの と規

定されなが ら,AとBと はその生産活 動の性 格が全 く異 っている点である。 前者の グループは電

子応用装置 あるいは電 子機 器用部分品製造業 として製造一般 と何ら異った産業特性 を持つもので

はないが,後 者 の企業集団 は開発活動 を主要業務 とす るものであり,利 用技術の製作を も含めて,

そ の生産活 動の対象 は,い わば 電電情 報財"に ある と言 うことがで きる。 この点は,マ イクロコン

ピュータ産 業育成の政策的 論議 の上で も極め て重要な経済的合意を持つものであ り,こ れについ

ては章 を改めて検討す ることにしよう。

5.1.2　 システ ムハウスの経 済的特性

　 (1}開 発企業集団 としての性格
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　 前述 のように,シ ステムハ ウスの産業界の役割 は,い わ ば汎用部品 として大量生産され るマイ

ク ロコンピュー タを用いて,そ の機 能を新たな分野に適 用す る製品 を開発
,設 計 し,利 用技術 を

付加す ることによって広汎な分野のユーザーのニーズを満足 させ ることにある。 そ して
,ハ ー ド'

ウ ェアとして客先に納 入す る製品そのものは外注 によ って生産す るのが普通である
。

　 一般 の製造業 にお いて も,新 製品 開発活動 は日常行 っているところであり,技 術集約的産業に

おけ る程,そ の活動のパーフ ォーマンスは収益性 と成長性 を左右す る最大の要因の一つ とな
って

い る。そ して,そ こにおいて は,新 技術開発に対 する報酬は ,一 般に二様の 選択 的方法によって

得ることがで きる。一つ は,そ の新技術 を特許化して公開し,独 占的に技術使用 料を設 定するこ

とによりその使用料を得 て他企業にも使用 させる ことであ り,も う一 つは,自 社の開発 したその

新技術を 自社内に専有 して製品生産に使用 し,そ の製品市場 において独占的地位を獲得するとい'

う方法であ る。前者 の場合には,新 技術を購入 した企業が製品市場 での競争企業 とな り
,開 発企

業 にとってその市場 での利 潤は減少 する一方,新 たに技術使用料 が収益に加わ り,後 者の場合に

は.製 品市場において開発企 業としての独 占利潤 を獲得 す ることにな る。すなわ ち
,一 般の製造

業においては,こ の ようないずれかの方 法に よって新技 術開発のための投下資金の回収 といわゆ

るtt創 業 者利潤"の 獲得 とが図 られ るわけであ る。

　 ところが,シ ステムハウスの場合にはその主要業務はマイクロ コンピュー タ応用製品の開発,

設 計にあ り,一 般に は,そ れに基づいて特定製品の 量産活動 は行なわな い。(そ れを行 うに至
っ

た企業 は,既 に システムハ ウスとしての企業集団 からは離脱 し,一 般の製造業へ移行す る。)そ

れのみでな く,シ ステムハ ウスに よる新製品開発の成 果は,そ の技術的性格上,一 般に特許の対

象 とはならない。 また,た とえ特許の対象 とされた として も,技 術的変革の激 しく進展するこの

分野においては.特 許制度 の利 用そのものが現状においては無意味 なもの となる
。

　 この ように考え ると,シ ステムハ ウスに よる具体的な生産物 はマイク ロコンピュー タ応用 製品

に関す る設計図で あり,そ れに基づいて組立てられ た製品を客先の ニーズ1こ適合す る ように動か

すためのソフ トウェアで あ り,ま た客先において製 品の納入に伴 って提供 され る技術的サポー ト

である。そ して,こ れらはすべて需要面での不可専有性を持 った情報財 であ ることが判 る
。従 っ

て,そ れは 公共財的性 格を強 く持つ 財で あるところから,特 別の制度的 あるいは政策的配慮 なく

しては,自 由市場 において この種の生産活動 を私企 業体制の下に維持す ることは
,理 論的に は困

難であ ると言わなけれ ばな らない。新製 品の開発に よってある企業が市場で優 位を維持 し得 るの

は,他 企業 による模倣が行なわれるまでの僅かな期 間のみで あり
,そ の短期間にお いて開発 のコ

ス トを回収 しなければな らず,い ずれにしても,他 の事情 を考慮しない限 り,シ ス テムハ ウスに

とって経営 基盤 の確立を図 ることは容 易で はないという本質的な問題が存在す ると言え よ う
。

　② 　情 報財生産活動

　前項で,シ ステムハ ウス の生産活動 の本質はマイ クロコンピュー タ応用製品の開発という,い

わば ひ情 報財"生 産活動にあることを見た。すなわち,シ ステムハ ウスは この点において
,物 的

な財を生 産活動の対象 とす る一般の製造業 とは本質的に異 った特徴 を持つ ものであ り,こ のこと

か らシステムハ ウス独特の産業構造が形成 され,そ れ特有 の市場行動 も現 出される ことになる。
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また,産 業政策の面においても,こ の特性 を踏 まえた配慮 が必要とされ よう。このように,シ ス

テムハウスの情報財生産企業 としての特性は極 めて重要な視 点とな るため,以 下で はその内容 を

も う少 し深く分析 してお くことにす る。

　 まず,ひ 情 報"と いう概念について,そ の哲学 的詮索は別にして,経 済的分析に 必要な限 りで

考え ると,そ の 内容 は次の よ うに規定 され てよいであ ろう。一般的 な意味としては,情 報 とは「人

間の内心に生ずる認識現 象で あって,そ れに よって選択行動 の範 囲が縮少 され るもの」である。

そ して,経 済分析上,明 確に しておかねばな らない点として,第 一に,こ こでい う 「情 報 とは,

他 人 に伝達可能 な形 をと ったもののみ を指す ことにな るとい うことが指摘 され る。何故ならば,

われわれの規定か ら,情 報 とは 「受け手」の選 択行動の資料 となるものであるか ら,必 然的に伝

達され ることが予定されてい るからである。システムハウスの場合に実際に客先に納入されるも

のはマイクロコンピュー タ応用機器 とい う有体物 としての製品で はあ るが,先 に も述べた ように,

そ の製作自体 は一般に シス テムハウス外で為され るのであ り,シ ステムハ ウスとしての 「生産」

活動はその製作 を具体的`ご指示す る設計を考案 し,そ れを伝達 可能 な形に図面化 することであり,

客先に対する製品の使 用書を作成す ることである。そして,後 者`こは広義ではプログ ラムなどの

ソフ トウ ェア製品も含 まれ ると考えて よいであ ろう。

　第 二に,わ れわれのい う 「情報」 とは,人 間が選択行動を とるに当 ってその意 思決定の材料 と

なるものであ る。目的達成のために とるべき行動 が確定 している場合には,何 らの情報 も不要で

あるが,日 常の意 思決定に際 しては,ど の ような状態が発生す るかについての見通しが不確実であ

るのが一般的状況 といってよい。 このような状況の中で,意 思決定の材料とな るものが 「情報」

であ り,つ まり,そ れは目的 達成に奉仕す る手段 として役立 てられ る。 この情報の提 供によ って,

実 際に生ず る状態が完全に確定 される とは限らず,一 般には,不 確実性 の程度は減 っても完全に

は確定 しないのが普通であ る。 この点は,シ ステ ムハ ウスの情報生 産活動を,い わゆ る"シ ンク

タンク"な どによる社会経 済的予測情報の生産活動 と区別す る上に重 要な視 点とな る。

　 「情報」の証明の際に,そ の概念の中心には 「受け手」があ り,し か も 「伝達」とい う行為が

密着 している ことを述べたが,一 般的に情報の生産活動 とは,「 送 り手」 の側の認識行為か ら「受

け手」に 「伝達 」され るまで の一連 のプ ロセスか ら成 り立っていると考え られる。そ して,こ の

プ ロセスのなかにおける生産活動 の重点の相違に よって,情 報の生産活動 を二つに大別す ること

がで きる。一つは,「 送 り手」の認識行為に生産活動の重点が置かれているもので,狭 い意味の

情 報生産で あり,こ れを 「第1種 の情報生産活動 」 と呼ぶ ことにし ょう。 システムハ ウスの活動

は この範疇に 入り,そ の他 に一般の研究開発活動,コ ンピュー タ ・ソフ トウ ェアの作成,社 会経

済的調 査活動(予 測情報 の作成 も含 まれる)な どがあげ られ よう。

　 第二の情報活動 は,そ の重 点が 「伝達」活動に置か れるもので あり,こ れをわれわ れは 「第2

種 の情報生産活動 」と名付け ることにす る。 これ に属す るものとしては,電 信 ・電 話,デ ー タ通

信 などの文字 通り 「伝達」の みを業務 とす る活動の他に,　 「情報」を加工し伝 達す る教育,マ ス

コ ミ,出 版,広 告などを含め ることが できよう。
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　 (3)　 「情報」 の特性 とシステムハ ウスの位置付け

　 これ まで規定 してきた 「情 報」という新 しい財には,従 来の経済理論の対象とされていた 「財

貨 ・サー ビス」 とは異 った幾 つかの特性がみ られる。それ らめ中で,こ こではシステムハウスの

経 済的特性 を明 らかにするために必要 と考えられ る二つの性質のみに注 目す ることに し ょう。

　 その第一は,　 「情 報」に は一 般に 「不確実性」 が付随する とい うこ とであ る。その不確実性は,

「情 報」の生産 プロセスにおいてと,生 産 された 「情報財 」その ものの内容について との両面に

存在す る。つま り,情 報の生産活動においては,テ レビとか 自動車 の生産プ ロセスにおけるとは

違 い,一 定量 の人員 と資材 と生産設備の投入によって,あ る一定量の生産物が確実 に得 られ ると

い う保障はない。 この ことは,特 に基礎的な研究開発活動 などにつ いて考えれば容易に了解 され

よ う。 システムハ ウスにおいて も,過 去に蓄積 され たノウハ ウの利 用で きない ような漸新なプロ

ジ ェク ト程,生 産の不確実性 は大であろ う。この点,開 発 ・試作段階(こ れは 「情報の生産活動 」

である)を 経 て,量 産 過程 にある物的生産活動 においては,こ のよ うな不確実性 は殆んど存在 し

ない と言 ってよい(品 質管理技術の高度に進んでいるわが国では旬更であ る)。

　 また,生 産された 「情 報」がはた してどの程度の効用を需要者側 にもた らすか も一般には不確

実である。(こ の ことは,不 確実な状況の下ではじめて情報が意味 をもつということとは別の こと

であり,情 報それ 自体の不確実性で ある。)従 来の財貨 ・サ ー ビスの取 引に際 しては,そ の内容

に不確実性があることは許 されないが,今 日,経 済機構に組み 入れ られ てい る情報 とい う財に関

しては,そ の内容に不確実性の伴 うことがしばしば暗黙のうちに認 められた 上で 取引の対象と さ

れ ている。 上述 の 「情 報の生産」活動の分類について言えば,こ の ような 不確実性は 「第1種 」

の情報生産について高いと言え よう。　「第2種 」の情報生産活動は　情報伝達の正確性 と迅速性

を 目的 とす るもので あるか ら,そ の生産物(=正 確 ・迅速な情報伝達 とい う用役)に は,そ の取

引過程において不確実性 の存 在が黙認されているとは言えな い。すなわち,こ の点`こ関す る限 り,

「第2種 」の情報生産 活動 は一般のサー ビス生産活 動となん ら異 なると ころはな い。

　 このように 「第1種 」の情報生産は不確実性の高いもので あるが,そ の生産形態の特徴に よっ

てさ らに2種 類に分け ることが できる　一つは,生 産 され る情 報財 の内容がその性質 上,実 験可

能 なものであるため,一 般に十分なテス トを経て生産 され るものである。これは 自然科学的情報

であ り,研 究開発活動の成果,建 築設計,コ ンピュータ ・プ ログラムなどが この種の情報財に属

す る。 これに対 して,も う一方は,そ の性質上,実 験不 可能な もので あるところか ら,生 産過程

で十分なテス トが行なわれ ないまま市場に送 り出され る情報で ある　社 会科学的情報はす べて こ

れ に属し,社 会科学の基礎研究,社 会経済的 予測,経 営コンサルテ ィングなどがその具体例であ

る。

　 ところで,〉 ステムハウスの活動 につ いてみ ると,そ れ は性質上,実 験 可能なものであるか ら,

当然,　 「第1種 」の情報生産中の前者に属す ることにな ろう。 そして,そ の製品は客先の要求を

満すべ く,相 当のテス トを経て納入 され るに相異ない。 しか し,そ の過程を経ても,な お,客 先

の要求 を完全に満 し得 ないことも生 じ,そ の際には,そ の要求 基準を満たす べく,再 度,製 品の
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改良が要請 され ることも少な くないであろ う。 この よ うに,シ ステムハ ウスにお いては,そ の生

産す る情報財が 実験可能 な性質をもつが故に,市 場で の取引にお いて,製 品 として の不確実性 を

可能な限り除去す ることが要求され る という厳しさがつきまと うことにな る。これ に対 して,同

じ 「第1種 」の情報生産活動であ っても,い わゆるシンクタンクの製品 は,そ の性質 上,実 験不可

能で あるた めに,取 引に際 して,そ の内容に不確実性 の伴 うことは暗 黙の うちに 当事者間が了解

され ていると言える。

　以 上の不確実性 ということと共に,　 「情 報」のもつ第二 の特性 は,そ の公共財的性質 である。

この内容は,マ スグ レープの いわゆ る 「非競合的性格」(nOn-riValneSS)を 「情報」と

い う財がもっているとい うことであ って,特CC「 第1種 」の情報,た とえば研究開発,コ ンピュ

ー タ ・プ ログラム
,自 然 ・社会科学 の基礎研究などに顕著 に認め られ る性 質である。す なわち,

これ らの情報財は,同 時 に複数人が 用いることがで き,ま た,同 時に複数人に供給 され ることが

で きるという性質 をも ってい るのである。 システムハウスの製品も同じ性 質 をもっ ことに気付か

れ よう。 「第2種 」の情 報に属す る電信 ・電話,教 育,マ ス コ ミなども,電 力,ガ スな どの典型

的な公共事業に よって供給 される準公 共財と類似 の性格 をもつ もので ある。

　 以上,情 報財の生産活 動という側 面か ら分析 した ところからシステムハウスを位置づ けると次

の ように整 理す るこ とがで きるで あろ う。そして,こ の視 点は,シ ス テムハウスのもつ経済的特

質を明確にすると共に,進 んで マイク ロコンピュータ産業全体の産業 組織分析を行 う際 の枠組 を

提供することにな るであ ろうと共に,産 業政策を論ず る際の一つの理 論的 な背景 ともな り得 るも

のと考え る。

　　 情報財の生産活動

{D　 「第1種 」の情報生産(「 送り手」の認識活動に重 点あ り)

　 (a)実 験 可能なもの(自 然科学的情報財)

　 　(α)特 許 の対 象 とな るもの

　　ψ)許 許 の対象 とならないもの

システムハウス

　㈲　実験不可能なもの(社 会科学的情報財)

　　　　　　シンクタンク

qi)　 「第2種 」の情報生産(「 伝達」活動に重点あり)

`

}

5.1.5　 育 成策の視点

　 (1)マ イクロエ レク トロニクス普及の仲介者

　　これ までに見て きた ように,マ イク ロコン ピュー タ産業 として考 え られ る企業集団は,そ の生

産活 動の経済的特性 とい う観点か ら,LSIを 量 産 するいわゆ るチ ップ ・メーカーお よびマイク

　ロコンピュータ応用支援 デバイスの供給企業 の集団,こ れ らのLSIお よ び支援機器を用いて客

　先のニーズを満たすマイク ロコン ピュータ応用製品 を開発,設 計す るこ とを主た る業務 とす るい
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わ ゆ るシステムハウスの集団,と い う二つの企業集団に大別され る。そして,前 者は応用電子機

器製造業 として一般の製造業 と,そ の生産形態 上,な ん ら異 った ところはなく,高 度先端的技術

産業 としての特質はあるものの,従 来の産業政策 と大きく異 った視 点は存在 しない。

　 これtc対 して,後 者 のシステムハ ウスは前章でやN.詳 しく検討 した通 り,そ の生産す る財が本

質的に不確実性と公共財的性格を有する情報財 であって,し か もそれが実験可能な性質をもつ故に,

製 品 内容の不確実性を極力除去す ることが要請される一方,通 常の 工学 的研究開 発活動 と違 って

その製品を特許 の対象 とするこ とがで きない。 という企業 として多 くの困難な条件を抱えている。

しかも,急 速に高度化す るマイクロエ レク トロニクスを各種 の応 用製品の開発活動 を通じて一般

産業界へ伝播す るという重大な使命 を担 うに至っている。

　 したがって,マ イク ロコンピ ュー タ産業 全体に対する産業政策 とは別 に,こ の産業内部での成'

果 の再配分 とい う視点か らのシステムハ ウス育成策が検討 され る余地があるで あろう。それ につ

いては,シ ステムハウスとしての活動 をいわばアクテ ィビテ ィ ・ベースで とらえ るだけで なく(活

動 ベースでみ るならば,独 立システムハ ウスだけでなく,大 企業 チ ップ ・メ ーカ ー内においても,

応 用機器メーカーにお いても同様の業務 は行なわれている)。 いか なる企業 ベー スで,い かなる

目的で その活動 が行なわれているかによって,そ の政策的対応 は異 ったもの とな うねばな らない

であろ う。

　② 　情報財生産企業 に対す る制度 的配慮の必要性

　 マイクロコン ピュータ産 業のなかでシステムハウスは,マ イクロコン ピュー タ応 用製品の開発,

設 計を継続的な業務 とする ものであ り,情 報財生産 企業 としての特質 をもつもの である。 したが

って,そ の生産資源は,開 発要員た る技術者 とノウハウの蓄積 のみである と言 って よい。一般の

製 造業 におけ るような工場や土地,機 械設備 という有形固定資産は一般に殆んど保有しないし,

生 産形態の 上か らはその必要もない。

　 その一方で,前 章で述べた如 く,そ の生産過 程には絶 えず大 きな不確実性が伴 うところか ら,

余 裕をもった安定的な資金供給が必要とされ る。

　 ところが,有 形固定資産 の欠如,生 産内容の不安定性 というこれ らの二つ は,特 に我が国の金

融機構 の下では,企 業の資 金導入に際 して最大 の不利 な要素 とな る。 まして,斬 新な アイデアが

製 品化 され ても特許の対象 とはな らず,技 術革新の急速な中に あっては,開 発へ の投 下資金を回

収 し得 る期間は,他 企業に よる模倣が行なわれるまでの僅かに しか過ぎず,十 分な内部資金の確

保は,現 状では殆んど期待 し得ない と言えよう。特にノウハウの蓄積 の乏 しい企業 にあっては,

企 業 の存立を維持し得 る条 件は殆ん ど存在 しない と言って過言ではないであ ろう。

　 このことは,生 の市場機構の 中で,不 確実性 と公共財的性格 をもった財の生産活動 をする企業

に とって,い わ ば必然的な帰結 とも言い得 る。 したが って,特 に国民経済的 見地か ら産業社会全

体 のパフ ォーマ ンスを考え るとき,シ ステムハウスに前項の ような役割 を担 うことを期待すると

す るならば,特 に資金 供給面につ いて,制 度的 配慮が必要 とな るであろう。

　③ 　開発企業 としての配慮
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　 しか し,特 定産 業の保護 政策は,保 護の時点においては常`こ国民の負担の上に行なわれ るもの
'
で あることを忘れる ことはで きな い。 したがって,何 らかの保 護 ・育成策 は,当 該産業が見通 し

得 る将来 の うち`こ,国 民の負担になる保護の コス トを回収 し,更 にそれ を上廻る便 益を国民に も

たらすものでなければならないこ とは言 うまでもない。

　 そのために は,シ ステムハ ウス につい ては 開発 企業 としての特性 を考 慮した育成 策が検討 され

てよいで あ ろう。すなわ ち,そ の生産プロセス は,性 質 上,不 確実性 を伴 うと共に,創 造性に対

するインセンテ ィブを維持す る ことが 必要で あるか ら,た とえば,融 資に対する一定期間の成果

を踏 まえて次期の融資を決定するとか,低 利融資の コス トを成 功報酬 として回収す るとかの方法

などを組 み合せ て適用す ることも考 えられてよいであ ろう。

　 また,一 般 の市場メカニズムの下では,高 度 な創造性 を達成す る開発活動ほど開発企業にとっ

て報われ るところは少なくな りがちである。 これ は特許 制度で保護 されてもそ うであ る。 その理

由は,開 発活動の成功によって開発企 業に よって新たに生み出 された社会 的便益 は,革 新性の高

い成 果における程,そ の一部が消費者余剰の一部 として企業外に流 出す るか らである。 したが っ

て,シ ステムハ ウスの活動に革新 力を維持す るために は,高 度 の革新性を狙 う企業活動 に対 して

は,更 に特別の政策的配 慮が 必要 となろう。

ら

5.2　 シ ステ ムハ ウス 育成 の ため の 法 律的 視 点

5.2.1　 マ イク ロコンピュー ダ業界 にお けるシステムハウスの現状の 当否

　 〔1}　シス テムハ ウスの現状 の概要

　　システムハ ウスについては,こ れを定義づけ る入の間で若干 の差異 はあるが,要 はマ イクロコ

　ンピュ一 夕ー と自らの開発力 ・技術力を結合 させる企業であ り,そ の意味では一種 のOEMに 属

するが,コ ンピューター業界 にあっては,通 常言わ れるOEMに 比 し,研 究開発力を有 し,新 規

　の応用製 品を創造の規模が小 さい企業 とい うことになろう。従 って コン ピュー ター業界にあって

　は,チ ップメ ーカ ーと,応 用製造業乃至エン ドユ ーザーの間にあ って,利 用者,(中 間 的ユーザ

　ーである応用製造業者 も,エ ン ドユーザーも含めて)の ニーズに応 じ,マ イクロコンピューター

の応用製品 を創造す る技術 力を有する一方,そ の製造 の規模が小 さい企業 とい うことになろ う。

従 ってコン ピュー ター業界にあっては,チ ップ メーカーと,応 用製造業乃至エン ドユーザーの間

　にあって,利 用者,(中 間的 ユーザーである応用製造業者 も,エ ン ドユーザー も含 めて)の ニー

ズに応 じ,マ イクロコンピューターの応用を技術的に支援する ことを主 たる業務 とする企業であ

　る。 またこの業界における地 位から,そ の開発分野 も特定の狭 い範 囲に止 らず,多 方面 に亘 った

開発 力,企 画力が要請 され ること ～な る。

　一ズに応 じて,マ イクロコ ンピューターに 自らの技術力,開 発 力に よる付加価値 を与えて製造す

　る ということは,そ れが大量生産品に化して行 けば,い わゆ るOEMと な ってしまい,シ ス テム

　ハ ウスとい う概念 を有す る企業か らは逸脱 して行 く。 シス テムハ ウスがシステムハ ウスであるた

■
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めには,開 発 し,製 造する製品が少 量の生 産に止 らざるを得ない。 これは,マ イクロコンピュー

ター業界 にお いて,OEMに 対す るの とは異ったユ ーザー側 のニーズが あるか らであろう。即ち,,

一 個 のニーズにおいては,他 と異 った創意 の開発が要請 され るが,そ の結果 としての製品の必要

量はさ程多 くないという場合と言えよ う。 また,却 って企業規模が小 さいが故に,かSる 要請`こ

応えられ るとも云 えるもので,大 規模 企業にあっては,一 般の業界に通 じて云え るように,少 量

生産 は却 って不適 当で あり,ま た顧客の要請 に充分応 え切れないという面があ ることはよく知 ら

れていることであ り,かyる 大規模 企業で賄 い切れ ない面を補 完する効用を有 しているとも云 っ

てよい。

　 しか も,シ ス テムハ ウスはソフ トウ ェアハ ウス と異 り　ソフ ト面,シ ステム面で の研究開発 と,.

製 造 とが 一体化 してい るところに特色があ るが,こ のことは,本 質的に小規模 企業 たるシステム ・

ハ ウスに とって は製造の リスクを回避す ることが大規模企業に比し,よ り切実な問題の筈であり,

従 って,顧 客の要請による研 究開発 とい っても,顧 客の潜在的要請を先取 りし,自 主的開発を先

行 させ,需 要 を喚起す るとい う事業遂 行方法は著る しい企業存 立上の危険 を伴 うた め,宿 命的 に,

顧客 の注文に よって研究開発 を行い,そ の結果を製品化 して顧客の注文の要請に応 えて行くとい

う方向に進まざるを得な いことは充分予想され るところで ある。 しかしながら,シ ステムハ ウス

の特質の一つは,そ の開発力であり,こ の開発力が,顧 客の具体的注文に対 してのみ発揮 し得,

先 取的な 開発が企業的`こみて,決 して容易ではない ということは,シ ステムハ ウスの有す る大 き

な問題点であ ろう。

　 またシステムハウスはその業態か ら,い きおい多品種少 量生産の形 態を とらざるを得ないであ

ろうが,こ の ことは,単 に システムハ ウス`こ限 らず,宿 命的に多品種少量生 産 を強 いられ るすべ

ての企業に共通の 問題点も システムハ ウスが抱えて いるで あろうことを予測 させ るものである。

　 (3}マ イ クロコンピュー ター業界の発展 とい う見地 か らのシステムハウスの地位

　 以上述べた システムハ ウスが,マ イクロコンピュー ター業界全般において,そ の発展のため少

か らざ る役割を果してい るこ とは否めない。

　 即 ち,既 製 商品的な性 格でなく,注 文に応 じて研究 開発 を自 らの手で行い,し か もそれを自ら

製品化す る という業態が存す ることは,マ イク ロコンピューターの利用 の方向を固定化せず マイ

ク ロコンピューターの多用化 を図 る上で極めて貢献度が大きい と云わ ざるを得ない。

　 マイクロコンピューターという高度に進化 した技術分野にあ っては,そ の利用者は必ず しも専

門知識を充分保有 しているもので はなく,そ の利用`こ対す る要求はあ っても,既 存製品によるい

わ ば与えられた効用を利用す るのではな く,自 ら求める要求 を満す ために,自 らの技術 力では解

決 し得 ないでいるという需要が存す ることは当然で,こ れ ら需要をコン ピューター業界において

顕在化 させ,マ イク ロコン ピュー ターのユーザーと化 して行くことが システムハ ウスの役割 とも

云え るものであろう。 そして,場 合に よれ ば,そ の開発の結果は,単 にその注文主のみならず,広

く利用化 され ることもあ り得 るで あろ うが,こ の場合は,そ の生産そのもの はいわゆ るシステム

ハ ウスの行 う生産の範囲を越えて行 くであろ うが,マ イクロコンピュー ター業界の発展に貢献す
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る一 面である ことは明 らかで ある。

　 しか しながら,シ ステムハ ウス本来の役割 と業界への貢献は,先 に述べ た,マ イクロコンピュ

ー ターの利用の多様化にあ ることは勿論であり
,か 、る顧客のニーズに対す る充足 並に需要の喚

起が,マ イク ロコンピューター業界全 般に とって重要であることは多言 を要 しないところである。

この 点を強調 して考えれば,顧 客 に一 定の要請が生 じてか ら,こ れに 自 らの技術力 ,開 発力 をも

って応 じて行 くことも重要であるが,更`こ システ ムハウスに望む ところは,積 極的な先取り的開

発に より顧客のニーズを醸成 し,需 要 を積極 的に喚起 して行 く ということで あるが,単 に開発 力

を利用 した,ソ フ トやシステムのプ ランニ ングに止 らず,当 該開発商品の生産まで行 うシステム

ハ ウスが,そ の リスクに耐え難い ことか ら,かsる 業界全般 からの要請 に充分応えて行けるか否

かの 点が,コ ンピューター業 界におけ るシステムハ ウス の抱え る大きな問題点であ ろう。

　 (4Vマ イク ロコンピュー ター業界 におけるシステムハ ウスの 置かれ た立場

　 シ ステムハ ウスの特性 か らみた場合,そ の企業 規模が小規模であるこ と,さ らに,そ の特性 を

最 も特色づけ るのが開発 力であるとい うことは,マ イク ロコン ピュータ業界に おけ るシステムハ

ウスの立場を微妙なもの としていることは否 めない。 システムハウス に対する理念 的な存在価値

はとも角として,現 実の企業 としてみた とき,シ ステムハ ウスの前述 の特性は 企業力の弱 さとし

て現われて来る危険が大 きい。その資産性か ら考 えれば,本 来最もシステ ムハ ウスにとって重要

な開発力も,そ れ のみで は資産価値は少く,殊 にその開発力の淵 源は企業に所 属す る人 々の属人

的なものであ り,企 業の資産 として計測 し,あ るいは把握 しがたいもので ある。 このことは結局,

そ の業務の内容に比 し,資 金調達 力の脆弱さを生み企業の活動力を減殺 す る結果とな ろう。そ し

て,そ のシステムハウスの開発力に着 目しての顧客か らの注文による事業活動が中心 とい うこと

になれば,我 国の企業構造か ら云 って強者に吸収 され,あ るいは系列化 され る とい う可能性 を常

に有してい るといってもよい。他の企業,そ れがユーザー側 であるか,チ ップメーカーの側であ

るか を問わず,吸 収され或は系列化 され るときは,特 定分野に偏 重しない 。 コンピューター利用

の多様化にその存在価値 を有 するシステムハ ウスとしては,本 来 の存在価値 を失い,あ るいは著

るしく減少 させ てし まうことにな る。現状において多数 のシステムハ ウスが競争社会を構成 して

いることか ら,一 つ のシステムハ ウスが有す る開発力,ノ ウハ ウ等を,企 業の吸収乃至系列化に

よって,他 企業が取得 し,そ のシステムハ ウスがシステムハウスの意 義を失 っても,シ ステムハ

ウスの存在の必要性は,他 に システムハウスが多数存 在してい ることに より充分充足 されるもの

で あって,個 々のシステムハ ウスの存 続についての顧慮 はそれ 程期待 しうるものではな い。殊に

前述のようにシステムハ ウスの業界の動向が,自 主的 開発 より,顧 客の具体的注文に応 じた開発

・製造に傾斜して行 くとす れば
,一 層この危険は大 とな って行 く。

　(5)シ ステムハ ウス業界の育成の可否

　以 上述べた システムハ ウスの現状は,マ イクロコンピューター業界におけ る貢献度 と,個 別的

にはシステムハ ウスとしての存在価値が失われて 行く危険度が表裏をなしてお り,・一方,シ ステ

ムハウスに期待 され るマイクロコンピュー ター業 界に対す る貢献が,充 分果 され ないという危険
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性 も有してい る。

　 しかしなが ら第 一には,そ の業 界が,そ の属す る業 界全 般に対して有意義な貢献 をなすために

は,当 該 業界における適正な競争を背 景とした自立的な活発な活動 をなす ことが必要であること

は云 うまで もな く,前 述のシステムハウス業界の有する危険は,マ イクロコンピェ一 夕ー業界全

般に対す る貢献度 を大き く減殺 させるものに他 ならない。 この ことはマイクロコンピューター業

界に とっての損失で ある詐 りでな く,マ イク ロコン ピュ ーターの多様的な利用が不 可避な我国産

業界,経 済界ひ いて は我国全般に とっての損失につながるもので あ り,し か も,こ の危険の淵源

が・個 々のシステムハウスが個別に有するものでな く,シ ステムハウスなる企業が構造的に有す

ることであることか ら考 えれば,こSに 何 らかの政策的 ,立 法的 な保護育成策が考え られ なけれ

ばな らない。

◆

5.2.2　 システムハウスの保護 ・育成 の対策と問題点

　　(1)シ ステムハ ウスを保 護 ・育成すべ き問題点

　　システ ムハウスの現状 の問題点は上述 のとお りで あるが,シ ステムハウスの保護 ・育成 とい う

面か ら,こ の問題点の所在を要約すれば,シ ステムハウスの特性がマイクロコンピュー ターに 関

す る応用力 ・開発 力を武 器と した小規模企業であるこ とか ら生 じた企業力の脆弱さに帰すると云

　ってよい。従 って・ この企業 力の脆 弱さをカバ ーし,マ イクロコンピュー ターに関す る応用力 ・

開発 力を充分発 揮せ しめること,こ のための障害 とな る要因を除去し,あ るいは発生 を予防す る

　ことが,シ ステムハ ウス の保護 ・育成策の要 となるこ とは云 うまでもない。

　 (2}シ ステムハ ウス保護 ・育成に関す る行政的 対策

　　システムハウスの企業力の弱さの大きな原因が資金調 達力の欠如にあることは前述 した とお り

であ る。 この原因は,多 くの システムハウスが,企 業創立の由来から云 っても主 として技術者集

団であ って,通 常の企業に比 し一般管理能力が充分 と云え ないということもあるが,何 と云 って

も担保 カー与信能カ ーの弱少 さにあると云え よう。 この点は,我 国産業界全般の立場 か らすれば,

一特定業種の問題で あるため
,そ の金融問題,会 社組 織上の問題を立 法的あるいは法 律的に解決

す ることは,現 行の 法秩序体 系か ら云 っても困難 なことで あり,あ る分野の産業の保護育成 とい

　う産業政策 上の見地か ら行政的に解決す る他はない。勿論,行 政的体策 とい っても,単 純に補助

金 とい うような形で の対応は種 々困難であろうが,公 的金融機関による融資方法の検討等が 必要

とな ろう。 このような方 法を講ずることは反面,行 政監督の必要が生 じようが,却 って行政によ

る指導監督は,後 述 の法的対策 とも関連 して来 るが,会 社の組織 的安定の確 立,業 界形式による

相互保 証,互 助組織 の導入等に力を貸す ことともなろ う。かSる 行政の指導監督が,シ ステムハ

ウスの生命 ともいうぺき,創 意に係 る開発力や応用 力を減殺す るものであ ってはならないことは

勿論であるが,コ ンピューター業界全般の中での弱小企業た るシステムハ ウスの重要度を考え る

とき,我 国の産 業界全般の一般的傾向か ら云 っても,あ る種の行政の介入 は不可避のことであ ろ

う。 もっともこの ような措 置を講ず るために は,シ ス テムハ ウスが個々に何 らの関連 もなく無秩
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序に乱立している状 況であ ってはな らず,行 政 の介入を円滑に受 け入れ,か つ行政の指導監督を

正当に意義 あ らしめ るため,シ ステムハウスの秩序 ある集団,即 ち実 効性のあ る業界の形式がな

され なければならないで あろう。

　 (3}シ ステムハ ウス保護 育成 に関す る法的対策

　 シ ステムハウスの保護育成 につ いて,法 的立場か らみてもい くつかの問題 点が存す る。その中,

特 に重要であ ろうと思われ る点を二三指摘する。

　㈹ システムハウスの存在意義 については種々前述 したが,シ ステムハウスの生命線とも云 うべき,企 業の

　重点は,マ イクロコンピューターに関する応 用力 ・開発 力であると云って差し支えない。従ってシステムハ

　 ウスという企業にとって,そ の行う事業 の中,自 らが研究 ・開発して得た成果が極めて 重 要なものであ

　 ることは明らかである。このため,研 究 開発の成果,い わばそのシステムハウスの創意と云うべきものは,

　 そのシステムハウスの重要 な資産である筈であ るが,こ れ に対 す る法 的な保護 は極めて薄い

　 と云わざるを得 ない。一般に我国実定法において,創 意 工夫の保護は無体財産権,工 業所有権

　 として権利 の確立をみている部分 もあるが,概 し て我国におい ては技術上の創意 工夫を含 め,

　 知的所産について保護の薄 いことは多 く説かれている ところで ある。近時の知的所産の一部 と

　 して概念が我国に導 入された いわゆ るノウハ ウにしても,法 的保護は無 いに等 しい状 況で,契

　 約行為,物 理的 ・人的管理 保全措置に よって,当 事者が その事実上の保護に努 力しているのが

　 現実で ある。 システムハ ウスの知的 所産である研究開発 の成 果にしても,現 在の実定法の上か

　 らは,充 分適合す る保護規定はな く,む しろノウハウに近 いと云わ なけれ ばならない。 このよ

　 うに,そ の重要な資産であ る研究 開発の成果 に,充 分な法的保 護の存 しないということは,シ

　 ステムハウスの企業力を一層弱め ているもので あり,こ れに対す る保護の制度を立法化するこ

　 とが急務であろう。特許 権の如く,確 立され た権利 となれば,こ の権利 自身が担保 力を有す る

　 こと 、なり,資 金調達力の面で も有 用で あろうし,ま た後述の取 引関係においても,あ る程度

　 の優位性を保証 しうることyな ろう。

　 (B)次 に システムハウス は企業が小規模であることか ら,取 引 上においても問題 が生ずるがそ

　 の以前に,技 術者集団の性格か ら,契 約行為に対す る認識 に不確実なところが ある ことが充分

　 予測 され る。殊に受注の契約等にお いては,行 為 の内容だけ に,単 純な物 の売 買,製 造の委託

　 等と異 り,明 確に契約内容を文書化す ることが困難な ことは理解 しうるが,契 約上の暖昧さが

　 後 日の トラブルを招来す る危 険が大きい。従 って特定部分の表現は別 として,一 般条項につ い

　 ては,業 界において約款的な契約形式 を検討すぺきであろう。 契約の暖昧 さの 不利 益は,取 引

　 の流れの中におけ るシステムハウスの地位,力 関係等によって,結 局 システムハ ウスに帰せ ら

　 れ る危険が大きいことSな ろう。

　 〔(⊃　取引の流れにおいて,そ の当事者 の力関係は,取 引の形態,内 容に大 きな影響 をもた らす

　　ことは単にマイク ロコ ンピュー ター業界に限 ったことではないが,シ ステムハウスがユーザー

　 の注文に多くを依存し,ま たその傾 向が益 々大 となる状況では,取 引におけ る力関係が極め て

　 大 きな問題 となろ う。殊 にシス テムハウス側の武器が開発力で あって,そ の成 果が前述のよう
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●

　に法的 保護が薄いとい うことは,こ の傾向に一層拍車をかける結果 となろ う。これが極端にな

　れ ば,　 「私的独占の禁示及 び公正取引の確保に関する法律(い わゆ る独占禁止法)」 に云う不　 '

　 公正取 引としてシステムハ ウスに保 護が与えられる場合もあろ うが,こ の ような段階に至 らな

　 くとも,取 引におけ る強弱の関係か らの何らかの立法措 置が講ぜ られ る必要があるかもしれ な

　い。ただ この点は取 引の実情を充分把握 し,解 明 した上でなければな らないことは云 うまで も

　ない。(取 引の 強弱関係か らした保護立法としては下請代金支払遅延 等防止法等幾つか の例が

　あ る)

　　 また取引上の優位を利用 し,シ ステ ムハ ウスの開発力吸収のための企業の吸収乃至系列化の

　動 きが著 るしいものとなれ ば,あ るいはそのおそれが強 いときは,現 行の独占禁止法にも二三 哨

　の例があるよ うに,株 式保有制限,役 員派遣の制限等も考慮す る必要があ るか もしれない。

　　ただ,本 節 の立法措 置は,一 方で は取引自由原則を制限す るもので,み だ り`こ立法化すべ き

　こ とではな く,あ くまで,シ ステムハ ウスの取 引上における立場の 実態 を充分把握 し検討して

　か らでなければならない ことは云 うまでもなく,我 国法体 系の上か らは軽 々に結論を出すべ き

　性質の ことで はない。

D)近 時,コ ンピュー ターの作動が誤 り,あ るいは作動 しない事故が発生 し,種 々の混乱 を来

　た している。 現在の コンピューターの利用度か ら考えるとき,コ ンピュー ターの事故に より生

　ず る事 態は非常に深刻で あり,今 後 もよ り一層重大な事態に至る可 能性 もあ る。 この場合の損

　害 額は,コ ンピ ューターの本来的効用 ・利用実態からみ て,極 めて甚大 なものとな る可能性が

　ある。 万一,シ ス テムハ ウスの責に帰すべ き事 由か ら,かX・ る事態 が生 じたときは,当 該シス

　テムハウスが当然 その損害 を賠償 しなけれ ばならない。 しかしながら今 日の システムハ ウスの

　現状か らみて,こ の ような事態に対処 し,賠 償能力を有す るシステムハ ウスは恐 らく数社を数

　えるだけであろう。 しかし,こ のよ うな事故を発生せしめないことが第一で あることは云 うま

　で もないカ～ 万一不幸に して生 じた とき,損 害の賠償を含めた事故処理の円滑な遂行がマイク

　ロコンピュ一夕ーについての社会的信頼を保持する唯一 とい ってよい方法であるが,企 業力か

　 らみて,こ れ を負担 しきれ ない ときは,種 々の混乱を生ずる詐 りで なく,単 に システムハウス

　のみな らず,マ イクロコン ピューター全般 についての信用不安を生 ぜ しめ る可能性があ る。従

　って,こ のよ うな対処 の方策 としては,保 険制度 を導 入す る他 ないであろうが,各 システムハ

　 ウスが個別に 契約す る保険で は,賠 償に対処 しきれないか,あ るいは平常の保険料 負担が著 る

　しく不経済なもの とな るかのいずれ かであろ う。

　　 この点の打開策 としては保証保険制度や 損害保障制度 を立法化す る必要が ある一方業界形成

　に より,業 界全体 でこれ を受 入れ対処す るため,相 互保証や,業 界全体に よる保険加入の方法

　を講 じ,立 法措置`こよる制度 を受入れ る体制を確立 してお く必要が あ ろう。

　(3}シ ステムハウス保護育成対策の要点

　以 上述べたよ うに,シ ステムハ ウス の保護育成が重要で あり,そ のため,行 政上あるいは法律

上の問題点をい くつか例示 したが,そ の解決策の基本 として存す るの は,シ ス テムハ ウス業界の
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形式であり,脆 弱企業で あっても,集 団化し,業 界を形成す るこ とに より,脆 弱性が稀薄化し,

い くつかの問題点が克服 し うる ことsな ろう。 そして最 大の弱点で あ る資金調達 力にしても必要

に応じ立法措 置を講じながら互 助組織 としての相互保 証等の方法を導 入して改善 して行くことが

できるで あろう。なお,業 界を形成す るについて,如 何 なる性 質の,如 何な る目的 の業界を形成

すべ きかが問題 となろうが,業 界を形成 す る以 上,シ ステムハウスにとって有益な諸 々の 目的 を

掲げることはとも角としても,そ の最大の眼 目を,相 互保 証の目的にお くことが重要であろう。

5.5　 マ イ ク ロ コン ピ ュー タ産業 育 成の ための 組 織 的 考 察

5.5.1　 創造的知識集約化の 担い手 一 マイ クロコンピ ュー タ産業 一

　　『80年 代 の通商産業 政策 ビジ ョン 』は,80年 代 の望 ましい産業構造 の方向 として,「 高次

　の技術 と創造性 豊かな労働力が結集 された 『創造的知識 集約化 』をあげてい る。 この方向に沿 っ

て 『80年 代 の産業構 造の展望 と課 題 』は,80年 代 の産業構造 を(11エネル ギー,(2肢 術,{3〕設

備投資,{4雇 用 に関連 させ て分析 している。そのなかで本報 告 ととくに密接に関係するのは(2肢

術 と産業構 造で あるが,要 約 してつ ぎのようにいっている。 「1980年 代 におけ る産業構造の

　創造的知識 集約化を推 進す る原動 力とな るの は技術革新で ある。 これ までの我が国経 済の発展過

程において も技術革 新の果 たしてきた役割には大 きいものがあ ったが,1980年 代においては,

我 が国は 「技術立国の理念 を掲げ,自 主 的,創 造的 な技術革新によって産業構造の創造的知識集

約化を強力に推 し進めていかな くては ならない。」 この主張は,そ の ままマイク ロコンピュータ

産業育成 の視 点につなが る。 というのは,産 業 の創造的知識集約化 を実現するには,労 働,資 本,

エ ネルギーとい った生 査要素に加え,い まや 「情報」 とい う新たな生産要素を有効に活 用してい

　かなければな らないか らである。

　　いま労働 をL,資 本 をK,エ ネル ギーをE,.情 報 を1と し,通 常の生産関数のかた ちで表わせ

　ぱ,産 業は一般的 にその生産 物OをO=F(K,L,　 E,1)に よ って生産す ることに なる。 こ

　 こで情報の重要 性を認識 す るために,数 次にわたる石油価格の高騰に対 し,わ が国製造業がどの

　 ように対応 したかを思い起そ う。石油価 格の高騰は,労 働や資本に対す るエ ネルギーの相対価格

　を著 しく上昇させたから,企 業は省 エネ投資を行ない。生産物1単 位 当りのエ ネルギー投入比率

　を引下げることによって競争力を維持,向 上させたので ある。 また,賃 金の持続的上昇に ともな

　い,資 本に対す る労働の相 対価格 も上昇 したから,企 業 は合理化,省 力化投資 を実施 し,コ ス ト

　 上昇 を軽減 する努力を重ね たのである。 これ と同様の論 理を情報 とい う生産要素 にあてはめれ ば,

　他 の生産要 素価格を所与 とす るとき情報の相 対価格が安 くなれ ばなるほど,生 産物1単 位 当りの

　 コス トは低下す ることにな る。

　　情報の相対価格を安 くすることは,情 報をタダにすることではない。情報化の推進を通じて,コ ンピュ

　一夕のハードウェア技術,ソ フトウェア技術,通 信関連技術の発展によって可能になるのである。 ハー ドウェア

　技術は,計 算送度,価 格,規 模などコンピュータの基本的性能 を規定するものであるが,そ 柑ま半導体素子

●
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に代表 され る素子技術 とそれ ら素子 を コンピュータとして組 合わせる構造技術 から成 る。いわゆ

るチ ップメーカーの技術水準が ものをい う分野である。 と くに素子技術は,LSIか ら超LSIへ

と集積化が高ま り,そ れに応 じて高速化,省 エネ化が進展す る最先端分野 であ って,マ イクロコ

ンピュータのよ うに,情 報処理機器 の小型化,高 速化,高 能率化を可能 にしてい る。

　他方,ソ フ トウェア技術 は,マ イクロコンピュータ応用専問企業集団 であるシステムハウスの発

展 により,情 報関連 機器を幅広 い分野で利 用していく基盤である。 システムハ ウスは,マ イクロ

コン ピュータ関連素子 メーカーとそ のユーザー(各 種 産業)と の間 にあ って,ニ ーズに対しても

っとも有 効な応用方法を開発す る頭脳 集団で あり,マ イク ロコンピュー タの応用利 用と普及に不

可欠の企 業集団で ある。 ソフ トウェアの開発,保 守 などの生産性,信 頼性 を向上 させ,コ ス トの

低下を実現 させるために,シ ステムハ ウスは多大の貢 献を してきた。

　情報の相対価格を低下 させるためには,今 後もハー ド,ソ フ トの両 面にわ たって技術革新が続

け られ なければならない。 とくにソ フ ト面での技術 開発 目標を

　 (D　 コス ト低減 をはかるための ツール系ソフ トウ ェア技術

　 qi)情 報 処理 コス トの低 減お よびデータベースサービスなどの高度化に応えるデータベ ース管理

　　技術

　 Gii}情 報処 理技術を具体的 応用分野へ適用し,情 報処理の フロンテ ィアの拡大 を図 るための技

　　術

にお くとき,マ イクロコンピュー タ産業 の果たす役割 は今後 ます ます増 大するにちが いない。

■

5.5.2　 マ イ クロコンピ ュー タ産業の産業構造 における位 置と役割

　　J.シ ュ ンペーターは経 済発 展の過 程を創造的破壊 として捉 え,と くに企業経営者 の未開拓分

野へのあ くことなき挑戦を重視 した。 彼のい う企業経営者は,新 しい着想を考えだ した り他人の

着 想を採 用す るだけで なく,新 しい社会的,技 術的様 式を実現 させる リス クをおかす ような型の

人 間で あった。現在 のマイク ロコンピュー タ産業 は,多 分に産業構造 の創造的破壊 を行 っている

産業 といってよい。 そこで以下では,産 業構 造におけ るマイク ロコン ピュータ産業の位置 と役割

　を,(1機 能 産業,{2)国 際 産業に大別 して検討 し,経 済面か らみ た誠の意味 を明 らかに してお こう。

　　(1)機 能産業

　　マイク ロコンピュー タ産業の範囲 を,a)半 導体 メーカー,　b)シ ステムハ ウス,　 c)ボ ー ド

　 ・ツールメ ーカーに限定す る とき,マ イクロコンピュー タ産業 は,わ が国産業構造の なかで どの

　よ うに位置づ けられ るのであ ろうか。 これ まで用いられてきた産業分類では,鉄 鋼,化 学,機 械,

食 品,繊 維などの製造業 と,金 融,商 業,サ ービス業などの非製造 業が あるが,マ イク ロコンビ

　ュー タ産業 はそのいずれに も所 属しない新しい産業 といってよい。た しかに半導体メーカーは,

シ リコンを材料 とするLSI,超LSIの 生 産,さ ら`こはシ リコンに代わ る新しい材料を用いた

　ガ リウム砒素 素子,高 電子移動 トラ ンジスタ,超 電導状態で作動す るジ ョセフ ソン素子などの開

　発や生産 を行な ってお り,そ の限りで は製造業に属しよ う。 しか しその応用は,他 産 業におけ る
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新製品開発,製 品の高度化,付 加価値 の向上,生 産性 上昇,省 エネに貢献 し,わ が国経済の 「創

造的知識集約化」 を推進 してい る。つ まりみずからの開発技術 が他の業種 の技 術水準や効率を大

いに高め,生 産方法を改善す る点で大 きなインパク トをもっている。

　 またシステムハ ウスは,す でに触れた ように半導体 メーカー とユーザ ーの間にあ って,ノ ウハ

ウの集積 を多方 面に活用 している。す なわち

　 a)応 用 商品および応 用システ ムの開発,生 産,メ ンテ ナンスに関 し,ユ ーザー企業 を支援す

　　 る。

　 b)応 用 商品および応 用システムの開発,生 産,メ ンテナンズに関 しみずか らメーカーとして

　　登場す る。

　 c)関 連 機器およびシステムの開発,生 産,販 売を行 う

　 d)企 業 内教育への講師の 派遣 とい った普及化の役割を担 う

　 e)大 企業に とってはメ リッ トがな いようなエレク トロニクス応用技術を活用す るた めの補 助

　　 機能 をもつ

とい った諸分野である。明 らか にこれ らの分野は,シ ステムハ ウスのノウハウの集積 を一層増加

させ るだけで なく,こ れ を利用または応用す るユーザ ー企業 の生産技術 を格段 と引上げ ることに

役立っている。

　 マ イクロコンピュータ産業 に包含 される半導体 メーカーとシステムハウスの役割 を以 上のよ う

に まとめ てみ ると,マ イクロコン ピュー タ産業がもつ 外部経済性(external　 economy)

はき わめて大きく,従 来の産業が果た してきた役 割のい くつか を含む機能産業とよぶ ことがで き

る。 マイク ロコンピュー ター産業 という機能産業 は,最 新技術 の開発 と応用 を通 じて多種多様な

科学分野 と相互関連をもっている。つ まりマイクロコンピュータ産業の発展が広大 な科学領域の

進歩 を促す とともに,多 種`こわた る科学の進歩が またマイクロコンピュータ産業の発展 につながってい

る。 この意味で こうした機能 産業は成 るよ うに放置 され るべきもので はな く,そ の健全な育成 を

期す るた めに は,官 民協力して これに当たる必要がある。

　 とくに前述 した外部経済性に注 目す ると,こ のことは経済学的 には社会的限界費用が私的限界

費用より小 さいことを意 味する。つま り経 済全体の資源配分か らす ると,そ れだけ最適化 が損わ

れているので あるか ら,外 部経済性をもつ産 業(企 業)に 対し,生 産 量の増加分に対 して限界外

部経済の額に等しいだけの補助金 を与えるこ とが望 ましい。 それに よって私的限界費用 と社会的

限界費用が一致 し,過 小で あ った競争 的生産量が 最適生産量に一致す るので ある。 システムハウ

スに 例をとっていえば,シ ステム ハウスが生産するノウハウや技術が外部経済性 をもつ場合,こ

のノウハ ウや技術 を購 入す る産業(企 業)は,社 会全体に とってかかる費 用以上に価値のあるノ

ウハ ウや技術を買ってい るので ある。つ まりこの産業(企 業)に 利得が発生 している。社会的費

用はその分だけ小 さくなるが,そ れ はシステムハ ウスの負担す る費用(私 的限界費用)を 少な く

す るわけで はない。 この ような場合に は,社 会的 限界費 用 と私的限界費用が一致す るように,シ

ステムハウスに補助金 を与え,シ ス テムハウスの ノウハウや技術の生 産量を増加 させ ることによ

一76一

・■



●

ってはじめて資源の最適配分が実現す るので ある。

　 (2}国 際産業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　"　　　　　 、

　 マイクロコン ピュー タ産業は,産 業構造の改編 とい う視点か らみ ると,外 部経 済効果 を通 じて

創造 的知識集 約化を推 進す る機能産業で あるが,同 時 に技術開発が国際的 であ るとい う意味で重

要な国際産業で ある。国際産業とは,資 本や人的資源を通じて海外有力企 業 と提携す る とい った

意味 ではな く,む しろ技術開発 をめぐって海外諸 国 と激 しい競争を続 け るとい う意 味で 国際性 を

もつ産業の ことで ある。現代の先進国間貿易は一般に 「水平貿易」 とよばれ,同 一産業分類に属

す る産業 の生 産物 を相互に 輸出入しているか ら,そ れ らの産業 はすべ てここでい う国際産業に該

当す るといってよい。 しか しそのなかでも,マ イクロコンピュータ産業の技術開発競 争は,バ ー.

ド,ソ フ トの両面で とくに激 しい。以下では この先端技術産業 を育成 す る根拠 を示 し,マ イクロ

コンピュー タ産業 の役割を明 らか にしたい。

　 第一は,高 度 成長か ら低成 長への転換に伴な う産業構 造の変化において,マ イク ロコンピュー

タ産業の役割 の大 きさで ある。高度成長時代の主役 は,大 容量 ・大型化の技術革新 を背景に伸 び

た鉄鋼,石 油精製,ア ル ミで あった。 しか しいまや 需要の多様化,新 規 需要の創出に応ず るだけ

で なく,産 業 の全般的な発展のなかで生まれる多種多様な需要の間隙を うめる産業が重要なので

ある。われわれの文脈でいえば,シ ステム ハウスの活動はその典型 である.今 後の 日本経済にお

い ては,か っての高度成長期の ような大量生産,大 量消費 を新たに誘発す るような技術革新を期

待す ることは最早やで きない。むしろ,今 後の産業構造の転換`こ必要な多品種 少 量生産型の さ

まざまな個 別技術を積極的に生かす こ とが必要なのである。 とくにそれ ら個別技術 をシステム化

し ていくための技術 が尊重されなけれ ばならない。

　 他 方,マ イク ロコンピュータ産業のもう一本の柱である半導体メーカーにあ っては,そ の経営

規模が量産化のメ リットを享受で きるほどに まで拡大している。すべてで はないに しても,半 導

体 メーカーは同時 に大型 コンピュータのメーカーであるが,そ れ は通信 機器,と くに電 子交換機

が コンピュータと同類の機器であ り,周 辺機器や端末 機器を含め,通 信技術 とコンピュータ技術

の融合が可能になることが背 景にあるか らで あろう。 こうした背景が,半 導 体の性能をはじめ,

コンピュー タのハー ドウェアにおいて比較的短期間の うちに アメ リカの先進技術に追 いつ くこと

を可能に したといってよい。

　 以 上の考 察か ら,マ イクロコンピュータ産業 を構成す るシステムハ ウスと半導体メ ーカーを産

業組織の視 点か ら眺め るとき,つ ぎのよ うな興味 あるコン トラス トを発 見で きる。それ は,一 方

で多 品種 ・少量生産の機会 が蘇生し,大 企業には適 さない多 くの需要の間隙をシス テムハ ウスが

つ ないでい るとい う意味で,マ イク ロコンピュータ産業 の集中を緩和 し競争 の側に 引っ張 る 「遠

心 力」が作用 しているが,他 方で半導体 メーカーにおいては,新 機能素 子技術 の開発,生 産を規

模の経済性によ って実現し ているとい う意 味で 集中を促進す る 「求心力」を内在 させ てい るとい

うことで ある。

　 こうした特徴は,シ ステムハウスおよび半導体 メーカーそれぞれの市場条件や技術条件か ら生
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まれ るものであ ろうが,と もに国際産業であることに留意す る と,っ まり激 しい国際競 争に さら

され ている産業であること`こ注意す る と,両 者 の協力関係がさ らに緊密化するような環 境を積極

的につ くりあげ てい くことが望ましい。昨年度 日本情 報処 理開発協会 のもとで,シ ステムハウス

の業 界形成の可能 性を検討 した のは,シ ス テムハ ウスの多種多様な生い立ちを別にして,経 営基

盤や資本力が弱体であることを痛感 し,そ の体質改善 の方途 として業界形成を考えただ けではな

い。 むしろ半導体 メーカー との協 力関係が より積極化 され る基盤 となるかど うか:よ り具体的に

いえぱ,シ ステムハ ウスの技 術開発促 進,生 産性向上,競 争刺激,情 報 伝達能 力の拡大に よって,

一 方で半導体 メーカー との協力関係が
,他 方でユーザーの 満足度がより高まるか ど うかが,基 本

的な判定 基準であった。

　 ところでマイ クロコンピュータ産業 内に,す で に述 べた 「遠心力」 と 「求心力」が併存 してい

る事実 と,も とも とコンピュータの技 術開発ならびに応 用は,分 権促進型技術を中心 としてお り,

ノ ウハ ウ保護な ど制度 的枠組が欠如している場合 には,ソ フ トウ ェアの開発利 益に大 きな不確実

性 が伴なうとい う事実 を考慮す るとき,マ イク ロコンピ ュー タ産業が今後 どのような企 業間結合

を作 ってい くかが その将来を決定す るとい ってよい。 国際産業 としての マイク ロコン ピュー タ産

業 の育成 は,企 業 間の協調,連 合,業 務提携,集 団化,系 列化 などの形態 をもつ企業間結合の積

極的推進であり,そ の望ましい選択にあ る。

　 第二は,マ イクロコンピ ュー タ産業が保 有す る技術 の 「分割 不可能性 」の程度に関す る問題で

ある。 この点でも半導体 メーカーとシステムハウス との間に明瞭 なコン トラス トがある。すなわ

ち半導体メーカーは,高 集積化 として超LSIか らさらに進 んだ素子技術(た とえば半導体積層

化技 術)の 開発や,超 高速化 として高移動度の半導 体材料の開発(た とえば ガ リウム砒素素子や

超 格子材料)に 余念がなく,高 度の頭脳 と技術 を駆 使す る基礎研究 を続 けている。その ためには

巨額 の研究 開発投資資金が 必要である とともに,そ うした技術 を他企業 に分割されては,折 角 の

開発結果を 自社で専有し活用す ることができな くなる。 したが って半導体メーカーに は集中を促

進す る 「求心力」 が働いている とい ってよい。 それ に対 し,シ ス テムハウスは,ソ フ トウ ェア開

発,ハ ー ドウ ェア開 発 システム製造,シ ステム販売,ユ ーザー教 育,情 報提供を主業務 として

お り,そ こで の技術 は大幅に分割可能であ る。その結果,あ る最小最適規模が あるであろうが,

そ れは当該 システムハウスが上記の業務の うち,ど れを主力 とす るか に依存 してかな り幅が ある

ように思われ る。 その意味で システムハウスの 企業規模は,半 導体メーカー と異な り,と くに大

きいか らといって最高の機能が発揮で きるわけで はない。システムハ ウス相互 間の競争が激しい

の は,技 術 の分割可能性のためである。

　 以 上の ように,技 術の分割(不)可 能性の視 点か らみても,マ イクロコンピュー ター産業 を育成

す るには これ を平板 的に取扱 うので はな く,(11基 盤 技術の開発,② 創造的 技術開発に必要な人材

の 育成,(3肢 術 開発成界の流通体制 の整備,④ 不確 実性 と リスクへの対応 といった,キ メの細か

い環境整備が必要で ある。これ らを欠 如しては,重 要な国際産業の発展にと ってあまりに も危険

が大きすぎることになろう。
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5.5.3　 技 術開発 のための環境整備

　　これまで検討 してきた よ うに,マ イク ロコンピュー タ産業が半導体 メーカー,シ ステムハ ウス

な どの複合体 として構成 され,そ れぞれ独特の役割を担 っていることを考え ると,そ してとくに

　その将来 の発 展がわが国産業構造の改編にはたす 役割の大 きさを考え ると,マ イクロコンビュー

　タ産業の技術 開発のた めの環境整備は,産 業構造政策 と産業技術政策の視 点か ら緊急の課題 とい

　って よい。

　　環 境整備の第一は,長 期的 にみ て技術革新の核 となる基礎技術な らびに材料の開発が リスクの

　大きさと期間 の長さから停 滞 しない ように積極的 に支援す る ことである。マ イクロコンピュー タ

　産業全体の伸びが著しいか らといって,そ の現状に満足す る ことな く,さ らに基礎 的研究開発体

　制 の強化 を図 る必要 がある。

　　第二は,技 術開発によって生みだされた成果の活用を一層推進するよ うな業界体制を整備す る

　ことである。 とくにシステ ムハ ウスの業界形成は,今 後のマイクロコンピュー タ産業 をさらに飛

躍的に発 展させ る基盤 とい って よい。 システムハ ウスの開発す るノウハ ウ,特 許が充分に保護 さ

　れ るとともに,そ れ ら貴重な知的財産が有効に活用 されるよ うな流通,応 用体制が整備 され るこ

　とが望 ましい。

　　第三は,創 造的知 識集約化の直接的担い手で ある人材の育成に一層努力す るこ とで ある。 マイ

　ク ロコンピュータの応用範囲が急速に拡大す るにつれ て,ユ ーザーの側で も応用技術を充分に理

　解 する必要に迫 られ,人 材育成`こ努めている。 しか しここで強調 したいのは,マ イクロコンピュ

　ー タ産業内で創造性を発揮す る人的資源のス トックを さらに増加させ る必要があることである。

　これ を怠れば,最 終的に は既存技 術の改良,組 合せ の改善に とどま り,競 争力も次第に低下せ ざ

　るをえない。

　　第四は,マ イクロコンピュー タ産業 のようにその開発 され た技術 の応用範囲がきわめて大 きい

　ことが予想 され ても,そ うした将 来財については市場が存在 しない というこ とか ら生ず る不確実

　性 や リス クは大きく,こ れに対処す る体制 を整備す るこ とが 必要である。ただし,ア メ リカでみ

　られ る例,つ ま り製品の開発に要 した コス トに適正な利潤を完全に保障す る契約(コ ス ト・プラ

　ス契約)が 望ま しいか どうか については充分な吟味が必要で ある。 コス ト・プラス契約によって

　資源が浪費 され る可能性 を外部か ら識別す ることが困難だか らであるp

　　 しか し応用研究に従事し,そ の開発 技術 を高めるために何 らかのインセ ンテ ィブを与えること

　は必要で ある。 開発技術 をい ま情報財 として一括すれば,こ の生産は,投 入量か らその産出量 を

　確実性 をもって予測 しえない,高 い リスクをもった活動であ る。したが って適当な保 険がない と

　情報財への資源投入 は差別 され てしま うことになる。加 えて研究設備は今後 さらに高級化するで

　あ ろうから,民 間 の創意,工 夫と責任だけに委せておけ ば,結 果的に は潜在的発展能 力は縮小す

　るであろ う。その意味で,研 究開発投資減税や債務保証制度 の充実などの財政上の助成措置を拡

　充する ことが望 ましい。 また 中堅企業 分野においては,充 分な開発能力をもちながらも,そ れに

　見合 った研究開 発資金や設備 を持たない場合が多く,政 策支援が とくに重要であ る。 とくにマイ
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クロコン ピュ一 夕産業の特性 か ら考え て,前 述した情報財の生産はで きるだ け分権化され ること

が望ましいだけに,中 堅企業 の健全な発展が不可欠で あることを忘れ てはな らない。
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お わ り に

　さて,以 上5章 にわた って,「 マイクロ ・コンピュータ産業の現状 と将来 」を分析 し,さ らにマイ

クロ ・コンビ.ユ一夕産業のよ り高度な成長を促進する政策論的要因を論 じて きた。最後に結論 に替え,

マイ クロ ・コン ピュー タ産業の今後 の発展を期す る上 で特に重要 と思断 され る問題点を,二,三 指摘

して おきたいo

　第一に,純 粋に技術的見地 から,マ イクロ ・コンピュータが半導体技術の一進化段階に過 ぎない こ

との認識が重要 であろう。いいか えれば,マ イクロ・コンピュー タは,IC,LSI,VLSIと 進

化 して きた素子技術に対応 して進化 した技術体系であ る。 したが って,今 後いかなる素子技術 の技術

革新がなされるかによ って,マ イ クロ ・コン ピュータそれ 自体 が新 しい技術に"take　 over"さ れ.

る ことは当然予期 されてよい ところであ る。 また,コ ンピュータ ・シ ステムの高度化 は,ひ とりハ ー

ドウェアにおけ る技術革新のみな らず,ソ フ トウェアにおけ る技術革新 によ って初めて実現が可能 と

なることはいうまでもない。 この点,世 界的 に通用す るコンピュータ言語 がわが国では未だに作 られ

ていない事実か らもいえ るよ うに,わ が国のソフ トウ ェア面 における生産性はむ しろ低いといわなけ

ればならない。 このように,ハ ー ドウェア,ソ フ トウ ェア両面において,現 世代および次世代の コン

ピュータ技術革新 の力を充分 に持つ ことこそ,わ が国のマイクロ ・コンピュータ産業の産業的基盤を

強化す るための技術 の貢献 にほかな らない。 これ らの見地か ら,今 後 システムハ ウスがいかな る機能

的役割を分担す るのか,あ るいは,そ もそもそのような機能的役割を分担す る力を持 っているのかが,

改 めて検討 されねばなるまい。

　第二に,経 済学的見地か ら見れば,マ イ クロ ・コンピュータ産業の発展 は,マ イクロ ・コン ピュー

タの優れた情報処理能 力,省 エネルギー性,低 価格,ユ ーザー製品におけ る付加価値などのほか に,

各種 のデータ通信,オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョン,レ ジ ャー活動 など,公 共的 あるいは私的部門にお

ける新 しい社会情報 システムの登場 によ っても大 き く左右 され る。いいか えれば,マ イ クロ ・コンピ

ュータ産業の発展 の方 向は,わ が 国における各種情報財 の生産,流 通,ス トックならびにレカバーよ

りな る社会情報システ ムの総体的動 向と密接な相関を持 つと考えることができよう。この点,経 済的

可能性 が技術的可能性 と密接 に関連 す ることは明 らかであ り,今 後,い わゆる 「情報化社会」の未来

像が,技 術 ならびに経済 の双方か ら,最 も楽観的 なものから最 も悲観的な もの までに またが って,さ

らに慎重な検討の対 象とな って然 るべ きである。

　 第三に法律的問題 があ る。 コンピュータ産業全体に共通 な問題 としては,特 に ソフ トウ ェア,あ る

いはソフ トウ ェア とハー ドウェアのイ ンターフェイスにおける各種の特殊技術 に対す る法的保護の薄

いことが指摘 されなければな らない。 このような 「知的財産」に対す る法的保護の必要 はマイクロ ・

コンピュータ産業に限 られ るものではな く,コ ンピュータ産業全般に対して も等 し くいえることであ

り,欧 米諸国の実態 をも考慮に入れた新 しい 「知的財産」保護 の立法 が必要 となるか もしれない。以

前か らシステムハ ウスの一般 的に脆弱な企業体質 が指摘されて いるが,そ の一 部 として資金調達能力

が乏 しい ことがあげ られ る。上記 の 「知的財産」の法的保護の強化は,も しそれが実現 されれば,シ
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ステムハウスにおいて特に顕著な担保 力の不足を補 う一助 となりうる。他方,各 種のデータ通信の広

範な普及や,マ イクロ ・コン ピュー タを応用 した各種製品の多様化 は,マ イ クロ ・コンピュータを発

生源 とする事故や災害あ るいは乱用 ・悪用 などの被害の態様 をも多様化す る。 こうした被害を生ぜ し

めない事前の技術的予防策が必要 なことは当然であるが,万 一不幸に して被害が生 じた場合の賠償問

題を考慮 して,保 証保険制度 や損害保障制度などを産業的規模 で整備 する必要があろ う。 このよ うな

制度上の予防措置は,殊 に一 般に企業規模 が小 さ く,賠 償能力も小 さいシステムハ ウスには不可欠 と

考え られ る。

　 第四に,優 秀な人材の育成 と獲得 に関す る社会的な問題 がある。 当今の大学卒業生は職業 の選択 に

際して安定指向が強 く,大 企業には多数の就職希望者 が殺倒す るかたわら,逆 に中小企業の求人は満

た されないとい うアンバ ランスが生 じている。 このよ うなアンバ ランスの傾向は,企 業規模がおしな

べて小 さ く,少 数精鋭主義をとらざるをえない システムハ ウス企業には殊更に不利 に働 くと考えねば

ならない。他方,シ ステ ムハウス企業の多 くは大企業か らスピン ・ア ウ トした技術者 を経営者 として

おり,,こ の ような経営者の高齢化 が進むにつれて,労 働に関す る価値観や動機 に,他 の業種における

と同様な世代ギ ャップが生ず る公算が高い。労働それ自体 を価値 として考え るの ではな く,人 生を享

楽 する一手段とみなす当今 の若い世代に対 して,中 小企業の労働条件 あるいは将来性は,概 して大 き

な魅力 とはな りがたい限界を持 ってい る。 これに対する解決 策としては,シ ステムハ ウス業界全体の

社会的認知やプ レステ ィージを高 めることが先決 であり,個 々の企業努力はもとより,業 界形成 の努

力 もまた直接 この点に関連 して こざるをえない。いいかえれば,シ ステムハウスの進化は,第 一世代

のスピン ・アウ ト世代 から第二世代 へ移行 しつつあ り,さ らに第四世代,第 五世代への進化をなしと

げるためには,現 在の第一世代,第 二世代の手 によってなされ る,個 々の企業 を越えた業界形成のた

めのビジョン,な らび に協 力体 制確立の努力が必要 となるであろう。

.
φ

　最後 に,マ イクロ ・コンピュータ産業 内部 におけ るチ ップ ・メーカー,シ ステムハウス,エ ン ド・

ユーザー間の適正 な役割 ・機能 分担 と,公 正な利益配分に関連す る産業組織 上の問題がある。 いかな

る業種においてもそうであるように,マ イクロ ・コンピュー タ産業 において も,関 連企業の間に相互

依存 の関係 があるが,こ の相互依存の関係の中から各種の能力の違 いによ って強者対 弱者の関係が生

れて くるのは自然である。システムハウスの合併 や系列化 はそれ 自体一概 にシステムハウスの弱者的

立場の証明とはみなしがたいが,か りにシステムハウスにおいて十分 に公平 な利益配分が達成 しえな

い状況が存在す るならば,立 法お よび行 政による保護措置 が必要 となるか もしれない。自由競争の原

則か らも,ま たシステムハ ウスの利 点た る小 まわ りのき く柔軟な知的生産性の見地か らも,安 易な行

政の介入は もちろん避け るべ きであろ うカ},マ イ クロ ・コンピュータ産業全体の生産性の向上に必要

とあれば,三 方では独 占禁止法などの適用}は る緒 の抑 制・ また他 方では行政の瀦 もしくは鱒

によ る積極的助成策 も考 え られ な くてはなるまい。 しか し,法 や行政の介入には,産 業内における弱

者の救済 に,国 家とい う新 たな強者を作 り出す とい うヂ レンマ を生ずる一面があ る。相手が国 家であ

れ大企業であれ,強 者に対 する公平を弱者が主張 するためには,先 ず個 々の弱者 を組織化 し,総 意を
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結集 する メカニズムを作 り上げ ることが政治力学上の原則 であ る。システムハ ウス業界編成の意義 も,

ま さに ここにあ るとい えるであろう。
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